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はじめに 

昨今のスマートフォンの急速な普及などにより、携帯電話の加入者数は現在約１億 3000 万加

入を超え、今や我が国の人口を超えているなど、技術革新等により無線通信システムは飛躍的に

発展し、国民生活に浸透している。また、東日本大震災等の経験を踏まえ、災害時における無線

通信の重要性・有用性が改めて認識されるなど、国民生活において電波は、公共性が高く、欠くこ

とのできない社会インフラとなっている。 

更に、電波を利用するシステムは、近年の急速な技術革新に伴い、環境、物流、交通等の様々

な分野において活用されてきており、今後も様々な社会的課題を解決し、新たなイノベーションを

加速化する上でより一層重要な役割を担うものとして期待されている。 

近い将来には、第４世代移動通信システムの実用化や、ビッグデータを活用する新サービスを

実現する ICT インフラとして期待されているスマートメーターや M２M システムといった新しいデータ

通信システムの進展などが見込まれている。 

このような中、次期（平成 26～28 年度）における電波利用料の見直しに当たっては、我が国の

成長を支える上で電波が果たす役割の重要性や、電波が持つ公共性を考慮することが重要であ

る。また、同時に、電波利用料が、電波の適正な利用の確保に関し、無線局全体の受益を直接の

目的として行う事務の処理に要する費用を、その受益者である無線局免許人が公平に負担する

ものであるという現行制度の趣旨を十分に踏まえることも必要である。 

電波利用料制度については、これらの様々な観点から検討を行い、無線局免許人等の理解を

得ながら見直しの方向性を取りまとめる必要がある。 

 

以上の点を踏まえ、次期の電波利用料制度の見直しについて、主に以下の考え方により検討

を行い、本報告書をまとめたものである。 

   ◇平成 25 年度に追加された使途の平成 26 年度以降の歳出増が見込まれる中、電波利用共

益事務について、既存の使途の効率化等による歳出規模の抑制 

   ◇スマートメーターや M２M などの新しい無線システムの普及促進に資するため、携帯電話等の

無線局への新しい料額体系の導入 

   ◇技術革新等に伴い、様々な無線システムの利用範囲が急速に拡大していること等を踏まえた

軽減措置の在り方の検証 
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第１章 電波利用料制度の概要 

１ 電波利用料制度の概要 

電波利用料制度は、電波監視等の電波の適正な利用の確保に関し、無線局全体の受益を

直接の目的として行う事務の処理に要する費用（電波利用共益費用）を、その受益者である

無線局免許人が公平に分担する制度として、平成５年度に導入されたものである。 

電波利用料は３年を１期間として、その期間に必要と見込まれる電波利用共益費用を、同

期間中に見込まれる無線局で負担するものとして、電波法附則第 14 項1に基づき、３年毎に見

直しを行い、各無線システムの特性や無線局数等を勘案して必要な料額を決定し、電波法に

定めている。 

また、電波利用料の使途は、電波法に限定列挙されており、現在、不法電波の監視、総合

無線局監理システムの構築・運用、電波資源拡大のための研究開発など全部で 12 の使途が

電波法第 103 条の２第４項第１号～第 12 号にそれぞれ規定されている。 

 

 

 電波利用料は、不法電波の監視等の電波の適正な利用の確保に関し、無線局全体の受益を直接の目
的として行う事務（電波利用共益事務）の処理に要する費用を、その受益者である無線局の免許人に
公平に分担していただく、いわゆる電波利用の共益費用として負担を求めるもの。

 電波利用料制度は少なくとも３年ごとに見直しており、その期間に必要な電波利用共益事務にかか
る費用を同期間中に見込まれる無線局で負担するものとして、見直しごとに電波利用共益事務の内容
及び料額を検討し決定。

 電波利用共益事務の内容（電波利用料の使途）は電波法第１０３条の２第４項に具体的に限定列
挙。

主な使途 電波の適正な利用の確保
（電波利用共益事務）

・不法電波の監視

・総合無線局監理ｼｽﾃﾑの構築・運用

・電波資源拡大のための研究開発等

・電波の安全性調査

・携帯電話等エリア整備事業

・電波遮へい対策事業

・地上デジタル放送への円滑な移行の

ための環境整備

等

主な無線局免許人

・携帯電話等事業者

・放送事業者

・衛星通信事業者

・アマチュア無線

等

3年ごとの見直し

電波利用料の支払
（免許人による費用負担）

 

                                            
1 電波法附則（抄） 

14  政府は、少なくとも三年ごとに、第百三条の二の規定の施行状況について電波利用料の

適正性の確保の観点から検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所

要の措置を講ずるものとする。 

図表 １ 電波利用料制度の概要 
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２ 電波利用料制度の見直しの経緯 

電波利用料制度は、無線通信技術や無線局の利用形態の多様化・高度化等の状況変化

に適切に対応したものとするため、電波法により、少なくとも３年ごとに制度の施行状況につい

て電波利用料の適正性の確保の観点から検討を加え、必要があると認められるときは、その

結果に基づいて所要の措置を講ずるものと定められている。 

このため、平成５年の電波利用料制度の導入以降、これまで３年に１回を基本として、技術

試験や研究開発、地上デジタルテレビジョン放送への移行対策等、その時々の電波の利用状

況等に応じて、電波の適正な利用を確保するために必要とされる事務を使途として定めるとと

もに、料額の見直しを行ってきた。 

料額の見直しについては、平成８年に主に携帯電話及びテレビジョン放送、平成 11 年には

主に PHS 基地局の電波利用料の料額の値下げ、平成 17 年には、電波の経済的価値に係る

要素等を勘案した料額及び国民の生命財産、身体の安全及び財産の保護に寄与する無線

局等の電波利用料を軽減する措置の導入、平成 20 年及び平成 23 年には、電波の経済的価

値（使用する周波数幅等）に応じて負担する部分が拡大され、それに伴った料額の見直しが

行われた。  

なお、平成 14 年においては、見直しの結果、据え置きとなっている。 

一方、使途としては、平成８年には技術試験事務、平成 11 年には電波遮へい対策事業、平

成 13 年にはアナログ周波数変更対策業務（特定周波数変更対策業務）、平成 16 年には特定

周波数終了対策業務、平成 17 年には電波資源拡大のための研究開発及び無線システム普

及支援事業、平成 20 年度には国際標準化に関する連絡調整事務及び電波に関するリテラシ

ー向上のために行う事務を追加し、使途のうち「次に掲げる事務その他の電波の適正な利用

の確保に関し総務大臣が無線局全体の受益を直接の目的として行う事務」と規定した上で、

具体的な事務を各号に例示として示していたところ、「その他」事務に該当するものも全て限定

列挙に改め、①標準電波の発射、②電波遮へい対策事業、③電波の安全性に関する調査、

④電波利用料制度に関する企画・立案及び共益事務の附帯事務（予算要求、納入告知等）

が追記された。平成 21 年には低所得者世帯への地デジチューナー等の支援、平成 23 年には

時限措置として東北３県におけるアナログ放送の延長期間の運用経費助成業務、平成 25 年

には電波の能率的な利用に資する技術を用いた人命又は財産の保護の用に供する無線設

備のための補助金の交付が各々追加された。 
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施行年度 改正の概要

平成5年度
・電波利用料制度の導入
- 使途は「電波監視」、「総合無線局管理ﾌｧｲﾙの作成・管理」、「その他（無線局全体の受益を直接の目的として行う事務）」
- 料額は電波監視に係る費用は均等に、総合無線局管理ﾌｧｲﾙに係る費用は使用する情報量に応じて按分することで設定

平成8年度
・料額改定
・使途に「技術試験事務」を追加

平成11年度
・料額改定
・「その他」使途として、「電波の安全性に関する調査」、「電波遮へい対策事業」、「標準電波の発射」を追加

平成13年度
・使途に「特定周波数変更対策業務」を追加

（平成15年度から平成22年までの間、経費の一部（約30億円/年）をテレビ放送局が負担）

平成16年度 ・使途に「特定周波数終了対策業務」を追加

平成17年度

・料額改定
- 電波の経済的価値（使用する周波数幅等）に応じて負担する考え方を導入（広域専用電波の制度の導入）
- 国民の生命財産、身体の安全及び財産の保護に寄与する無線局等の電波利用料を軽減する措置（特性係数）を導入

・使途に「電波資源拡大のための研究開発」、「携帯電話等エリア整備事業」を追加

平成20年度

・料額改定
- 電波の経済的価値に応じて負担する部分を拡大

・使途に「国際標準化に関する連絡調整事務」、「地上ﾃﾞｼﾞﾀﾙ放送移行対策関連業務（中継局、共聴設備のﾃﾞｼﾞﾀ

ﾙ化、ﾃﾞｼﾞﾀﾙ混信への対応、視聴者相談体制の整備）」、「電波に関するﾘﾃﾗｼｰの向上のために行う事務」を追加
・使途のうち「その他（無線局全体の受益を直接の目的として行う事務）」を改め、使途を全て限定列挙

平成21年度
・電波利用料のコンビニエンスストア等での支払いを可能とする制度の導入
・使途に「低所得世帯への地デジチューナー等の支援」を追加

平成23年度
・料額改定
- 電波の経済的価値に応じて負担する部分を拡大（「特性係数」は維持）

・使途に時限措置として「東北３県におけるアナログ放送の延長期間の運用経費助成業務」を追加

平成25年度 ・使途に「周波数有効利用促進事業」（ﾃﾞｼﾞﾀﾙ防災ＩＣＴｼｽﾃﾑ等の整備）を追加
 

 

３ 電波利用料の料額の算定方法 

電波利用の料額の算定に当たっては、３年間に必要な電波利用共益費用を 

① 電波の経済的価値の向上につながる事務（ａ群）に要する費用と、 

② 電波の適正な利用を確保するために必要な恒常的な事務（ｂ群）に要する費用 

に分け、前者については、各無線局が使用する電波の経済的価値（帯域幅、出力、地域等）

に応じて配分し、後者については、無線局数で均等割により配分して料額を算定している。 

ａ群に係る費用については、帯域幅、出力、設置場所の違いなどから、それぞれの無線局

が使用する電波の経済的価値の割合に応じて配分している。 

まず第１段階として、①３ＧＨｚ以下（移動・放送系の利用が中心）と②３～６ＧＨｚ（固定・衛

星系の利用が中心）へ各帯域の混雑度（当該帯域を使用する無線局の延べ使用周波数帯

幅）から経済的価値を推計し、配分している。 

さらに、第２段階として、それぞれの帯域に配分された費用を各無線システムに配分するた

めに、個々の無線システムの使用帯域幅をベースに配分しているが、その際、各システムの公

共性、電波の有効利用の程度等を勘案して、各々の特性係数を乗じて算出している。 

図表 ２ 電波利用料制度の主な改正経緯 
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最後に、第３段階として、各無線システムごとに配分された費用について、地域特性（都市

部か否か）、出力等を勘案して、個別無線局に配分することにより、無線局毎の料額を設定し

ている。 

なお、携帯電話のように、広範囲の地域において一定の帯域を一の者により専ら使用させ

ることを目的として総務大臣が指定する周波数（広域専用電波）を使用する無線局の免許人

については、帯域幅単位で電波利用料を設定している（例えば、携帯電話の場合は、現行料

額では１MHz 当たり約 9515 万円（全国で使用する場合）となっている）。 

また、ｂ群に係る費用については、各無線局の帯域幅、出力、設置場所等の違いによらず、

基本的には等しく受益するものであることから、原則無線局数で均等割としている。 

 

 

３ＧＨｚ以下 ３ＧＨｚ超
～６ＧＨｚ以下

電波の経済的価値の向上につながる事務
（ａ群） ４５５億円

電波の適正な利用を確保するために

必要な恒常的な事務（ｂ群）２５５億円

電波利用料共益事務を実施するために必要な歳出総額（＝歳入総額）

3年間の平均 年710億円

周波数の逼迫状況に応じて、
周波数帯ごとに配分
0～3GHz：3～6GHz ＝ 10：1

使用帯域幅に応じて、各無線
システムへ配分

各無線局の負担額
＝無線局数で単純に均等割した金額

すべての無線局について２００円/局

料額が現行の料額と比較して２割を
超える増額となる場合は、増額が２割
以内に収まるよう調整

第１段階

第２段階

各無線局の電波利用料額＝ａ群とｂ群の合計額

（各無線局のａ群負担額）

地域・電力を勘案し、無線局数に
応じて各無線局へ配分

第３段階

携帯電話 テレビ その他

・電波監視業務
・総合無線局管理ｼｽﾃﾑの運用
・電波の安全性の調査

・電波資源確保のための研究開発、技術試験事務
・携帯電話エリア整備、電波遮蔽対策
・地デジ対策（一部） 等

・標準電波の発射
・リテラシー向上
・企画・立案 等

前回（平成20年）からの算定方法の主な変更点は以下の通り
１．電波利用料に電波の経済的価値を一層反映させるために、使用帯域幅に応じた負担部分（ａ群）を拡大（３８０億円から４５５億円へ）
２．無線局毎にかかる電波利用料（ｂ群）を低廉化（一律２００円/局）
３．料額が大幅に増加する無線局については、増加幅を一定に抑えるよう調整（増額を２割以内に抑制）

10 1

「広域専用電波」を使用する無線シ
ステム（携帯電話等）は、1MHz当た
りの負担額を算定

…

携帯電話 テレビ その他

一部の無線システムについては、
無線局の特性を考慮して軽減係
数（特性係数）を適用

 

図表 ３ 電波利用料の料額（H23-H25）の算定方法 
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４ 電波利用料の料額 

現在の電波利用料の料額（電波法別表第６号等に規定）は、図表４のとおりである。前回

（平成 23 年度）の見直しでは、電波の経済的価値に向上につながる事務に係る費用が拡大し、

ａ群に係る費用が 380 億円から 455 億円へ拡大した。 

また、ｂ群に係る費用については、従来、各無線局のデータベースの作成・管理に応じた負

担金としていたが、無線局数で単純に均等割し統一単価に移行したことから、低廉化（一律

200 円／局）が図られた。 

その他、料額が大幅に増加する無線局については、増加率を一定の範囲（２割以内）に抑

えるよう調整する措置を新しく導入した。 

 

 

※１ 広域専用電波を使用する無線システムは、携帯電話、BWA、MCA、衛星携帯電話、ルーラル加入者無線、マルチメディア放送
※２ 広域専用電波を使用する免許人に加算（全国1MHz当たりの料額）
※３ ５ＧＨｚ帯無線アクセスシステムの無線局に限り平成１７～２７年度に追加徴収するもの(平成17年5月16日施行)

免許区分

電波利用料額(年額：円)

広域専用電波を使用しないもの 広域専用電波を使用するもの（※１）

無線局単位 無線局単位
広域専用電波に係る料額

(※２）

1の項 移動局（パーソナル無線局、船舶局等） 500～3,729,100

200 95,148,900包括免許局 430

2の項 基地局（PHS等、海岸局等） （8の項に掲げる無線局を除く。） 3,500～37,800

3の項 人工衛星局（8の項に掲げる無線局を除く。） 132,200～218,839,800 - -

4の項 地球局（5の項及び8の項に掲げる無線局を除く。）等 61,800～335,744,600

200 1,774,9005の項 船舶地球局等（8の項に掲げる無線局を除く。） 1,500

包括免許局 430

6の項 基幹放送局（テレビ、ラジオ、マルチメディア放送）
（3の項、7の項及び8の項に掲げる無線局を除く。）

200 95,148,900
テレビジョン放送をするもの（0.02W未満～10kW以上） 900～349,680,800

その他のもの
中波・短波ラジオ局（200kW以下～50kW超）

49,200～2,963,500
FMラジオ局（20W以下～5kW超）

7の項 受信障害対策中継放送局及び多重放送局
（3の項及び8の項に掲げる無線局を除く。）

200 - -

8の項 実験無線局及びアマチュア無線局 300 - -

9の項 その他の無線局（固定局等） 17,500～209,560,900 - -

包括登録局 無線局単位 追加徴収分(※３）

移動する無線局 450 20

移動しない無線局 260～2,320 570

平成23年10月1日施行

 

 

 

 

図表 ４ 電波利用料額（H23-H25） 
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５ 電波利用料予算歳入及び歳出の内訳（平成 25 年度） 

平成 25 年度の電波利用料予算は図表５のとおりであり、歳入は 741.3 億円、歳出 666.0 億

円となっている。 

歳入予算の内訳は、携帯電話事業者による負担が 74.2％となり全体の７割強の負担となっ

ており、次いで BWA 事業者による負担が 8.9％、放送事業者が 7.0％となっている。 

歳出予算の内訳は、地上デジタル放送総合対策が 317.3 億円と全体の 47.6％を占め、次い

で、研究開発等が 91.4 億円（13.7％）、総合無線局管理システムが 87.0 億円（13.1％）、電波

監視が 46.8 億円（7.0％）となっている。 

 

 

携帯電話事業者

74.2%

BWA事業者

（広帯域移動無線

ｱｸｾｽｼｽﾃﾑ）

8.9%

放送事業者

7.0%

固定局

2.2%

PHS事業者

1.9%

ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ

放送事業者

1.9%

衛星通信事業者

0.9%

ｱﾏﾁｭｱ無線局等

0.2% その他

2.9%

地上デジタル放送

総合対策

47.6%

研究開発等

13.7%

総合無線局監理

システム

13.1%

電波監視

7.0%

(新使途)ﾃﾞｼﾞﾀﾙ

防災ICTｼｽﾃﾑ普及

支援事業

3.8%

携帯電話等エリア

整備事業

3.7%

電波遮へい対策事業

2.9%

その他

8.1%

(19.5億)

(54.2億)

（91.4億)

(87.0億)

(24.8億)

(317.3億)

(25.0億)

(46.8億)

 

 

 

 

図表 ５ 電波利用料予算の歳入及び歳出の内訳（平成 25 年度） 
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６ 電波利用料の使途の現状 

電波利用料の使途は、電波の適正な利用の確保に関し、無線局全体の受益を直接の目的

として行う事務として、電波法第 103 条の２第４項各号に規定されており、制度導入以降、技

術試験や研究開発、地上デジタルテレビジョン放送への移行対策等、その時々の電波の利用

の状況等を踏まえながら、必要とされる事務を使途として定めてきた。 

現在の使途の内容は図表 6-1 のとおりであり、各号の事務については、それぞれ図表 6-2~

図表 6-14 のとおりである。 

 

 

＜電波法第百三条の二第四項＞
４ この条及び次条において「電波利用料」とは、次に掲げる電波の適正な利用の確保に関し総務大臣が無線局全体の受益を直接の目的として行う事務の処理に要

する費用（同条において「電波利用共益費用」という。）の財源に充てるために免許人等、第十項の特定免許等不要局を開設した者又は第十一項の表示者が納付す
べき金銭をいう。

一 電波の監視及び規正並びに不法に開設された無線局の探査

二 総合無線局管理ファイル（全無線局について第六条第一項及び第二項、第二十七条の三、第二十七条の十八第二項及び第三項並びに第二十七条の二十九第
二項及び第三項の書類及び申請書並びに免許状等に記載しなければならない事項その他の無線局の免許等に関する事項を電子情報処理組織によつて記録する
ファイルをいう。）の作成及び管理

三 周波数を効率的に利用する技術、周波数の共同利用を促進する技術又は高い周波数への移行を促進する技術としておおむね五年以内に開発すべき技術に関す
る無線設備の技術基準の策定に向けた研究開発並びに既に開発されている周波数を効率的に利用する技術、周波数の共同利用を促進する技術又は高い周波数
への移行を促進する技術を用いた無線設備について無線設備の技術基準を策定するために行う国際機関及び外国の行政機関その他の外国の関係機関との連絡
調整並びに試験及びその結果の分析

四 電波の人体等への影響に関する調査

五 標準電波の発射

六 特定周波数変更対策業務（第七十一条の三第九項の規定による指定周波数変更対策機関に対する交付金の交付を含む。）

七 特定周波数終了対策業務（第七十一条の三の二第十一項において準用する第七十一条の三第九項の規定による登録周波数終了対策機関に対する交付金の交
付を含む。第十項及び第十一項において同じ。）

八 現に設置されている人命又は財産の保護の用に供する無線設備による無線通信について、当該無線設備が用いる技術の内容、当該無線設備が使用する周波数
の電波の利用状況、当該無線通信の利用に対する需要の動向その他の事情を勘案して電波の能率的な利用に資する技術を用いた無線設備により行われるように
するため必要があると認められる場合における当該技術を用いた人命又は財産の保護の用に供する無線設備（当該無線設備と一体として設置される総務省令で定
める附属設備並びに当該無線設備及び当該附属設備を設置するために必要な工作物を含む。）の整備のための補助金の交付

九 前号に掲げるもののほか、電波の能率的な利用に資する技術を用いて行われる無線通信を利用することが困難な地域において必要最小の空中線電力による当該
無線通信の利用を可能とするために行われる次に掲げる設備（当該設備と一体として設置される総務省令で定める附属設備並びに当該設備及び当該附属設備を
設置するために必要な工作物を含む。）の整備のための補助金の交付その他の必要な援助

イ 当該無線通信の業務の用に供する無線局の無線設備及び当該無線局の開設に必要な伝送路設備

ロ 当該無線通信の受信を可能とする伝送路設備

十 前二号に掲げるもののほか、電波の能率的な利用に資する技術を用いて行われる無線通信を利用することが困難なトンネルその他の環境において当該無線通信
の利用を可能とするために行われる設備の整備のための補助金の交付

十一 電波の能率的な利用を確保し、又は電波の人体等への悪影響を防止するために行う周波数の使用又は人体等の防護に関するリテラシーの向上のための活動
に対する必要な援助

十一の二※ テレビジョン放送（人工衛星局により行われるものを除く。以下この号において同じ。）を受信することのできる受信設備を設置している者
（デジタル信号によるテレビジョン放送のうち、静止し、又は移動する事物の瞬間的影像及びこれに伴う音声その他の音響を送る放送（以下この号に
おいて「地上デジタル放送」という。）を受信することのできる受信設備を設置している者を除く。）のうち、経済的困難その他の事由により地上デ
ジタル放送の受信が困難な者に対して地上デジタル放送の受信に必要な設備の整備のために行う補助金の交付その他の援助

十二 電波利用料に係る制度の企画又は立案その他前各号に掲げる事務に附帯する事務

電波利用料の使途は、「電波の適正な利用の確保に関し、無線局全体の受益を直接の目的として行う事務の処理に要する費用」の財源に充てるものとして使途の明
確化を担保するため、電波法第１０３条の２第４項において限定列挙されている。

※ 附則第16項により「当分の間」有効とされている規定  

 

 

 

 

図表 6-1 電波利用料の使途（電波利用料共益事務） 
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妨害源推定地へ出動

申 告

妨害源の特定

遠隔方位測定設備により
妨害源の推定

（複数の方位測定用センサ局を
総合通信局等で集中制御）

重要無線通信妨害の発生

妨害電波の発射停止を命令
（告発または行政指導等の措置）

不法無線局探索車等による調査

【センサ局】

【センタ局】

センタ局画面

センサ局

高速専用回線等

センタ局
（総合通信局）

遠隔操作

センサ局 高速専用回線等

不法無線局探索車画面
(センタ局と同様の画面表示)

高速専用回線等

センサ局

不法無線局

不法無線局探索車

通信・妨害

Ｈ23年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度

55.3
56.6
(9.7)

46.8
（億円）

当初予算額
（補正予算額）

免許を受けた無線局が適正に運用されないことや、免許を受けていない不法無線局を運用すること等を防止し、
電波利用環境を保護するために、電波監視を実施。これにより、航空・海上無線、携帯電話、消防無線などの重要
無線通信に対する混信・妨害等の迅速な排除が図られ、電波利用環境が良好に維持されている。

電波利用の拡大に伴い、より高い周波数に対応した監視体制
の整備が必要。また、電子機器から発射又は漏えいする電波
による無線局への障害が発生しており、今後は複雑化・多様化
する妨害事例への対応が必要。

2,241  2,041  1,934  1,873  1,825 

532 
513  689  501  532 

2,773 
2,554  2,623 

2,374  2,357 

0

1000

2000

3000

20 21 22 23 24

無線局への混信・妨害申告件数の推移
重要無線通信
その他（件）

（年度）

 

 

無線局データベースの作成・管理業務の効率化、電波利用者への行政サービスの向上、電波行政施策の企画立案の支援
を目的に、平成５年度から総合無線局管理システムを構築・運用。

システムに格納している無線局データの総数は約1億4,600万局分、免許申請・処理
件数は約63万件（平成24年度）であり、これらの迅速かつ効率的な処理に貢献。

周波数の割当状況等、一般情報提供として国民の皆様からのアクセス約1,400万件
に対応。

無線局データ免許人データ

業務共通データ
免許人等

申請書

無線局申請

データベース

•申請手続等案内
•各種広報
•無線局情報公開

情報提供
データベース

・申請書入力・受付処理
・業務審査
・技術審査
・起案
・回議決裁
・免許状発行

持参・郵送

•周波数割当計画
•地域周波数利用計画
など

周波数管理

データベース

周波数管理

•債権発生／収納
•納付指導など

利用料徴収
データベース

利用料徴収

•防止区域
•建築物など

伝搬障害

データベース

伝搬障害

•ルート
•アンテナパターンなど

技術計算

データベース

•法令違反
•申告処理など

電波監視
データベース

•検査履歴
•点検事業者など

•業務分析支援
•定型統計
•自由検索

情報系
データベース

定型分析・自由検索

電子決裁
データベース

イメージ

データベース

検査
通知免許人等 免許人等

免許人等

告知書

督促状

電子申請

・無線局免許・再免許等

免許状

無線局申請等処理

情報提供

電子申請

データベース

免許人等

インターネット

インターネット

無線局・周波数検索

•無線局検索
•周波数検索 技術計算

電波監視支援

無線局監督

（億円）当初予算額

Ｈ23年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度

57.9 66.3 87.0

 

図表 6-2 電波監視（第１号事務） 

図表 6-3 無線局データベースの作成・管理（第２号事務） 
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１ 周波数を効率的に利用する技術

必要な電波の幅の圧縮や、大容量・高速化により、電波の効率的な利用を図る技術

複数周波数帯の動的利用による周波数有効
利用技術の研究開発

２ 周波数の共同利用を促進する技術

高い周波数帯
移行

技術的に利用が難しいひっ迫の程度が低い、高い周波数の利用を促進するための技術

制度上の
周波数割当て

地域Aでの
利用状況

cｈ1 cｈ2 cｈ3

cｈ1
cｈ2

未使用
cｈ4

未使用
cｈ3

cｈ4

周波数帯A（既存無線業務用に割当て）

既存無線システムに影響を及ぼすことなく、周波数の共用を可能とする技術

ミリ波帯ワイヤレスアクセスネットワーク構築の
ための周波数高度利用技術の研究開発

ホワイトスペースにおける新たなブロードバンド
アクセスの実現に向けた周波数高度利用技
術の研究開発

周波数のひっ迫状況を緩和し、新たな周波数需要に的確に対応するため、平
成17年度から、電波資源拡大のための研究開発を実施。また、平成25年度よ
り、独創性・新規性に富む萌芽的・基礎的な研究テーマの提案を広く公募す
る方法を導入。

＜平成25年度の主な実施課題＞

動的偏波・周波数制御による衛星通信の大
容量化技術の研究開発

周波数の有効利用を可能とする協調制御型
レーダーシステムの研究開発

他用途に割り当て可能

79GHz帯レーダーシステムの高度化に関する
研究開発

３ 高い周波数への移行を促進する技術

（億円）当初予算額 ＜電波資源拡大のための研究開発＞
（補正予算額）

Ｈ23年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度

73.6
78.8

(37.0)
54.0

 

 

近年の無線局の急激な増加により、周波数がひっ迫するために生じる混信・ふくそうを解消又は軽減するため、電波
の有効な利用を可能とする技術を早期に導入することが求められている。このため、電波を有効に利用できる実現性の
高い技術について技術的検討を行い、その技術の早期導入を図ることを目的として技術試験事務を実施。

電波資源拡大
のための研究開発

成果

民間等で開発された電波
を有効利用する技術・無線

システム

技術導入に向けた技術的条件（技
術基準）の検討

【調査検討】
既存システムに混信を与えない

ための共用条件
周波数配置や電波の質等の条

件
技術基準評価方法

【試験・分析】
技術的条件の試験、分析
シミュレーション
実証試験

情報通信審議会
電波監理審議会

への諮問

省令・告示・
訓令等

への反映

電波を有効利用する
技術の開発

周波数ひっ迫対策
技術試験事務

技術基準の策定
実システムの導入

当初予算額 ＜技術試験事務＞ （億円）

Ｈ23年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度

38.2 40.2 30.0  

図表 6-4 電波資源拡大のための研究開発（第３号事務） 

図表 6-5 周波数ひっ迫対策のための技術試験事務（第３号事務） 
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【本施策を実施しなかった際の問題点】

周波数利用効率
の悪い技術が我
が国の技術基準
に・・・

周波数利用効率に
劣る技術

周波数利用効率に
優れた技術

日本で開発

他国で開発

国際標準化

国際標準化
活動が不十分

・調和的でない
・互換性がない

周波数利用効率
はよくても・・・

国際標準化
活動を実施

技術基準
の見直し・・・

我が国の
技術基準

ワイヤレス分野における国際標準化活動の実施

周波数利用効率に
劣る技術

周波数利用効率に
優れた技術

日本で開発

他国で開発

国際標準化
活動が不十分

国際標準化
活動を実施

国際標準化 我が国の
技術基準

例１ 例２

我が国の周波数ひっ迫事情に見合う周波数利用効率の高い無線技術が国
際標準として採用されるよう、当該技術の国際動向を踏まえた国際機関等
との連絡調整や当該技術の国際標準化を、本施策により積極的・戦略的に
進め、ワイヤレス分野における国際標準化活動のより一層の強化を図る。

当初予算額
＜国際機関との連絡調整事務＞ （億円）

Ｈ23年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度

3.3 3.3 7.4

ITU-R分担金・拠出金

ＩＴＵ
（国際電気通信連合）

拠出金・分担金

日
本

ITU-Rにおける影響力を確保することにより、
日本にメリットのある方向へ国際標準化の議論を主導

⇒国際標準の早期策定

これまで、 ITU（国際電気通信連合）において、
・第4世代移動通信システム（IMT-Advanced）の通信方式

について、我が国提案の技術方式が国際標準として採
用。

・我が国で開発したITS無線システム（衝突防止用車載
レーダ）に関する技術方式が国際標準として採用。

 

 

電波ばく露による細胞への影響
の有無を調査

数値人体モデル等を用いた高精度
ばく露量シミュレーション技術の開発

（１）電波の人体への影響に関する調査

疾病者と健康な人との携帯電話の
累積使用時間等を調査し、疾病の
発症リスクを調査

疾病者 健康な人

疫学調査 ばく露評価技術の開発

（３）諸外国との調整・情報交換

外国政府・研究機関、国際機関
との調整・情報交換
最新の調査報告等の収集及び評価

（２）電波の安全性に関する評価技術の研究

植込み型医療機器への影響の調査

細胞・動物実験

電波吸収率測定
システムの開発

（億円）当初予算額

Ｈ23年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度

8.4 8.4 7.5

電波が人体等へ与える影響を調査し、科学的に解明することで、電波をより安心して安全に利用できる環境
を整備することを目的として、以下の調査等を実施。

電波が心臓ペースメーカー等の植込み型医療機器へ及ぼす影響を
調査し、調査結果を影響防止のための指針に反映  

図表 6-6 周波数ひっ迫対策のための国際機関等との連絡調整事務（第３号事務） 

図表 6-7 電波の安全性に関する調査及び評価技術（第４号事務） 
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おおたかどや山標準電波送信所はがね山標準電波送信所

＞40～50dB
1500 km

＞50～60dB
1000 km

＞60dB
500 km

情報通信研究機構

はがね山

標準電波送信所

高さ 200 m の
大型送信アンテナ

数値は、計算上の受信電界強度と
送信所からの距離を示します。

高さ 250 m の
大型送信アンテナ

おおたかどや山

標準電波送信所

高さ 250 m の
大型送信アンテナ

おおたかどや山

標準電波送信所

・所在地 ：福岡県糸島市・佐賀県佐賀市境界
標高900m 羽金山山頂

・送信周波数：60 kHz
・空中線電力：50 kW
・周波数精度：国家標準に対し1×10-12以内
・運用 ：連続（落雷対策／施設機器類

点検保守時等除く）

・所在地 ：福島県田村市・川内村境界
標高790m 大鷹鳥谷山頂

・送信周波数：40 kHz
・空中線電力：50 kW
・周波数精度：国家標準に対し1×10-12以内
・運用 ：連続（落雷対策／施設機器類

点検保守時等除く）

無線局が発射する電波の基準となる、正確な周波数の電波（標準電波）の送信、標準電波送信所の運営・維持を実
施。標準電波は、無線局の周波数の自動較正等に利用され、無線局の安定的な運用を可能とするほか、我が国の標
準時に関する情報も含まれており電波時計にも活用。 当初予算額 （億円）

Ｈ23年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度

5.0 5.0 5.0

 

 

電波の有効利用を図るため、パーソナル無線を平成27年11月30日に廃止するに当たり、免許の有効期限到来前
に利用終了を余儀なくされる利用者（パーソナル無線の免許人）に対して、特定周波数終了対策業務による給付
金の交付を行うことにより、円滑な周波数再編を確保する。

新規利用者 既存利用者＜短期間での新規参入の実現＞

・３～５年程度で実施
・既存利用者（免許人）には代替周波数を確保せず

既存利用者に損失が発生
（設備の残存価値など）

補償が必要

新規利用者から追加的電波利用料を徴収
（給付金に係る総額の一定の割合を新規利用者が負担）

給付金の支給
（電波利用料を財源）新規利用者に経済的な

利益が発生

《携帯電話》

ﾜｲﾔﾚｽ
ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ

電気通信事業者
の新規サービス

《パーソナル無線等》

新規アプリケーション、
リッチコンテンツ

当初予算額 （億円）

Ｈ23年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度

0.3 0.3 0.3

図表 6-8 標準電波の発射（第５号事務） 

図表 6-9 電波再分配対策（特定周波数終了対策業務）（第７号事務） 
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当初予算額 （億円）

Ｈ23年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度

- - 25.0

東日本大震災等を踏まえ、市町村が行う災害の被災状況の把握や救急・救命活動に重要な役割を担う防災
行政無線及び消防・救急無線のデジタル化に係る費用の一部を補助。

これにより、周波数の移行・集約が加速されることから、空いた周波数帯の再割当てにより新たな電波
利用ニーズへ即応。

また、従来の音声通信のみであったものから、これに加えてデータ伝送や準動画など情報量を多く含む
無線通信が、高速かつ高密度に行えるようになり、防災活動、救急・救命活動を支える通信基盤の高度化
が加速。

ア 事業主体：市町村（消防に関する事務を処理する地方

公共団体を含む）

イ 対象地域：全市町村（財政力の弱い市町村を優先）
ウ 補助対象：消防・救急 無線を一体で２６０MHz 帯へ移行

する無線設備（デジタル無線方式）の整備費

エ 負担割合

市町村等

１/２
国

１/２

防災行政無線（同報系）

公共ＢＢ（携帯用端末）

送
受
信

（車載）移動局防
災
行
政
無
線
（
移
動
系
）

（市町村・消防本部）

（携帯・可搬）
移動局 消防・救急無線

平成２５年度整備支援対象
（補助対象外）

 

 

電波の利用に関する不均衡を緩和し、電波の適正な利用を確保するため、携帯電話事業者等が過疎地等において携
帯電話等の利用可能な地域を拡大するに当たって必要な施設の整備費用の一部を補助。

イメージ図

 

 伝送路

携帯電話交換局等

基地局施設

エリア整備に必要な施設・設備

ア 事業主体：地方自治体（市町村） ←基地局施設

無線通信事業者 ←伝送路

イ 対象地域：地理的に条件不利な地域（過疎地、辺地、離島、半島など）

ウ 補助対象：基地局費用（鉄塔、局舎、無線設備等）

伝送路費用（※中継回線事業者の設備の１０年間の使用料）

【１００世帯以上】

【１００世帯未満】

市町村

１/５

国
２/３

国
１/２

都道府県
１/５

エ 負担割合

（基地局施設）
【１００世帯以上】

無線通信事業者
１/２

【１００世帯未満】

無線通信事業者
１/３

国
１/２

国
２/３

（伝送路）

市町村
３/１０

都道府県

２/１５

当初予算額 （億円）

Ｈ23年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度

58.0 47.1 24.8

図表 6-10 無線システム普及支援事業（周波数有効利用促進事業）（第８号事務） 

図表 6-11 無線システム普及支援事業（携帯電話等エリア整備事業）（第９号事務） 
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Ｈ23年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度

366.7
305.3
（13.0）

317.3

地上デジタル放送への円滑な移行のための
環境整備・支援

地デジの受信相談・調査
・支援体制の継続

etc.

デジサポによる受信相談・調査

デジタル中継局整備支援

コールセンターの運営

高性能等アンテナ対策

辺地共聴施設のデジタル化支援

デジタル混信の解消

暫定衛星対策

新たな難視地区等に
おける恒久対策の実施

地上デジタル放送への円滑な移行のための
環境整備・支援

地デジの受信相談・調査
・支援体制の継続

etc.

デジサポによる受信相談・調査

デジタル中継局整備支援

コールセンターの運営

高性能等アンテナ対策

辺地共聴施設のデジタル化支援

デジタル混信の解消

暫定衛星対策

新たな難視地区等に
おける恒久対策の実施

 地デジコールセンターの運営

 デジサポによる受信相談・現地調査等

 低所得世帯に対する地デジチューナー等の支援

新たな難視地区等における恒久対策の実施

 新たな難視対策等

 辺地共聴施設のデジタル化の支援

 デジタル中継局の整備に対する支援

 デジタル混信の解消

 暫定的な衛星利用による難視聴対策

地デジの受信相談・調査・支援体制の継続

平成23年7月24日（岩手、宮城、福島県については平成24年3月31日）を以て、地上デジタル
放送への完全移行が実施されたところ。

しかしながら、地上デジタル放送が良好に視聴できない世帯等に対し、引き続き、送受信環境
の整備等の支援を行うことが必要。

当初予算額
（補正予算）

（億円）
 

 

道路トンネル、鉄道トンネルなど、人工的な構築物により電波が遮へいされる地域でも携帯電話を利用できるよう
にし、非常時等における通信手段の確保など、電波の適正な利用を確保。

携帯基地局

アンテナ
光ファイバ

Ａ

C

電波が
遮へい

携帯電話

Ｂ

【光基地局方式】

C

Ａ

アンテナ

【吹込み方式】
基地局

無線設備
電源設備電波が

遮へい
トンネル

携帯電話

Ｂ

対策手法の例

注：無線局Aと無線局Bとの間の電波が遮へいされるため、無線局Cを設置することにより代替する伝送路を開設。

ア 事業主体：一般社団法人等

イ 対象地域：道路トンネル、鉄道トンネル

ウ 補助対象：移動通信用中継施設等（鉄塔、局舎、無線設備等）

エ 負担割合

【道路トンネル】

一般社団法人等

１/２

【鉄道トンネル】

国
１/２

国
１/３

一般社団法人等
１/２

鉄道事業
者1/6

当初予算額 （億円）

Ｈ23年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度

20.0 20.0 19.5

図表 6-12 地上デジタル放送への円滑な移行のための環境整備・支援（第９号事務等）

図表 6-13 電波遮へい対策事業（第 10 号事務） 
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（２）電波の適正利用に関するリテラシー向上

（１）電波の安全性に関するリテラシー向上

全国各地での説明会の開催

説明資料等の作成

相談業務体制の充実

（３）電波の能率的かつ安全な利用に関するリテラシー向上
（平成25年度より実施）

当初予算額 （億円）

Ｈ23年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度

2.0 1.9 2.0

国民生活において日常的に電波を利用する機会が増加しており、電波に対する関心が高まっていることを踏まえ、
電波の安全性や電波の適正な利用に関する国民のリテラシー向上に向けた活動を実施。

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 6-14 周波数の使用等に関するリテラシーの向上（第 11 号事務） 
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第２章 電波利用共益事務の在り方 

電波利用料は３年間に必要な電波利用共益事務に係る費用を同期間中に見込まれる

無線局で負担する制度であることから、次期（平成 26～28 年度）における電波利用共益事

務の内容や、その歳出規模について、検討を行った。 

これらについて、検討会では、パブリックコメントやヒアリングで提出された意見を踏まえて、

以下の２点について検討を行った。 

（１） 歳出規模の在り方 

（２） 電波利用共益事務の在り方 

 

（１） 歳出規模の在り方 

歳出規模の在り方については、①歳入・歳出の予算額の規模の関係及び②歳出規模に

ついて検討を行った。 

①については、歳入・歳出の予算額については、それぞれの総額は一致するよう検討す

べき、との意見2があった。平成 23 年度以降、電波利用料財源の歳出の当初予算は毎年減

少しており、平成 25 年度当初予算では歳入予算約 741.3 億円に対して歳出予算は約 666.0

億円となっているが、共益費用としての電波利用料制度の位置づけを踏まえると、各年度

の歳入予算額と歳出予算額の関係は一致させる必要がある。 

また、②については、歳入・歳出の規模は抑制的とすべき、との意見3があった。次期にお

いては、これまでの地デジ対策の国庫債務負担行為による歳出が引き続きこれまでと同規

模程度見込まれ、また、平成 25 年度に新たに追加された使途についても平成 26 年度以降

歳出増が見込まれる中、次期の歳出規模については、その他の共益事務も含め、次期に

実施する共益事務の更なる効率化や必要性の検証を徹底することを前提として、その規模

を検討することが必要である。 

 

（２） 電波利用共益事務の在り方 

電波利用共益事務の在り方については、 

① 周波数ひっ迫対策等の研究開発、啓発活動の強化等、既存の電波利用共益事務

                                            
2 ・歳入、歳出の規模は抑制的にすべきであり、歳入、歳出それぞれの総額は一致するよう設計すべ

き。（日本民間放送連盟、青森放送、福岡放送等放送事業者約 30 者） 
3 ・電波利用料の使途は、費用を負担している無線局免許人全体の受益に真に必要な場合に限定する

とともに、現在の全体の歳出規模が増えないよう要望する。（日本放送協会） 

・電波の公平かつ効率的な利用を確保する観点から、役割を終えた電波利用共益事務の使途分につ

いては、電波利用料の低減が図られることを要望する。（NTT 西日本、NTT 東日本） 



 17

を強化すべき4 

② タクシー無線のデジタル化や、２次利用のシステムの導入など新たな使途を追加す

べき5 

といった意見があった。 

平成 26 年度以降、使途の見直しの検討を行う場合にあっては、無線局全体の受益を直

接の目的とした電波利用共益事務として真にふさわしいものであるかどうか、また、公共性

等の観点から、無線局免許人の理解を得られるかどうか、厳正に検討することが必要であ

る。 

こうしたことを踏まえ②については、タクシー無線のデジタル化の支援や２次利用の無線

システムを導入する支援に電波利用料財源を活用することは困難であると考えられる。 

また、本年７月の「放送ネットワークの強靭化に関する検討会 中間とりまとめ」を踏まえ、

現在、ラジオ放送の難聴解消のための中継局整備の推進方策について検討が行われてい

る。この中継局整備に対し、電波利用料による補助金の交付を行うことについては、意見募

                                            
4 ・欧州で第５世代移動通信システムの標準化を目指す研究開発の動きが進展しつつある中、日本で

も国際競争力を確保する上で重要な研究開発を強化していくべき。（非公開会合での意見） 

・周波数がひっ迫している中、ユーザーが正しく効率的に電波を使うことが出来るよう、学校教育

も含めた啓発活動を強化すべき。（非公開会合での意見） 

・今後新たな周波数再編を実施する場合の対策費用に電波利用料を充てることも考えられる。（非

公開会合での意見） 

・周波数全体を考えた時に、共用がこれからどんどん進むことを鑑みる必要がある。複数のシステ

ムでの共用を想定し、混信に強い受信機を開発していく分野にも研究開発費を排出することも検

討が必要ではないか。（飯塚構成員） 

・災害時における無人システムといった国民の安心安全や人命救助に関わる複雑な無線システムの

実用化など優先順位の高いものから、無線システムの技術開発や実用化の費用に少しでも活用で

きればいい。（飯塚構成員） 

・限られた資源である電波を有効に活用し、国民の生活に寄与する電波を使った新しいインフラや

サービスを確立するため、研究開発等を強化すべき。（四国放送、NTT 東日本） 

・電波の安心・安全のための研究及び国民に対する広報・啓蒙活動に関する取組を実施すべき。（UQ

コミュニケーションズ） 
5 ・周波数のひっ迫対策のために研究開発を引き続き実施していくべきである。（土井構成員） 

・情報機器・インバータ搭載機器等の普及により、電波の受信環境は悪化する一方であり、国民の

安心・安全を確保するため、受信環境改善に関する調査・研究に取り組むべき。（中国放送） 

・「タクシー無線基地局のデジタルナロー化への円滑な移行のための環境整備」を使途対象に加え

て頂きたい。（全国自動車無線連合会） 

・「ホワイトスペースの利用環境整備」や「他の周波数帯におけるホワイトスペース利用」等を含

めた電波資源拡大のための研究開発等の充実及び、地方自治体や事業者等が２次利用の無線シス

テムを導入する場合、支援策の創設していただきたい。（エリア放送開発委員会、ハートネット

ワーク） 

・V-Low マルチメディア放送に対しては、防災行政無線に準じるものとして、民間では整備が困難

な地域に対して、既存放送事業者とは別に、補助が行われるべき。（エフエム東京） 

・「デジアナ変換のための周知広報」を使途に追加して頂きたい。（日本ケーブルテレビ連盟、ジュ

ピターテレコム、ジャパンケーブルネット） 
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集においても多くの意見6が提出されており、本検討会においては次のような意見が示され

た。 

① 通信・放送サービス全体の中でのラジオの位置づけを十分に考慮して、本件を検

討する事が必要。 

② 民放ラジオ事業者の合併や再編など経営の強靱化について検討されているところ

であり、その方針に資する施設整備を対象に支援を実施することが望ましい。 

③ 難聴の実態について精査を行い、解消可能な世帯数等一定の基準に合致する場

合に限って、支援期限を精査・限定して、支援を行う仕組みとすることが必要。 

④ 本支援は、ラジオ事業者に対する経営支援ではないことを明確にし、支援対象を

難聴解消のための施設整備に限定することが必要。複数事業者による中継局の共

同設置が可能な場合はそれを条件とすることが必要。 

こうした意見を踏まえ、本件については、周波数資源の確保を含め、周波数の効率的利

用を確保するといった無線局全体の受益を直接の目的とする電波利用共益費の使途とし

て相応しい範囲内において、実施することが適当である。 

なお、ラジオ放送の難聴解消のための中継局整備の推進方策については、これらの意見

を踏まえつつ、関係者の理解を得ながら、今後、政府並びに国会等においてさらに検討して

いくことが求められる。 

なお、無線通信技術の進展はめまぐるしく、その利活用についても今後とも急激な変化が

続くものと考えられることから、電波利用料制度の在り方については、そのような状況に適

切に対応するよう共益事務の必要性の検証や効率化について不断の見直しを行うことが必

要である。

                                            
6・ラジオ放送の難聴解消のための中継局整備等に対する財政支援の実現のため、（電波利用料財

源も含めた）国費による支援を希望する。（ニッポン放送・和歌山放送等放送事業者 30 者、

高知県、和歌山県、日本民間放送連盟、兵庫県） 
・ラジオ放送の難聴解消のための中継局整備等に対して、電波利用料財源による支援を希望。 

（愛媛県、静岡県、宮城県、FM802、徳島県、匿名） 
・電波利用料の活用については、本報告書案の提言を踏まえ、歳出規模の拡大につながらない

よう配慮が必要。（テレビ金沢・山陽放送等放送事業者 26 者、日本民間放送連盟） 
・新たな使途（ラジオ放送の難聴解消のための中継局整備）追加は拙速であり、その追加可否

について今後検討会で十分議論するべきである。ラジオ放送の難聴対策に電波利用料を充当

するべきではない。（ソフトバンク※・Wireless City Planning 等電気通信事業者４者） 
※  ソフトバンクは、ソフトバンクモバイル・ソフトバンクテレコム・ソフトバンク BB。以下同様  
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第３章 次期電波利用料の見直しの考え方 

 

１ 経済的価値の適正な反映の在り方 

電波利用料額の算定に当たっては、電波利用共益費用のうち、電波の経済的価値の向

上につながる事務に係る費用（ａ群）について経済的価値（周波数幅等）を勘案して料額を

算定している。経済的価値を反映して計算する範囲や、算定にあたって考慮すべき事項に

ついて、以下の点について検討を行った。 

① 電波利用共益費用のうち経済的価値を勘案して算定する範囲を見直すことの是

非 

② 経済的価値（周波数幅、周波数のひっ迫状況等）を勘案した算定方法の在り方 

③ 周波数の有効利用状況や他用途の周波数を確保するための周波数移行の促進

等を勘案した料額設定の在り方 

例： デジタルへの移行の必要性が高く、また、技術的にも可能であるにも関わらず、

長期にわたりアナログシステムを使い続ける場合、料額をデジタルシステムより

も高い料額に設定することにより、デジタル化のインセンティブとする措置） 

 

（１）基本的な考え方 

現行の電波利用料制度においては、電波利用共益事務の処理に要する費用を、電波の

経済的価値の向上につながる事務（研究開発、携帯電話エリア整備など）に係る費用（ａ

群）と、電波の適正な利用を確保するために必要な恒常的な事務（電波監視業務、総合無

線局監理システムの運用など）に係る費用（ｂ群）に分類して料額を計算し、その上で、ａ群

の費用負担を各システムに配分する際に、経済的価値を勘案して周波数幅や無線局の混

雑度に応じて配分しているところである。 

このような料額算定の基本的な考え方について、放送局に対し、経済的価値を過度に反

映した電波利用料を課すことは不適切との意見7があった。 

このような意見も踏まえて、ａ群の範囲については、次期の料額の見直しにおいても現行

どおり電波利用共益事務の内容により決定することが適当である。 

 

                                            
7 ・緊急時には採算を度外視して報道活動を行う「放送」の無線局に対し、経済的価値を過度に反映

した電波利用料を課すことは不適切である。（山陰放送、日本民間放送連盟、青森放送等放送事

業者約 50 者） 
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（２）広域専用電波を使用する無線局の課金の在り方 

現行の電波利用料制度では、携帯電話など広範囲の地域において同一の者により相

当数開設される無線局に専ら使用させることを目的として総務大臣が指定する周波数に

（広域専用電波）ついては、ｂ群は、個別無線局ごとの課金、ａ群は、帯域幅に応じた課金

を行っている。これは、一定の帯域幅の中で電波の有効利用に努め、収容無線局数が増

加するほど１局当たりに換算した電波利用料に係る負担額が減少することを通じて、電波

有効インセンティブが働くことを期待したものである。 

このような課金の在り方について、帯域幅に応じた課金に加え無線局数に応じた課金が

なされると収容無線局を増してより電波の有効利用を図ってもｂ群の負担が増えてしまい、

周波数有効利用に対して逆のインセンティブとなることから、周波数幅に応じた課金へ一

本化すべきとの意見8があった。 

このような意見も踏まえ、次期の料額の見直しにおいては、電波有効利用インセンティブ

を一層高める観点から、広域専用電波を使用する携帯電話等の無線局については、ａ群

とｂ群に分けて算定する現在の方法は踏襲しつつも、現行制度の考え方との関係を整理し

た上で、無線局単位で課金しているｂ群についても、その負担分を周波数幅に応じて課金

することとすべきである。 

一方で、無線局数に応じた課金は、局数が増加すればその分負担が増加するため、無

線局数の少ない新規参入時には、負担が少なくなるとも言える。このため、周波数幅に応

じた課金への一本化は、新規参入に対する障害になることが危惧されるため、成熟してい

る分野に適しているといった考え9も示されたことに留意するべきである。 

 

                                            
8 ・無線局毎の電波利用料徴収制度を見直し、周波数帯域による電波利用料徴収制度への一本化を検

討するべき。（UQ コミュニケーションズ、NTT ドコモ、イー・アクセス等電気通信事業者６者） 
9 ・帯域課金により周波数を効率的に利用させる観点も必要であり、これをどのように反映させるか

は価値観が入るもの。例えば、本当に混雑している帯域なのか、混雑していない帯域なのかで適

用を区分するのも一つの案。（湧口構成員） 

・広域専用電波に指定される周波数帯では、現在は、その免許数に比例して料金が設定されるわけ

だが、成熟している利用分野については、周波数幅に応じた課金の一本化ということでもよいと

思う。（座長） 
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（３）料額が大幅に増加する無線局への配慮 

前回改定（平成 23 年度）においては、電波利用料額が改定の前後で大幅に増額となる

場合、増加額を従来の料額の概ね 20％増に抑える措置を適用している。 

これについては、引き続き料額の増額率を一定の水準に留める等の仕組みにすべきとの

意見10があった。 

このような意見も踏まえ、次期の料額が、現行の料額と比べて大幅に増額となる場合は、

増額率を一定の水準におさめる措置を前回改定と同様に適用すべきである。 

 

（４）経済的価値を勘案する周波数帯域の区分 

現行制度では、ａ群における周波数帯域の経済的価値を勘案する際に、６GHz 以下のひ

っ迫帯域において、３GHz 以下の帯域は、３～６GHz の帯域に比べ、障害物の後ろにより回

り込みやすい周波数特性を有すること、及び電波利用技術の難易度の点から、より容易に

利用可能であること等の違いから、３GHz を境に無線通信の形態や密度に大きな差がある

ことを踏まえて３GHz 以下と３～６GHz に区分している。 

このような区分について、パブリックコメントやヒアリングで提出された意見11等を踏まえて、

次の２つの考え方について検討を行った。 

Ⅰ ３GHz 以下の経済的価値の区分について 

考え方 

同じ３GHz 以下であっても、（ア）周波数が高いほど無線通信の高速化・大容量化

に伴い、UHF 帯の帯域の需要が高まっている、（イ）VHF 帯は周波数特性から端末

のコンパクト化が困難である、（ウ）都市ノイズに弱い、といった点において、VHF 帯

の経済的価値は UHF 帯の帯域と比較して相対的に低下しているので、３GHz 以下

の区分を VHF 帯以下と UHF 帯に区分することが適当である。 

                                            
10 ・次期電波利用料額の見直しにおいては、電波利用料額の負担が増加しないよう考慮して頂きたい。

また、やむなく電波利用料額改定前後で負担額が増加することとなる無線システムが発生する場

合には、料額の増額率が一定の水準に留める等の仕組み等について、ご検討いただくことを要望

する（スカパーJSAT、読賣テレビ放送） 
11 ・アナログ放送終了後の空き帯域（70MHz）では、具体的サービスが実現しているのは V-High マル

チメディア放送のみ（14.5MHz）となっている。これらのことからも VHF 帯の経済的価値は、相対

的に低下していると考えられることから、その経済的価値の見直しを要望する。（ジャパン・モバ

イルキャスティング） 
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Ⅱ ３～６GHz の経済的価値の区分について 

考え方 

第 4 世代移動通信システムを 3.4～3.6GHz において導入する計画であるが、当該

周波数帯は、800MHz 帯や 2GHz 帯など幅広く携帯電話に利用されている周波数帯

に比べて実現可能なセルエリアの大きさに制限があるなどの特徴があることから、周

波数の区分は現行のとおりとすることが適当であり、UHF 帯の区分を３GHz より高い

周波数まで広げることが適当か否かについては、第４世代携帯電話システムの運用

開始後の普及状況等を踏まえつつ、次回以降の料額の見直しの際に改めて検討す

ることが適当である。 

 

Ⅰについては、 

（ア） 周波数が高いほど広い帯域幅が利用でき、無線通信の高速化・大容量化に適

していることから、UHF 帯の帯域の需要が高まっている。 

（イ） 周波数が低いほどアンテナサイズが大きくなることから、送信設備の重量が重く

なり鉄塔設備等のコストを要する。また、受信端末のコンパクト化が困難である。 

（ウ） 周波数が低いほど都市ノイズが多く、その影響を受ける。 

といった点において、VHF 帯以下の経済的価値は UHF 帯の帯域と比較して相対的に低下

していることから、３GHz 以下の区分を VHF 帯以下と UHF 帯に区分することについて今後検

討すべきである。 

また、これに関連して、今後、UHF 帯の中でも例えば携帯電話用の周波数で通称「プラチ

ナバンド」と呼ばれる１GHz 以下の周波数帯は経済的価値が高いと考えられることから、３

GHz 以下の区分の細分化を検討する場合には、１GHz 以下と１～３GHz に分けることも考え

られるとの意見もあった。 

Ⅱについては、第４世代移動通信システムを 3.4～3.6GHz において導入する計画である

が、当該周波数帯は、800MHz 帯や２GHz 帯など幅広く携帯電話に利用されている周波数

帯に比べて実現可能なセルエリアの大きさに制限があるなどの特徴があることから、周波数

の区分は現行のとおりとすることが適当である。なお、UHF 帯の区分を３GHz より高い周波

数まで広げることが適当か否かについては、第４世代携帯電話システムの運用開始後の普

及状況等を踏まえつつ、次回以降の料額見直しの際に改めて検討することが適当である。 

 

（５）周波数移行の過渡期における電波利用料額の在り方 

現在、周波数の有効利用や他用途の周波数を確保するための周波数移行の必要性が
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高まっている。 

このような状況に対応した電波利用料額の在り方について、 

① デジタル化のインセンティブとなるような、料額の設定をすべき12 

② 移行の過渡期や移行後において、電波利用料負担が過重なものとならないよう配

慮が必要13 

との意見があった。 

前述したように現行制度では、各無線システムの周波数幅に応じてａ群の負担額を配分

しているところである。例えば、700MHz 帯から 1.2GHz／2.3GHz 帯へ移行する FPU など周波

数移行の過渡期において、システムが使用する周波数幅が一時的に増加することがあるが、

この増加分も含めてａ群の負担が算出された場合、移行する無線システムにとって過度な

負担となる可能性がある。このため、周波数の再編を円滑化する観点から過度な負担が発

生しないよう何らかの措置を講じることが適当である。また、デジタル化のインセンティブとな

るような料額の設定については、共益費用における無線局間の負担の公平性を踏まえて、

その必要性について慎重に検討する必要がある。 

 

２ 電波利用料の軽減措置の在り方 

電波利用料制度は、電波利用の共益費用をその受益者である無線局で分担する制度で

あり、ある無線局の電波利用料負担が減れば、その分、他の無線局の負担が増加すること

となる。このような制度の性質も踏まえ、電波利用料の軽減措置は無線局のどのような点に

着目して適用すべきか、以下の点について検討を行った。 

① 電波利用料の算定の際に無線局の特性に応じて適用される軽減措置（特性係

数）の在り方 

② 新規参入事業者に対する軽減措置 

③ 被災した無線局に対する減免を可能とする措置 

 

                                            
12・タクシー無線局は、平成 28 年５月末までにデジタルナロー化移行を進めているところであり、こ

のインセンティブとすることからも、デジタルナロー波を使用するタクシー無線局への軽減措置

を検討願いたい。（全国自動車無線連合会） 

・デジタル化のインセンティブを適用するアナログシステムの選考については、例示のとおり「デ

ジタル化への移行の必要性が高く、また技術的にも可能であるにも関わらず、長期にわたりアナ

ログシステムを使い続けるシステム」に限定するなど十分検討をお願いする。（電気事業連合会） 
13 ・3.9 世代移動通信システムの早期導入を可能とするため、放送事業者は 700MHz 帯放送事業用 FPU

の 1.2GHz 帯／2.3GHz 帯への周波数移行に向けた技術検討などを進めており、迅速かつ円滑な周

波数移行のためには、移行の過渡期や移行後において、ＦＰＵ免許人の電波利用料負担が過重な

ものとならないよう配慮が必要。（日本民間放送連盟、青森放送、福岡放送等放送事業者約 30 者） 
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（１）特性係数の在り方 

現行の電波利用料制度では、それぞれの電波の利用形態（例：専用か共用型か等）や

公共性などを勘案し、ａ群における負担分の算定の中で、各種無線システムに実際に割り

当てられている周波数幅に特性係数を乗じて計算を行っている。 

次期の料額の改定に向けて、特性係数については様々な立場から様々な意見が出てい

るところであり、近年の技術革新等に伴い、携帯電話、衛星通信、放送などの様々な無線

システムの利用範囲が急速に拡大していること等を踏まえ、特性係数を適用する要件が、

現状あるいは今後の技術開発や電波の利用環境等の動向に照らして適切かどうか、改め

て検討することが求められている。本検討会では、関係者等から提示された個別の主張や

論拠に対し丁寧かつ論理的に対応していく必要があるとの認識の下、以下の４つの点につ

いて、パブリックコメント、ヒアリング等で提出された意見14をもとにそれぞれ検討すべき考え

方を整理し、検討を行った。 

                                            
14 Ⅰ～Ⅳに関係する意見の他、以下のような意見があった。 

・地上テレビ放送用周波数のホワイトスペースには、二次業務として相当数のエリア放送が開局し

たほか、特定ラジオマイク等の導入も具体化しており、こうした周波数共用を勘案すべき。（日

本民間放送連盟、青森放送、福岡放送等放送事業者約 20 者） 

・災害時の報道をはじめ、公共性の役割を担っている放送に対しては、国等の無線局と同様な減免

措置が必要である。（鹿児島讀賣テレビ、静岡第一テレビ、南海放送等放送事業者７者） 

・放送は、同時にどれだけ多くの視聴者が視聴しても輻輳を起こすことがなく、むしろ無線局全体

のひっ迫の緩和に貢献する特性を有する無線システムであることから、ａ群のあり方の検討にお

いては、スマートフォン等によるアクセスが増えるほどひっ迫が強まる特性を有する移動体通信

システム等とは異なるものとして、その特性を勘案することが適当である。（注：大規模災害発

生時における災害情報等、多くの視聴者が同時に視聴する情報は、できるだけ携帯電話の通信回

線ではなく放送波で視聴されたほうが、通信回線の輻輳の緩和に資するという特性を有する。）

（日本民間放送連盟） 

・ａ群は、無線局の数ではなく、使用する帯域幅に応じた課金とすることにより、帯域幅を圧縮し

ようとするインセンティブ（技術革新等）が働くことを期待して導入された制度であるが、放送

は、一の放送方式（規格）が長期にわたって維持されるという信頼の上に、多くのメーカーや国

民視聴者が、受信機やアンテナを製造し、又は購入するものであり、デジタル圧縮技術の進展等

に伴う頻繁な規格変更は、電波の有効利用には資するとしても、多くの国民視聴者に影響を及ぼ

すこととなることから、そもそもａ群の制度趣旨になじみにくい無線システムとして、その特性

を勘案することが適当である。（注：地上アナログ放送の停波の際には、アナログテレビ受信機

の不法投棄対策やリサイクル等の取組が大きな課題となった。）（日本民間放送連盟） 

・電波利用料負担の公平性の観点より、各システムの利用形態などの特性を十分に考慮して不利益

が生じないようにすることが必要であると思料するため、引き続き各システムの特性に応じて軽

減係数（特性係数）を適用することを要望する。（スカパーJSAT） 

・運用制限のある帯域や周波数を共用している帯域では、運用制限の無い帯域とは経済的価値が異

なる。運用制限のある帯域は、特性係数を新たに設定し、電波利用料を減免するべき。（ソフト

バンク、ウィルコム、Wireless City Planning） 

・国及び地方公共団体が免許を受けた無線局も受益を受けているため、電波利用料を全額徴収する

べき。（UQ コミュニケーションズ、イー・アクセス、ソフトバンク等電気通信事業者５者） 

・去年 12 月に公表された「電波有効利用の促進に関する検討会」の報告書に、電波利用料額の見

直しの課題として、「国等の無線局の減免措置」が含まれているため、検討課題に「国等の無線局

の減免措置」を追加すべき。（鹿児島讀賣テレビ、静岡第一テレビ、秋田放送等放送事業者７者） 
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Ⅰ 「国民の生命・財産の保護に著しく寄与」に係る特性係数について 

Ⅱ 「国民の電波利用の普及に係る責務」に係る特性係数について 

Ⅲ V-High マルチメディア放送に係る特性係数の取り扱い 

Ⅳ 特性係数の算定方法 

 

Ⅰ 「国民の生命・財産の保護に著しく寄与」に係る特性係数について 

「国民の生命・財産の保護に著しく寄与」に係る特性係数については、現在、人工衛星

（通信）、衛星携帯電話、テレビ、ラジオ、電波高度計について適用されている。このうち、パ

ブリックコメントやヒアリングで提出された意見15等を踏まえ、本検討会において、本特性係

数の適用に係る考え方について、以下の（ａ）～（ｃ）に集約をした上で、議論を行った。 

                                            
15 ・放送の電波利用料にかかる特性係数は、法律に定められた①「国民への電波利用の普及に係る責

務等」（放送法：あまねく努力義務）、②「国民の生命、財産の保護に著しく寄与するもの」（放

送法：災害放送義務、公職選挙法：選挙放送）の２点を勘案された適切な措置であり、今後

も維持すべき。（山陽放送、日本民間放送連盟、青森放送等放送事業者約 50 者） 

・特性係数のうち「国民の生命・財産の保護に著しく寄与」については、放送法により災害時の放

送実施が義務付けられているおり、放送局は、ハード（設備）だけでなく、ソフト（番組内容）

についても責任を負っている。 24 時間・365 日取材と報道を継続、平常時から非常時を想定し

た設備投資や体制整備、非常時の採算を度外視した報道を実施している他、放送局が果たすべき

固有の公共的役割として、取材活動によって集めた膨大な災害情報の中から刻々と変化する情勢

に応じて、「国民の安心・安全」に寄与する情報を選択し、放送責任を負って無線の放送でリア

ルタイムに報道することは、災害発生時に通信事業者が果たす公共性や通信の重要性とは本質的

に異なる。災害放送を適時適切に実施するためには、各社の放送業務全体において、平常時から

非常時を想定した設備投資や体制整備が必要であり、経営上の負担が極めて重く、現行の特性係

数は、この責務を勘案した適切な措置であり、また、国民・視聴者の利益にも適うものであり、

今後も維持が必要。（日本民間放送連盟） 

・「国民への電波利用の普及に係る責務等」「国民の生命、財産の保護に著しく寄与するもの」とい

った現在の特性係数の根拠となっている事項については通信と放送の間の差異は無くなってお

り、放送と通信の利用する周波数幅に対する料額のアンバランスは今回の改正で解消し、現在の

特性係数については廃止するべきである。（UQ コミュニケーションズ、イー・アクセス、ソフト

バンク等電気通信事業者５者） 

・特性に応じて適用される現行措置について、有線方式による提供が困難な離島・山間部や国定公

園などのライフラインへは措置を継続し、さらに国民の生命、財産の保護に著しく寄与するもの

として、人工衛星局のみに限らず災害対策用無線全体へ措置の拡大を要望する。（NTT 西日本、NTT

東日本） 

・携帯電話サービスは、国民生活に広く普及しており、サービスエリアの拡大や品質の向上、さら

には災害時の対策を事業者自らが構築するなどその責務を果たしてきており、今や極めて公共性

の高い電波利用システムとなっていることから、携帯電話システムにも特性係数を適用するなど、

電波利用料の受益と負担の公平性について見直す必要がある。（KDDI） 
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考え方（ａ） 

放送局は放送法により災害時の放送実施が義務付けられており、携帯電話等と同様

にハード（中継局等の放送設備）の安全・信頼性を確保するだけでなく、ソフト（番組の内

容）についても責任を負い、平時から 24 時間 365 日体制で取材と報道を継続し、報道用

ヘリや原発情報カメラ等の報道用機材を整備し、非常時には取材活動によって集めら

れた膨大な災害情報の中から、刻々と変化する情勢に応じて、国民の安心・安全に寄

与する情報を適切に取捨選択し、放送責任を負ってリアルタイムに報道するものであ

る。 

その役割は携帯電話等とは本質的に異なるものであり、このような「ソフト」に責任を

負うことに伴って生ずる費用負担に耐えるためにも、当該特性係数は引き続き適用すべ

き。 

 

考え方（ｂ） 

災害時において携帯電話等が国民にとってなくてはならないものとなっている中、上

記の「ソフト」にも責任をもつという放送に固有の特性はないものの、設備に係る責務に

ついては放送も携帯電話等も変わらないことを踏まえ、携帯電話等にも適用すべき。 

 

考え方（ｃ） 

無線局にはそれぞれ程度や性質の違いはあれ何らかの公共性があり、また、無線局

全体の共益費という電波利用料制度の基本的性格に照らせば、個別の無線システム

の公共性の程度を勘案して減免措置を講じることは適当ではない（マンション管理組合

に例えれば、マンション管理費は個々の区分所有者の公共性に応じて減免されるべきも

のではない）。したがって、公共性を理由とする特性係数は廃止すべき。（注：この際、電

波法第 103 条の２第 12 項及び第 13 項に掲げる警察無線・消防無線等の減免措置にも

留意。） 

 

以上の考え方について、 

① 各無線システムの公共性を量的に比較することは困難であるため、質的に比

較して検討することが適当 

② 実態がどうなっているかというより、法的・制度的にどのような責務を負っている

かで比較して検討することが適当 
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との意見があった。また、 

③ 「放送はソフトに責任を有する」から特性係数を適用すると主張しているのでは

なく、それに「伴って生ずる費用負担に耐える」ために特性係数を適用するとの考

え方である。この考え方を踏まえ、例えば、携帯電話等はハード（設備）部分につ

いて先の東日本大震災において多額の負担を負って、迅速な復旧や新たな災害

対策の取組を行うなど、非常時対応に費用負担を負っていることを踏まえ、考え

方（ｂ）は適切 

とする意見が多くの構成員からあった。 

これらを踏まえ、「国民の生命・財産の保護に著しく寄与」に係る特性係数については、

災害時において携帯電話等が国民にとってなくてはならないものとなっている中、番組

内容にも責任をもつという放送に固有の特性はないものの、携帯電話等はハード（設

備）部分について先の東日本大震災においても国民や国・地方公共団体・防災関係機

関の扱う重要通信を扱う通信基盤の迅速な復旧や新たな災害対策の取組を行うなど、

非常時対応に費用負担を負っていることを踏まえ、携帯電話等にも適用すべきである。 

なお、本特性係数の適用に関しては、電波を利用して広く不特定多数の者の重要通

信を扱う無線局を対象とすることが適当であり、電気事業者やガス事業者等が自らの事

業の用に供するために利用する無線システムまで対象として考慮することは適当ではな

いと考えられる。 



 28

 

Ⅱ 「国民の電波利用の普及に係る責務」に係る特性係数について 

「国民の電波利用の普及に係る責務」に係る特性係数については、ＦＰＵ、ラジオマイク、

テレビ、ラジオ、ルーラル加入者無線について、適用されている。このうち、パブリックコメント

やヒアリングで提出された意見16等を踏まえ、本検討会において、本特性係数の適用に係る

考え方について、以下の（ａ）、（ｂ）に集約をした上で、議論を行った。 

 

考え方（ａ） 

放送の特性係数は、法律に定められた「国民への電波利用の普及に係る責務等」

（放送法：あまねく努力義務等）を勘案された適切な措置であり、今後も維持すべき。（携

帯電話については、「あまねく普及努力義務」が電気通信事業法に規定がないことや、

人口カバー率ベースでは概ね 100％のエリアを展開しているが、特定基地局開設指針に

おける普及目標について放送と差がある（注：カバー率の値や算出方法の違い（携帯電

話では人口カバー率を、放送では世帯カバー率を用いている））こと等を考慮し、特性係

数を適用することは適当ではない。） 

 

考え方（ｂ） 

携帯電話の人口普及率は 100%を超え国民に深く普及しており、また、携帯電話事業

者は人口カバー率ベースでは概ね 100%のエリアを展開しており、国民の利便性の向上

に寄与。また、携帯電話サービスは安定的に提供することを求められ、重大故障発生時

                                            
16 ・放送の電波利用料にかかる特性係数は、法律に定められた①「国民への電波利用の普及に係る責

務等」（放送法：あまねく努力義務）、②「国民の生命、財産の保護に著しく寄与するもの」（放

送法：災害放送義務、公職選挙法：選挙放送）の 2 点を勘案された適切な措置であり、今後も維

持すべき。（山陽放送、日本民間放送連盟、青森放送等放送事業者約 50 者）【再掲】 

・「国民への電波利用の普及に係る責務等」「国民の生命、財産の保護に著しく寄与するもの」とい

った現在の特性係数の根拠となっている事項については通信と放送の間の差異は無くなってお

り、放送と通信の利用する周波数幅に対する料額のアンバランスは今回の改正で解消し、現在の

特性係数については廃止するべきである。（UQ コミュニケーションズ、イー・アクセス、ソフト

バンク等電気通信事業者 5 者）【再掲】 

・現状、携帯電話の人口普及率は 100％を超え国民に深く普及しており、また、携帯電話事業者は

人口カバー率 100％のエリアを展開しており、国民の利便性を向上に寄与。このような状況から

も携帯電話サービスは安定的に提供することを求められ、重大故障発生時には行政指導による業

務改善命令を受ける等の責務が発生。この点で、放送事業と携帯電話事業の間には「国民への電

波利用の普及に係る責務」に示される公共性に実効的な差異が無いと考えられることから、上記

特性係数を廃止すべき。（NTT ドコモ） 

・携帯電話サービスは、国民生活に広く普及しており、サービスエリアの拡大や品質の向上、さら

には災害時の対策を事業者自らが構築するなどその責務を果たしてきており、今や極めて公共性

の高い電波利用システムとなっていることから、携帯電話システムにも特性係数を適用するなど、

電波利用料の受益と負担の公平性について見直す必要がある。（KDDI）【再掲】 
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には行政指導による業務改善命令を受ける等の責務が発生していることから、法律上

の義務はないものの放送事業と携帯電話事業の間には「国民の電波利用の普及に係

る責務」に示される公共性に実効的な差異が無いと考えられることから、当該特性係数

を携帯電話へも適用すべき。（注：携帯電話に係る重大故障発生時の業務改善命令等

は放送についても同様の規定が存在し、かつ、これらは上記(Ⅰ)において検討されてい

る事項であることに留意。） 

 

以上の考え方について、現行制度において普及義務に係る法律上の規定や普及目標に

おいて、放送と携帯電話とでは、「国民の電波利用の普及に係る責務」に関し、明確な差異

が存在するため、ユニバーサルサービス義務が適用されるといった制度変更があった場合は

別として、少なくとも現時点においては引き続き携帯電話には当該特性係数を適用すべきで

はないとの意見が多くの構成員からあった。 

このため、Ⅱ 「国民の電波利用の普及に係る責務」について放送の特性係数は、法律に

定められた「国民への電波利用の普及に係る責務等」（放送法：あまねく努力義務等）を勘案

された適切な措置であり、今後も維持すべきである。 

一方、携帯電話については、「あまねく普及努力義務」が電気通信事業法に規定がないこ

とや、人口カバー率ベースでは概ね 100％のエリアを展開しているが、特定基地局開設指針

における普及目標について放送と差がある（注：カバー率の値や算出方法の違い17）こと等を

考慮し、現時点においては引き続き携帯電話には当該特性係数を適用することは適当では

ない。 

 

Ⅲ V-High マルチメディア放送に係る特性係数の取り扱い 

V-High マルチメディア放送に係る特性係数の取り扱いについては、現行料額の算定に当

たっては、V-High マルチメディア放送は、地デジ移行後の空き周波数帯を使用するもので

あることから、他の免許人以上に多額の費用を有する地デジ移行対策の受益に対する負

担を行うことが適当であるとの考え方から、特性係数が適用されていない。本検討会にお

いては、この取り扱いについて、パブリックコメントやヒアリングで提出された意見18等を踏ま

                                            
17 放送で用いている「世帯カバー率」は、カバーエリアに含まれる世帯数のみを分子に合算している

一方、携帯電話で用いている「人口カバー」率は、一定の基準を満たす場合、カバーエリア外の人口

をも分子に合算するものであり、また、特定基地局開設指針における普及目標について放送と差があ

る。（注：５年目の普及目標を比較すると、放送は全国の「世帯カバー」率ベースで 90％、携帯電話

は各総合通信局等管内の「人口カバー」率ベースでおおむね 50％とされている。） 
18 ・V-High マルチメディア放送のソフト事業者は放送法上の基幹放送事業者として、災害放送等が

義務付けられ、また、ハード事業者である弊社は基幹放送局提供事業者として、当該放送をあま
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え、特性係数の適用に係る考え方について、以下の（ａ）～（ｃ）に集約をした上で、議論を

行った。 

 

考え方（ａ） 

V-High マルチメディア放送は、地デジ移行後の空き周波数帯を使用するものであるこ

とから、他の免許人以上に多額の費用を要する地デジ移行対策の受益に対する負担を

行うことが適当であり、同放送に対し放送事業者に係る特性係数を適用していない現行

制度は妥当である。 

 

考え方（ｂ） 

V-High マルチメディア放送は、地デジ移行後の空き周波数帯を使用するものであるこ

とから、他の免許人以上に多額の費用を要する地デジ移行対策の受益に対する負担を

負うことが適当であるとして特性係数を適用していないが、跡地利用による特別な受益

と、放送局としての公共性（災害放送義務、あまねく普及努力義務等）とは何ら関係が

ないことから、V-High マルチメディア放送の特性係数と、地デジ移行後の空き周波数帯

を使用する受益に着目した負担は、切り離して議論することが適当である。（注：その場

合、同様に地デジ移行後の空き周波数帯を使用する 718～748MHz の携帯電話や、170

～202.5MHz の公共ブロードバンドの負担のあり方にも留意）。 

 

考え方（c） 

V-High マルチメディア放送は、地デジ移行後の空き周波数帯を使用することから、他

の免許人以上に多額の費用を要する地デジ移行対策の受益に対する負担を行うことが

適当であるとして、特性係数を適用していないが、一方で、UHF 帯以上の帯域と比較し

た場合の VHF 帯の経済的価値については改めて見直すことが適当である。 

 

以上の考え方について、 

① 地デジ跡地利用による特別な受益、公益性に関係がないことから、V-High マ

ルチメディア放送にテレビ放送と同様に特性係数を適用すべき 

② 電波法第 103 条の２第４項に規定されているように、無線局全体の受益を直接

                                                                                                                                                   
ねく受信できるよう努める責務を負う事が放送法で定められていることから、他の基幹放送と同

等の公益性を有することから特性係数についても同等の扱いとすべき。地上デジタル放送の跡地

利用による受益負担と公益性は何ら関係がない。（ジャパン・モバイルキャスティング） 
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の目的として行う事務の処理に要する費用に充てられるものであり、電波利用料

による地デジ移行対策について、特定の者が特別な受益を受けているとするのは

不適当 

といった意見があった。                    

これらの意見を踏まえ、V-High マルチメディア放送等の地デジ移行後の空き周波数

帯を使用する無線システムについては、多額の費用を要する地デジ移行対策の受益に

対する負担を負うことが適当であるとの考えにより、現在、当該無線システムに対し特性

係数は適用されていない。しかしながら、跡地利用による特別な受益と、公共性等の特

性とは何ら関係がないことから、地デジ移行後の空き周波数帯を使用する無線システム

が、公共性等の特性を有する場合は、当該特性係数を適用することが適当である。 

なお、地デジの跡地利用による特別な受益を考慮して特性係数を適用しないこととす

る場合には、携帯電話について料額の適用が帯域によって不均衡を生じる等の問題が

生じることから適当ではない。 

 

Ⅳ 特性係数の算定方法 

特性係数の算定方法に関して、複数の勘案要素に該当する場合、現在は、例えば 1/2ｘ

1/2＝1/4 と言うように、該当するそれぞれの係数を全て乗じて適用しているところ。本検討

会においては、このような現在の特性係数の算定方法に関する考え方について、以下の

（ａ）、（ｂ）に集約し、議論を行った。 

 

考え方（ａ） 

特性係数は各種無線システムの電波の利用形態（例：専用型か共用型か）や公共性

などについて、勘案要素ごとに適否を検討しているものであることから、該当する係数を

全て乗じる現行の算定方法は適当である。 

 

考え方（ｂ） 

複数の勘案要素に該当する場合、例えば、1/2×1/2=1/4 というように、該当するそれ

ぞれの係数を全て乗じている現在の算定方法を見直し、軽減係数に一定の上限を設け

ることにより公平性を確保するべき。 

 

以上の考え方について、 

① 特性係数が独立であれば、これを掛け合わせることは問題ない 
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② 算定方法については、今後ロジックを作って行くべきだが、現時点では、考え方

（a）が適当 

といった意見があった。 

このため、特性係数の算定方法については、複数の勘案要素に該当する場合、例え

ば、1/2×1/2=1/4 というように、該当するそれぞれの係数を全て乗じている現在の算定

方法については、次期の料額の見直しに当たっては引き続き維持することが適当である。

ただし、中長期的には、その在り方について検証すべきであり、制度の安定性・継続性

に十分に配慮し、技術動向等が変わる時期をとらえて見直しを行っていくことに留意が

必要である。 

 

（２）新規参入事業者への軽減の在り方 

現行の電波利用料制度では、広域専用電波を使用する新規参入事業者に対しての軽

減措置は存在しないが、この点について、 

① 新規参入事業者に対し、電波利用料の軽減措置を導入すべき19 

② 広域専用電波の電波利用料を月単位又は分割にて納付することも可能とするべ

き20 

との意見があった。 

受益者負担を基本とする電波利用料制度の枠組みの中で、公益性に着目するのではな

く、新規事業の存続・拡大を支援することを目的として負担を軽減することについては、公平

性の確保の観点や、事業者間の競争に及ぼす影響などを考慮すると、免許人の理解を得

ることは困難と考えられる。しかしながら、広域専用電波による負担総額が相当程度高いこ

とを踏まえて、例えば、課金の開始時期や分割払いの可否等、負担総額に影響を及ぼさな

                                            
19 ・BS 放送は、ソフト事業者がハード事業者に支払う放送料（１番組あたり約 2.5 億円）のうち電

波利用料が占める割合は 0.1％以下と推定されるのに対し V-High マルチメディア放送の放送料

（１セグメントあたり 4.5 億円）のうち電波利用料が占める割合は８％となっており、ソフト事

業者に転嫁される負担額はかなり大きくなっている。新たなサービスの導入を阻害することなく、

広く電波の利便性を享受し、電波の有効利用を図るために、新規参入・立ち上げ期にある事業者

への新たな軽減措置の検討を要望する。（ジャパン・モバイルキャスティング、ISDB-T マルチメ

ディアフォーラム） 

・ホワイトスペースを活用するエリア放送は自治体との防災協定に基づく災害時の運用などが期待

されており、さらにエリア放送の運用自体新規参入事業であることから。利用額の軽減措置を配

慮していただきたい。（ハートネットワーク） 

・市場の活性化を図ることを目的として、新規参入・立ち上げ期にある事業者への新たな軽減措置

の検討を要望。（エフエム東京） 
20 ・帯域電波利用料については現在年額全額を一括して前払い納付する方式となっており事業者にと

っては大きな負担となっているが、新規事業者にも配慮する観点から、月単位や分納での納付の

併用も可能とするべきである。（UQ コミュニケーションズ） 
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い範囲内での広域専用電波の課金等の在り方について検討すべきである。 

 

（３）被災した無線局への電波利用料の課金の在り方 

現行では、無線局を廃止するときは総務大臣に届け出ることが義務づけられており、当

然ながら、無線局の廃止後は、電波利用料が課金されることはない。 

一方、東日本大震災の際には、被害の大きさに鑑みて手続を可能な限り柔軟に運用した

が、一定期間内に廃局の手続が行われなかったため電波利用料が課金された事例があり、

災害等が発生した場合において、被災した地域に存在する無線局の電波利用料を減免す

る措置が必要との意見21があった。 

これについては、免許手続きにおいて何らかの措置を講じることが必要であると考える。 

                                            
21 ・震災時における被災地の民放事業者に対しては、局舎および送信所の被災状況を勘案し、時限的

な電波利用料の軽減が可能となる法整備を望む。（テレビ岩手、テレビユー福島、四国放送、TBS

ラジオ&コミュニケーションズ） 

・大きな災害を受けた地域における無線局に対しては例えば当該の総合通信局単位の帯域電波利用

料を減免する等一定の減免措置を検討するべきである。（UQ コミュニケーションズ、NTT 東日本、

イー・アクセス等電気通信事業者６者） 

・被災した地域で新たに開設されるエリア放送を行う地上一般放送局にかかる電波利用料を免除ま

たは減額する制度を検討していただきたい。（エリア放送開発委員会） 
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（４）防災行政無線の料額の在り方 

現行の電波利用料制度では、防災行政無線は、防災用の他、地方行政一般に使用され

るため、電波利用料額は２分の１としている。防災行政無線のうち同報系については、デジ

タル化等に伴い双方向機能を有する子局を導入すると、子局の無線局についても電波利

用料に負担が生じ、電波利用料の負担が大きく増加することが懸念されている。また、防災

行政用無線の電波利用料は、全額免除するべきとの意見22もあった。 

実際の運用において防災の用途のみに使用されている防災行政無線について、電波利

用料の全額免除の対象とすることについては、防災のみの用途と防災及び地方行政両方

の用途の区別の明確なルールが策定できるかどうかといった点等を踏まえると困難である。 

 一方、防災行政無線のうち同報系については、双方向機能を有する子局23を導入すると、

現行の料額を適用すれば電波利用料の負担が大きく増加することとなるため、電波利用料

の負担がこのような機能の導入を阻害することのないよう適切に措置することが必要である

と考えられる。なお、現時点で総務省が保有する免許情報では、同報系の防災行政無線の

親局と子局の区別はしていない。 

                                            
22 ・大規模災害時においては、国と地方がともに対応に当たる必要があり、地方公共団体として、ま

た、国の責務の一端を担う一地方組織として、この設備を運用するという側面から、国を挙げて

防災対策を推進する今日、防災対策目的で整備する防災行政用無線の電波利用料については、全

額免除されるべき。（愛媛県鬼北町） 

・漁業指導監督用海岸局（連絡回線用の固定局を含む。以下同じ）は、都道府県が自ら無線設備を

整備し、あるいは漁業用海岸局の無線設備を共用して開設している無線局であり、電波法におい

ても公共業務用無線局として位置づけられており、このように公共性の高い業務を遂行している

漁業指導監督用海岸局に、電波利用料の減免措置を講じていただきたい。（全国漁業無線協会） 
23 現時点で総務省の保有している免許情報では、同報系の防災行政無線の親局と子局は区別していな

い。 
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３ 新たな電波利用システムに対する料額設定の在り方 

次期において、今後導入・普及が見込まれる新たな電波利用システムとして次のようなシ

ステムが推定される。 

① 第４世代移動通信システム 

② スマートメーターや M２M システムなどの新しいデータ通信システム 

③ ホワイトスペースを活用する無線システム 

本検討会では、どのような料額設定を行うべきか、検討を行った。 

 

（１）第４世代移動通信システム 

3.4～3.6GHz 帯24を使用する第４世代移動通信システムについては、平成 27 年度の実用

化が見込まれている。この料額については、周波数特性、周波数共用等を考慮した料額を

検討すべきとの意見25があった。 

次期においては、第４世代移動通信システムが使用する周波数の一部において他のシス

テムの共用があることから、広域専用電波の指定の在り方（適否も含め）について検討が必

要である。その際には、ａ群の負担分の算定において、無線局の混雑度に応じて「３GHz 以

下」で区分していることが適切かどうかということも併せて検討する必要があるが、この点に

ついては、さらに検討を深めていくべきである。 

 

（２）携帯電話等を利用するスマートメーターや M２M システム 

今後、ビッグデータを活用する新サービスを実現する ICT インフラとして期待されているス

マートメーターや M２M システムといった、新しいデータ通信システムの進展が見込まれてい

る。 

スマートメーターや M２M システムは、免許不要の無線システムを利用するものや、携帯

                                            
24 この他、追加周波数については世界無線通信会議（WRC-15）において周波数の特定について検討さ

れる予定である。 
25 ・第４世代携帯電話システムの普及により、今後周波数の逼迫状況に変化が生じるため、逼迫状況

に応じた周波数ごとの電波利用料の配分を設定しなおす必要がある。（四国放送） 

・３GHz 超などの高い周波数帯の利用が想定される第４世代携帯電話システムの場合は、その周波

数特性、高い周波数に対応した装置の開発や基地局等の設置に費用を要すること等を考慮した料

額及び配分比率の設定が必要。（NTT ドコモ） 

・第４世代携帯電話への割当が計画されている帯域は、固定衛星業務の無線局との共用の可能性が

あるため、携帯電話での利用が制限される場合には、料額負担を軽減するなどの措置を希望。ま

た、第４世代携帯電話に割り当てられた周波数の中にガードバンドを設ける必要がある場合には、

当該ガードバンドに対して利用料が課せられないよう考慮いただきたい。（KDDI） 
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電話等の免許を要する無線システムを利用するものがある。 

現行の電波利用料制度では、免許不要の無線システムを利用する場合、電波利用料は

課金されないが、携帯電話等の免許を要するシステムを使用する場合は、周波数幅に応じ

た課金の他、無線局数に応じた電波利用料（200 円／局）が課金される。 

スマートメーターや M２M システムについて、携帯電話等を利用するものの電波利用料に

ついては、 

① 電波の使用頻度が少ないことに鑑み、開発・普及を促進するためにも、無料又は

低廉な料額とすべき26 

② 電波の使用頻度等は、今後どのように変化するか分からないため、低廉な料額と

することは不適当である27 

との意見があった。 

意見では、携帯電話等を利用するスマートメーターや M２M システムなどについては、ICT

インフラとして普及を促進する観点から、電波利用料の負担を軽減すべきとするものが大多

数であり、戦略的に電波利用料の負担を大幅に引き下げることが適当である。 

その際、1（2）で述べた「無線局単位で課金しているｂ群についても、その負担分を周波数

幅に応じて課金」する中で、課題解決を図ることが適当である。 

ただし、M２M システムであっても常時映像を伝送する場合もありえることや携帯電話端末

                                            
26 ・M２M システムの開発と普及を促進し、産業競争力に資するために、当面、M2M システムに課す料

額は無料とすべき。（個人） 

・今後スマートメーター等の M２M システムが急激に増加することが想定されるが、電波利用料制

度がその導入の妨げにならないようにする必要があり、電波利用料を周波数帯域による電波利用

料徴収制度へ一本化するべきである。なお、無線局毎に電波利用料を徴収する従来型の電波利用

料制度を継続するのであれば、M２M システムについては従来の陸上移動局ではなく、新たな管理

方式（無線局種別）を創設し、電波利用料を減免して頂きたい。（UQ コミュニケーションズ） 

・スマートメーターや M２M システムなどが免許を要する無線局であるならば、周波数の占用によ

り受益が保証されることから、電波利用料を徴収すべき。ただし、当該システムによる通信が低

頻度であって周波数を占用する時間が小さくなる場合については、その通信特性を考慮し、料額

を安くすることは適当。（ケイ・オプティコム） 

・スマートメーターにおける通信は、一般の携帯電話と比べて、電波の利用量がかなり少ない。ま

た、スマートメーターの通信料は、月額数十円程度でなければ、費用面で厳しいため、スマート

メーターに組み込まれる１：Ｎ無線の通信装置の電波利用料は、電波の利用量の差を考慮するな

ど、携帯電話よりも減額した料金の適用をお願いする。（九州電力） 

・スマートメーターや M２M システムなどは変化の激しい ICT 分野なので、現行の電波利用料の負

担を等しく求めることは、今後の技術革新にとって重荷になり得る。（四国放送） 
27 ・スマートメーターや M２M システムの電波利用料額を安くすべきとの指摘は不適当。これらのシ

ステムは利用者の環境により、電波利用の時間や頻度が異なってくるものであり、現在は頻度が

少なくても、将来的にはどのように変化するかわからないため、このような利用者都合により料

額を決めた場合、公平性の確保が難しくなる。（中国放送） 

・スマートメーターや M２M などの新しいシステムについては、その電波利用状況を十分に精査し、

料金設定を行うべき。（テレビ岩手） 
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との区分の明確なルールを策定することは困難であるといった点から、包括免許の携帯電

話等の端末については、端末種別によらず同一の取扱いとすることを基本とすることが適当

である。 

 

（３）ホワイトスペースを活用する無線システム 

地上デジタル放送に使用されている周波数帯のホワイトスペースを活用するシステムの

導入が進んでいる。このような無線システムの料額について、特にエリア放送について料額

を減額すべきとの意見28があった。 

エリア放送などのホワイトスペースを活用する無線システムについては、優先順位の高い

無線局からの混信から保護されないことや、狭小なエリアや閉空間等で主に利用されるも

のであること等を踏まえ、現行の料額では、エリア放送では、こういった特性を考慮して電波

法の規定に基づき使用する周波数幅を 1/2 と見なした場合の料額29を適用することとしてい

るが、より低廉な料額となるよう検討することが適当である。 

また、例えば、2.5GHz 帯 BWA 帯域における 2545～2555MHz の 10MHz 幅は、平成 26 年

12 月末まで隣接帯域を使用している端末との干渉を防ぐため、屋外に基地局を設置するこ

とは出来ないなど、運用制限のある帯域や周波数を共用している帯域では、輻射方向・

EIRP の制限や、運用場所を屋内等に限定する等の制約が生じており、運用制限の無い帯

域とは経済的価値が異なることを勘案して検討することが適当である。 

 

 

 

 

                                            
28 ・ホワイトスペースを利用する２次利用の無線局のうち、優先利用の無線局（特定ラジオマイクの

無線局）に劣後する無線局（エリア放送を行う地上一般放送局等）に対する減額制度を検討して

いただきたい。（エリア放送開発委員会） 

・被災時・非常時等の利用に備えて平時から開設されるエリア放送や住民や利用者等の利便性向上

のために非営利で運用、または地方自治体が運用するエリア放送を行う地上一般放送局にかかる

電波利用料を免除または減額する制度を検討していただきたい。（エリア放送開発委員会） 

・ホワイトスペースを利用する２次利用の無線局のうち、1 次利用である基幹放送局の電波と OFDM

フレーム同期をとって干渉を減らす等の機能を備えて、更なる電波の有効利用を図ろうとする無

線局に対する電波利用料を軽減する制度を検討していただきたい。（エリア放送開発委員会） 
29 31,800 円（電波法別表第６備考第 10 号において、「この表をそのまま適用することにより同等の

機能を有する他の無線局との均衡を著しく失することとなると認められる無線局として総務省令で

定めるものについては、その使用する電波の周波数の幅をこれの二分の一に相当する幅とみなして、

同表を適用する」こととされている。当該措置の適用がない場合には、 使用する周波数幅が 5.7MHz

のフルセグ型では 96,300～2,609,500 円（設置場所によって異なる）、使用する周波数幅が 468kHz の

ワンセグ型では 31,800 円（当該措置の適用にかかわらず同額）。） 
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第４章 その他 

その他、電波利用料制度に関する検討課題30として、以下の項目について検討を行っ

た。 

① 電気通信事業者の設置する免許不要の無線 LAN 基地局に対する電波利用料徴

収の是非 

② 無線システムのグローバルな使用の進展を考慮した料額の在り方 

                                            
30 他の検討課題として以下のような意見もあった。 

・「3～6GHz」の帯域を含む人工衛星局には、本邦内に居住する利用者の需要に支障を与えない範囲

において、専ら本邦外の場所相互間の通信に使用されている帯域を有する局があり、当該帯域に

ついては、「電波の経済的価値の向上につながる事務（ａ群）」を要しないものと思料するため、

その形態に応じた算出方法としていただきたい。（スカパーJSAT） 

・免許人は退出を求められた際に要求したい補償額をあらかじめ宣言し、その額に比例して毎年利

用料を支払うという方式についても検討すべき。（個人） 

・電波利用に市場価格を導入するため、第１に新規割当にオークションを導入して正当な代価支払

を実現し、第２に既存利用者に対し、電波の経済的価値に対応する賃貸料を賦課すべき。（個人） 

・アマチュア無線局などは、徴収費用や事務手続きの軽減のため、免許期間内の一括前納制度を前

提にした電波利用料の減額によるインセンティブをセットにし、行政の効率化を図る検討を行う

べき。また、免許期間内における無線局の廃止に関しても還付請求が可能な制度設計とすべき。

（個人） 

・期間の途中で無線局を廃局した場合には、残期間に相当する電波利用料を還付する制度の導入を

希望する。（スカパーJSAT） 
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（１）電気通信事業者の設置する免許不要の無線 LAN 基地局に対する電波利用料徴収の是非 

現在、免許不要の無線局からは、電波利用料を徴収していない。一方、免許不要の無線

LAN については、2.4GHz 帯に約 100MHz 幅、５GHz 帯に約 400MHz 幅が無線 LAN 基地局

として利用可能となっており、携帯電話等の無線システムに流すべきトラヒックをオフロード

することにより携帯電話事業者等は一定の恩恵を受けていると言える。 

このような電気通信事業者の設置する免許不要の無線 LAN 基地局に対する電波利用

料徴収の是非について、 

① ある特定の利用者のみ電波利用料を徴収するべきではない31 

② 今後、通信トラフィックが増大し、電波利用共益費が発生することも考えられるため、

電波利用料を徴収するべき32 

との意見33があった。 

電気通信事業者の設置する、免許不要の無線 LAN 基地局に対する電波利用料徴収に

ついては、他の免許不要局との公平性や電気通信事業者間の公平性の観点、さらには料

額に対する徴収コストなどを踏まえると現状においては電波利用料の課金を検討することは

時期尚早である。 

 

                                            
31 ・免許不要局は、技術の一層の発展と国民利便の向上に資するために、これまで通り、利用料徴収

の対象とすべきでない。（個人） 

・営利目的であれば電波利用共益事務による受益を受けているという観点から、本来電波利用料を

公平に負担するべきと思われるが、一様に電波利用料を徴収することで、すでに社会インフラの

中に浸透した無線 LAN や RFID システムの利用促進に歯止めをかけかねない（四国放送） 

・現在普及している無線 LAN を使用する機器類は、ICT 社会の確立への貢献が期待されるという観

点から、新しいワイヤレス産業創出の芽を摘むことが無いようにする必要があり、また、無線 LAN

は、携帯電話トラヒックのデータ・オフロードの手段として利用され、電波有効利用に貢献して

いることから、電波利用料負担の検討対象としないことを強く要望する。（情報通信ネットワーク

産業協会） 

・対象を電気通信事業者が設置する無線 LAN に限定することは、同じ帯域を利用しているにもかか

わらず課金される局と課金されない局が存在することになり、受益者全体で電波利用料を負担す

るという公平性を著しく欠いている。（イー・アクセス） 

・電波利用料は無線 LAN 等の免許及び登録を要しない無線局から徴収するべきではない。電波利用

料の徴収は、ある特定の利用者のみから徴収するといったようなアンバランスな制度ではなく、

受益者全体で負担する公平性を担保しなければならない。（ソフトバンク、イー・アクセス、

Wireless City Planning） 
32 ・今後、無線での通信トラフィックが増え、更なる電波共益費用が発生する可能性があります。無

線 LAN 基地局にも一定の基準の下で電波利用料を徴収する方式を検討するべき。（中京テレビ放

送） 
33 関係する意見として以下のような意見もあった。 

・営利目的の場合と非営利の場合を区分し徴収することが必要。（広島テレビ放送） 
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（２）無線システムのグローバルな使用の進展を踏まえた料額設定の在り方 

常時ローミングにより、我が国で電波利用料が課されている携帯電話端末が海外で使用

される場合や、逆に電波利用料を課されない海外の端末が我が国で使用される場合が想

定されるが、このようなグローバルな端末の使用を我が国の国際競争力に及ぼす影響があ

るとの意見34があった。 

このような意見も踏まえ、第 3 章 1（2）で述べた「無線局単位で課金しているｂ群について

も、その負担分を周波数幅に応じて課金」する中で、合わせて課題解決を行っていくことが

適当である。 

 

 

 

 

                                            
34 ・グローバルな端末の使用については、国際競争力を損なわないよう慎重な検討が必要。（テレビ

岩手） 

・携帯電話端末が自国の通信事業者の端末であるならば自国の制度に従い電波利用料を負担するこ

とは妥当であるが、他国の通信事業者の端末に対し自国の制度を当てはめるのは不適当。（四国放

送） 
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おわりに 

「電波利用料の見直しに関する検討会」では、次期（平成 26～28 年度）電波利用料の在り方に

ついて、無線局免許人等から意見募集やヒアリングを通じて、広く検討課題を募り、その基本方針

について検討を行った。 

次期においては、第４世代移動通信システムの実用化やスマートメーターや M２M システムとい

った新しいデータ通信システムの進展などが見込まれる等、今後の技術革新や利用動向の変化

も踏まえながら、検討を行ったものである。 

本報告書の考え方をもとに、具体的な料額が算定され、広く関係者の理解を得て制度整備に

反映されることを期待したい。 
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電波利用料の見直しに関する検討会 開催要綱 

 

１ 目 的 

電波利用料制度は、電波監視等の電波の適正な利用の確保に関し、無線局全体の受益を直接の

目的として行う事務の費用（電波利用共益費用）を受益者である無線局の免許人等に公平に負担

を求める制度として平成５年４月に導入されたものであり、電波法附則第 14 項に基づき、少なくとも３

年ごとに見直すこととされている。 

本検討会は、昨今の無線通信システムの急速な普及や新しい電波利用の急速な拡大、さらには我

が国の電波ビジネスの一層の活性化や国際競争力の強化の必要性等を踏まえ、平成 26 年度から

28 年度までに適用する次期電波利用料について、見直しの基本方針を検討することを目的とする。 

 

２ 名 称 

本検討会は、「電波利用料の見直しに関する検討会」と称する。 

 

３ 検討事項 

(１) 次期電波利用料の歳出規模の考え方 

(２) 電波利用料額の見直しの基本方針 

(３) その他 

 

４ 構成及び運営 

(１) 本検討会は、総務副大臣（情報通信担当）及び総務大臣政務官（情報通信担当）の検討会とし

て開催する。 

(２) 本検討会の構成員は、別紙のとおりとする。 

(３) 本検討会に座長及び座長代理を置く。 

(４) 座長は構成員の互選により定め、座長代理は構成員の中から座長が指名する。 

(５) 本検討会は、座長が運営する。 

(６) 座長代理は、座長を補佐し、座長不在のときは、その職務を代行する。 

(７) 本検討会は、必要があると認めるときは、構成員以外の者の出席を求め、意見を聞くことができ

る。 

(８) その他、本検討会の運営に必要な事項は、座長が定めるところによる。 

 

５ 議事の公開について 

(１) 本検討会の議事は、特段の事情がある場合を除き公開を原則とし、透明性の確保に努める。 

(２) 座長が必要性を認める場合は、非公開とすることができる。 

(３) 本検討会の会議については、原則として、議事要旨を作成し、公開する。 

 

６ 開催期間 

  本検討会の開催期間は、平成 25 年８月までを目途とする。 

 

７ 庶務 

  本検討会の庶務は、総合通信基盤局電波部電波政策課電波利用料企画室において行う。  
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別紙 

 

「電波利用料の見直しに関する検討会」 構成員 一覧 

（敬称略、五十音順） 

 

飯塚 留美    一般財団法人マルチメディア振興センター  
電波利用調査部 研究主幹 

北 俊一 株式会社野村総合研究所 上席コンサルタント 

関根 かをり 明治大学 理工学部 教授 

高田 潤一 東京工業大学大学院 理工学研究科 教授 

多賀谷 一照    獨協大学 法学部 教授 

土井 美和子 株式会社東芝 研究開発センター 首席技監 

林 秀弥      名古屋大学大学院 法学研究科 教授 

森川 博之 東京大学 先端科学技術研究センター 教授 

柳川 範之     東京大学大学院 経済学研究科・経済学部 教授 

湧口 清隆      相模女子大学 人間社会学部 教授 

吉川 尚宏     A.T.カーニー株式会社 パートナー 
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検討会開催状況 

 

第１回（平成 25 年３月４日） 

-電波利用料の制度の現状について 

-電波利用料の見直しに関する意見募集について 

 

＜パブリックコメント（平成 25 年３月６日～平成 25 年４月５日）＞ 

 

第２回（平成 25 年４月５日） 

-構成員からのプレゼンテーション 

 

第３回（平成 25 年４月 22 日） 

-意見提出者（携帯電話事業者等）からのヒアリング 

-意見募集の結果 

 

第４回（平成 25 年５月 13 日） 

-意見提出者（放送事業者、固定通信事業者等）からのヒアリング 

 

第５回（平成 25 年５月 27 日） 

-意見提出者（地方自治体、メーカー）からのヒアリング 

 

第６回（非公開会合） 

-論点整理 

 

第７回（平成 25 年７月１日） 

-論点整理 

 

第８回（平成 25 年７月 12 日） 

-論点と考え方について 

 

第９回（平成 25 年７月 26 日） 

-電波利用料の見直しに関する基本方針について 

 

＜パブリックコメント募集（平成 25 年８月８日～平成 25 年８月 23 日）＞ 

 

第 10 回（平成 25 年８月 30 日） 

-「電波利用料の見直しに関する検討会 報告書（案）」に対する意見募集の結果について 

-電波利用料の見直しに関する基本方針について 



 45

 

参考資料集 

 

 Ⅰ：参考資料 

 

 Ⅱ：ヒアリング資料 

 

 Ⅲ：議事要旨 
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電波利用料財源の歳入予算・決算の推移
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電波資源拡大のための研究開
発
無線システム普及支援事業

無線システム普及支援事業（拡充）
国際競争力強化
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電波利用料財源の歳出予算・決算の推移
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電波利用料財源の歳出予算（事務別）の推移
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６の項

５の項

４の項

３の項

２の項

１の項

無線局の区分 代表的な無線局の例

１の項
移動する無線局（３の項から５の項まで及び８の項に掲げる無線局を
除く。２の項において同じ。）

簡易無線局、陸上移動局、
船舶局

２の項
移動しない無線局であって、移動する無線局又は携帯して使用する
ための受信設備と通信を行うために陸上に開設するもの（６の項及
び８の項に掲げる無線局を除く。）

基地局,無線呼出局,海岸
局

３の項 人工衛星局（８の項に掲げる無線局を除く。） 通信衛星,放送衛星

４の項
人工衛星局の中継により無線通信を行う無線局（５の項及び８の項
に掲げる無線局を除く。）

地球局

５の項
自動車、船舶その他の移動するものに開設し、又は携帯して使用す
るために開設する無線局であって、人工衛星局の中継により無線通
信を行うもの（８の項に掲げる無線局を除く。）

船舶地球局
航空機地球局
携帯移動地球局

無線局の区分 代表的な無線局の例

６の項
基幹放送をする無線局（３の項、７の項及び８の項に掲げる無線局を除
く。）

テレビ放送

ラジオ放送

７の項
第５条第５項に規定する受信障害対策中継放送をする無線局及び多重
放送をする無線局（３の項及び８の項に掲げる無線局を除く。）

受信障害対策中継放送

文字多重放送
８の項 実験等無線局及びアマチュア無線局 実験試験局、アマチュア局
９の項 その他の無線局 固定局
包括免許等（上記区分にかかわらず、電波法第27条の２に定める包括免許特定
無線局等）

携帯電話、ＢＷＡ、MCA移動
局、衛星携帯電話

広域専用電波（上記区分にかかわらず、電波法第103条の２第２項に規定する広
域専用電波を使用するもの）

携帯電話、ＢＷＡ、ＭＣＡ

衛星携帯電話、ルーラル加
入者無線

（億円）
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電波利用料予算歳入及び歳出の内訳（平成２５年度）

歳入 ７４１．３億円 歳出 ６６６．０億円

携帯電話事業者

74.2%

BWA事業者

（広帯域移動無線

ｱｸｾｽｼｽﾃﾑ）

8.9%

放送事業者

7.0%

固定局

2.2%

PHS事業者

1.9%

ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ

放送事業者

1.9%

衛星通信事業者

0.9%

ｱﾏﾁｭｱ無線局等

0.2% その他

2.9%

地上デジタル放送

総合対策

47.6%

研究開発等

13.7%

総合無線局監理

システム

13.1%

電波監視

7.0%

(新使途)ﾃﾞｼﾞﾀﾙ

防災ICTｼｽﾃﾑ普及

支援事業

3.8%

携帯電話等エリア

整備事業

3.7%

電波遮へい対策事業

2.9%

その他

8.1%

(19.5億)

(54.2億)

（91.4億)

(87.0億)

(24.8億)

(317.3億)

(25.0億)

(46.8億)

電波利用料予算 歳出の内訳

平成23年度
平成24年度

平成25年度
当初 補正

電波の監視等に必要な経費 55.3 56.6 9.7 46.8 
・電波監視施設の整備・維持運用 52.0 53.1 9.7 41.6 

・電波監視業務等の実施 3.3 3.5 5.2 

総合無線局監理ｼｽﾃﾑの構築と運用 57.9 66.3 87.0 
・現行システムに関する運用経費（計算機借料、土地建物借料、通信料 等） 39.4 37.7 26.7 

・制度改正に対応するための機能追加 18.5 19.5 8.8 

・次期システムの構築に関する経費（計算機借料（平成２９年３月までの国庫債務負担行為）） － 8.3 46.7

・次期システムの運用（平成26年１月から）に関する経費（土地建物借料、通信料 等） － 0.8 4.8

電波資源拡大のための研究開発等 115.1 122.3 37.0 91.4 
・研究開発（継続分） 53.7 41.2 54.0 

・研究開発（新規分） 20.0 37.6 37.0 -

・技術試験事務 38.2 40.2 30.0 

・国際標準化連絡調整事務 3.3 3.3 7.4 

電波の安全性に関する調査及び評価技術 8.4 8.4 7.5 
・電波の安全性に関する調査 5.1 5.2 4.3 

・電波の安全性に関する評価技術 3.3 3.2 3.2 

標準電波の発射 5.0 5.0 5.0 

電波再配分対策（パーソナル無線に係る特定周波数終了対策業務） 0.3 0.3 0.3 

周波数有効利用促進事業（デジタル防災ICTシステム等の整備） - - 25.0 

地上デジタル放送総合対策（デジタル中継局の整備、新たな難視対策、暫定的な衛星利用による難視聴対策等） 352.6 305.3 13.0 317.3 
・当該年度の事業に係る支出分 （新規に国庫債務負担行為を講じる事業の初年度の歳出額を含む） 174.1 54.6 13.0 16.2 

・過年度の国庫債務負担行為に係る歳出化分 178.5 250.7 301.1 

携帯電話等エリア整備事業 58.0 47.1 24.8 

電波遮へい対策事業 20.0 20.0 19.5 

周波数の使用等に関するリテラシーの向上 2.0 1.9 2.0 

電波利用料制度の企画・立案等（電波利用料の徴収、電波の利用状況調査・公表、電波監視等職員の訓練、人件費等） 43.6 45.8 -3.9 39.4 

合 計 718.3 679.0 55.7 666.0 
(注）四捨五入により合計が一致しない場合がある
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＜電波法第百三条の二第四項＞
４ この条及び次条において「電波利用料」とは、次に掲げる電波の適正な利用の確保に関し総務大臣が無線局全体の受益を直接の目的として行う事務の処理に要

する費用（同条において「電波利用共益費用」という。）の財源に充てるために免許人等、第十項の特定免許等不要局を開設した者又は第十一項の表示者が納付す
べき金銭をいう。

一 電波の監視及び規正並びに不法に開設された無線局の探査

二 総合無線局管理ファイル（全無線局について第六条第一項及び第二項、第二十七条の三、第二十七条の十八第二項及び第三項並びに第二十七条の二十九第
二項及び第三項の書類及び申請書並びに免許状等に記載しなければならない事項その他の無線局の免許等に関する事項を電子情報処理組織によつて記録する
ファイルをいう。）の作成及び管理

三 周波数を効率的に利用する技術、周波数の共同利用を促進する技術又は高い周波数への移行を促進する技術としておおむね五年以内に開発すべき技術に関す
る無線設備の技術基準の策定に向けた研究開発並びに既に開発されている周波数を効率的に利用する技術、周波数の共同利用を促進する技術又は高い周波数
への移行を促進する技術を用いた無線設備について無線設備の技術基準を策定するために行う国際機関及び外国の行政機関その他の外国の関係機関との連絡
調整並びに試験及びその結果の分析

四 電波の人体等への影響に関する調査

五 標準電波の発射

六 特定周波数変更対策業務（第七十一条の三第九項の規定による指定周波数変更対策機関に対する交付金の交付を含む。）

七 特定周波数終了対策業務（第七十一条の三の二第十一項において準用する第七十一条の三第九項の規定による登録周波数終了対策機関に対する交付金の交
付を含む。第十項及び第十一項において同じ。）

八 現に設置されている人命又は財産の保護の用に供する無線設備による無線通信について、当該無線設備が用いる技術の内容、当該無線設備が使用する周波数
の電波の利用状況、当該無線通信の利用に対する需要の動向その他の事情を勘案して電波の能率的な利用に資する技術を用いた無線設備により行われるように
するため必要があると認められる場合における当該技術を用いた人命又は財産の保護の用に供する無線設備（当該無線設備と一体として設置される総務省令で定
める附属設備並びに当該無線設備及び当該附属設備を設置するために必要な工作物を含む。）の整備のための補助金の交付

九 前号に掲げるもののほか、電波の能率的な利用に資する技術を用いて行われる無線通信を利用することが困難な地域において必要最小の空中線電力による当該
無線通信の利用を可能とするために行われる次に掲げる設備（当該設備と一体として設置される総務省令で定める附属設備並びに当該設備及び当該附属設備を
設置するために必要な工作物を含む。）の整備のための補助金の交付その他の必要な援助

イ 当該無線通信の業務の用に供する無線局の無線設備及び当該無線局の開設に必要な伝送路設備

ロ 当該無線通信の受信を可能とする伝送路設備

十 前二号に掲げるもののほか、電波の能率的な利用に資する技術を用いて行われる無線通信を利用することが困難なトンネルその他の環境において当該無線通信
の利用を可能とするために行われる設備の整備のための補助金の交付

十一 電波の能率的な利用を確保し、又は電波の人体等への悪影響を防止するために行う周波数の使用又は人体等の防護に関するリテラシーの向上のための活動
に対する必要な援助

十一の二 テレビジョン放送（人工衛星局により行われるものを除く。以下この号において同じ。）を受信することのできる受信設備を設置している者
（デジタル信号によるテレビジョン放送のうち、静止し、又は移動する事物の瞬間的影像及びこれに伴う音声その他の音響を送る放送（以下この号に
おいて「地上デジタル放送」という。）を受信することのできる受信設備を設置している者を除く。）のうち、経済的困難その他の事由により地上デ
ジタル放送の受信が困難な者に対して地上デジタル放送の受信に必要な設備の整備のために行う補助金の交付その他の援助

十二 電波利用料に係る制度の企画又は立案その他前各号に掲げる事務に附帯する事務

電波利用料の使途（電波利用共益事務）

電波法の一部を改正する法律（平成25年法律第36号）の概要

電波利用料の使途の範囲の拡大

電波利用料の使途として、「電波の能率的な利用に資する技術を用いた人命又は財産の保護の用に供
する無線設備の整備のための補助金の交付」を追加。

法改正の概要

公布の日。（平成25年６月12日）

施行期日

総務省が取り組むべき「総務省ミッション」の１つ「Ⅱ 命をまもる ４.国民の命を守る消防防災行政の推進」の
一環として、市町村が行う防災行政無線及び消防・救急無線のデジタル化に要する費用の一部を補助する。

デジタル化で空いた周波数帯の再割当てにより新たな電波利用ニーズへ即応するとともに、データ伝送
や準動画など情報量を多く含む無線通信が高速かつ高密度に行えるようになり、防災活動、救急・救命活動を
支える通信基盤の高度化を加速する。

そのために所要の法改正を行う。

【補助スキーム】
○ 実施主体 ： 市町村
○ 補助対象経費

１５０ＭHz帯及び４００ＭHz帯を使用する防災行政
無線並びに消防・救急無線を一体で２６０MHz帯へ移
行する無線設備（デジタル無線方式）の整備費

○ 補助率 ： １／２
○ 計画年数 ： 平成２５年度～平成２８年度

【平成２５年度予算額（電波利用料財源）】
２５億円（新規）

（内訳）整備対象市町村数 ： １０市町村
（財政力の弱い市町村を優先）

防災行政無線（同報系）

公共ＢＢ（携帯用端末）

（車載）移動局防
災
行
政
無
線

（
移
動
系
）

（市町村・消防本部）

（携帯・可搬）
移動局

消防・救急無線

平成２５年度整備支援対象

（デジタル化率：11.6％）

（
デ
ジ
タ
ル
化
率
：
30.

3

）
%
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３ＧＨｚ以下 ３ＧＨｚ超
～６ＧＨｚ以下

電波の経済的価値の向上につながる事務
（ａ群） ４５５億円

電波の適正な利用を確保するために

必要な恒常的な事務（ｂ群）２５５億円

電波利用料共益事務を実施するために必要な歳出総額（＝歳入総額）

3年間の平均 年710億円

周波数の逼迫状況に応じて、
周波数帯ごとに配分
0～3GHz：3～6GHz ＝ 10：1

使用帯域幅に応じて、各無線
システムへ配分

各無線局の負担額
＝無線局数で単純に均等割した金額

すべての無線局について２００円/局

料額が現行の料額と比較して２割を
超える増額となる場合は、増額が２割
以内に収まるよう調整

第１段階

第２段階

各無線局の電波利用料額＝ａ群とｂ群の合計額

（各無線局のａ群負担額）

地域・空中線電力を勘案し、無線
局数に応じて各無線局へ配分

第３段階

携帯電話 テレビ その他

電波利用料の料額（Ｈ２３－Ｈ２５）の算定方法

・電波監視業務
・総合無線局管理ｼｽﾃﾑの運用
・電波の安全性の調査

・電波資源確保のための研究開発、技術試験事務
・携帯電話エリア整備、電波遮蔽対策
・地デジ対策（一部） 等

・標準電波の発射
・リテラシー向上
・企画・立案 等

前回（平成20年）からの算定方法の主な変更点は以下の通り
１．電波利用料に電波の経済的価値を一層反映させるために、使用帯域幅に応じて負担するａ群（電波の経済的価値の向上につながる事務）に係る費用を拡大（３

８０億円から４５５億円へ）
２．無線局毎にかかるｂ群の電波利用料を低廉化（一律２００円/局）
３．料額が大幅に増加する無線局については、増加幅を一定に抑えるよう調整（増額を２割以内に抑制）

10 1

「広域専用電波」を使用する無線シ
ステム（携帯電話等）は、1MHz当た
りの負担額を算定

…

携帯電話 テレビ その他

一部の無線システムについては、
無線局の特性を考慮して軽減係
数（特性係数）を適用

特性係数 考え方 該当無線システム 係数

ア
同一システム内で複数の免
許人により周波数を共用利
用する電波利用形態

多数の免許人等が同一の周波数の共用を図るこ
とにより国民に等しく電波利用の機会を付与する
形態については、その利用形態を勘案

簡易無線、ＦＰＵ（※１）、ラジオマイク（※２）、ＰＨＳ、電波高度計（※３） 1/2

イ
外国の無線局等との周波数
調整を行う必要があるもの

外国の無線局等と周波数の共用を図るために調
整等が必要な利用形態である点を勘案

人工衛星局、地球局、衛星携帯電話 1/2

ウ
国民への電波利用の普及
に係る責務等

電波利用の便益を広く国民に付与するため、通
常の市場活動を超えてユニバーサル・サービス又
はこれに準じた責務等が法令等において規定さ
れているものは、その公共性を勘案

ＦＰＵ（※１）、ラジオマイク（※２）､テレビ、ラジオ
＜放送法＞

ルーラル加入者無線（※４）
＜NTT法＞

1/2

エ
国民の生命、財産の保護に
著しく寄与するもの

国民の生命、身体の安全及び財産の保護に寄与
するものは、その公共性を勘案

人工衛星（通信）、衛星携帯電話
＜災害時等他の通信手段が使用困難な際に必要な通信手段＞

テレビ、ラジオ
＜放送法（災害放送）＞

電波高度計（※３）
＜航空機の安全飛行に不可欠なシステム＞

1/2

オ
設置義務と同等の効果を有
するもの

国民の生命・財産の保護の上で設置義務のある
設備を代替する機能を有するものは、その効果を
勘案

人工衛星（通信）
＜離島等に有線・地上系でサービスが提供できない際の代替＞

電波高度計（※３）
＜航空機レーダの代替＞

衛星携帯電話
＜義務船舶局、航空機局の代替＞

1/2

カ
電波の非逼迫地域で使用す
るもの

都市部とそれ以外の地域の無線局密度の差を勘
案

ルーラル加入者無線（※４）
衛星携帯電話

1/5

各無線システムへの負担額の配分における特性の勘案

・ 各無線システムの負担額は、原則、各無線システムの使用周波数帯域幅に基づき配分。
・ ただし、無線システムには様々な特性があることから、配分に当たっては、それぞれの特性に応じた以下の要素

（配分係数）を勘案。

（※１）ＦＰＵ（Field Pick-up Unit）…放送番組の制作のために取材現場からスタジオまでニュース映像等の番組素材を伝送するためのシステム
（※２）ラジオマイク…放送番組、その他コンサート、各種催し物といった興業において、演奏や音声等を高品質で伝送するためのワイヤレスマイクシステム
（※３）電波高度計…航空機から地表に向け電波を発射し、反射波が戻ってくるまでの時間を測定することで高度を知る計器
（※４）ルーラル加入者無線…電話回線として、山間部、離島等、地理的制約等により有線の使用が困難な地域おいて、有線を代替するためのシステム
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現在以下の無線局については、電波法に基づき電波利用料が減免されている。

無線局の主な目的 減免状況

国

専ら非常時における国民の安全・安心の確保を直接の目的とする無線局
（例：消防用、防衛用）

全額免除

専ら治安・秩序の維持を直接の目的とする無線局
（例：警察用、海上保安用、麻薬取締用）

全額免除

上記の目的以外のものと共用して使用されるもの
（例：水防・道路用）

半額免除

地
方
公
共
団
体

消防用、水防用 全額免除

防災行政用等 半額免除

上記の目的以外のものと共用して使用されるもの 半額免除

電波利用料の減免の対象

デジタルテレビジョン放送
（13～52ch）

90 108 170 222 710 770470

② 自営通信
(安全・安心の確保)

① 放送
（移動体向けの

ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ放送）

18MHz幅 32.5MHz幅 14.5MHz幅

③ 放送
(移動体向けの

ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ放送)

VHF帯【平成23(2011)年7月25日から使用可能】

108 170 207.5 222

4～12ch
(170～222MHz)

1～3ch
(90～108MHz)

90

30MHz幅

UHF帯【平成24(2012)年7月25日から使用可能】

53～62ch
(710～770MHz)

770710202.5

ガ
ー
ド
バ
ン
ド

(60MHz幅)(52MHz幅)(18MHz幅)

470～770MHz帯
（13～62ch）

90～108MHz帯
（1～3ch）

170～222MHz帯
（4～12ch）

【アナログテレビジョン放送】【アナログテレビジョン放送】

(240MHz幅)

現状

※ 岩手県、宮城県、福島県は2012.4.1から使用可能 ※ 岩手県、宮城県は2013.4.1から使用可能

ガ
ー
ド
バ
ン
ド

ガ
ー
ド
バ
ン
ド

ガ
ー
ド
バ
ン
ド

714 718 748 755 765

④ 移動通信システム
(携帯電話の端末用)

※ 基地局用：773-803MHz

⑤ ITS
(高度道路交通

システム)

ラ
ジ
オ
マ
イ
ク

10MHz幅

アナログテレビジョン放送は、平成23(2011）年7月24日まで使用

地上テレビジョン放送デジタル化後の空き周波数の有効利用

① V‐Lowマルチメディア放送

○車載ナビやタブレット端末での受信が中心、
地域向けの放送波

・2009.10 技術基準に関する情通審答申
・2012～ 実証実験中

③ V‐Highマルチメディア放送

○携帯端末での受信が中心、全国一律の放送波
・2009.10 技術基準に関する情通審答申
・2010.4 技術基準に関する省令改正
・2012.4 事業開始

② 公共ブロードバンド移動通信

○災害現場の映像情報等を伝送可能

○防災関係機関等の間で現場の映像を共有するなどによ
り、効果的な連携対応が可能

・2010.3 技術基準に関する情通審答申
・2010.8 技術基準に関する省令改正
・2013.3 導入

④ 移動通信システム（携帯電話）

○移動通信システムの周波数需要の増加への
対応

・2012.2 技術基準に関する情通審答申
・2012.4 技術基準に関する省令改正
・2012.6  事業者認定

⑤ ITS（高度道路交通システム）

○車車間・路車間通信による安全運転支援通
信システムの導入

・2011.8 技術基準に関する情通審答申
・2011.12 技術基準に関する省令改正
・2013.4 導入

54



700/900MHz帯の周波数再編の概要

※900MHz帯は、2012年３月１日に、ソフトバンクモバイルの基地局開設計画を認定済（2012年７月から一部サービス開始）
※700MHz帯は、2012年６月28日に、イー・アクセス、NTTドコモ、KDDI 及び沖縄セルラー電話の基地局開設計画を認定済

（2015年頃からサービス開始目標）

■移行対象のシステムの概要（平成24年1月末現在）

700/900MHz帯において、諸外国の周波数割当と調和した携帯電話用周波数を最大限確保するため、
MCA、RFID等の既存システムの周波数移行を行い、携帯電話事業者に割当て。

システム名 システムの概要 主な利用者（免許人数） 対象無線局数

① FPU 報道、スポーツ中継など放送事業で使用される可搬型システム。 NHK、民間放送事業者（４１） １０２

② ラジオマイク
各種興行やスタジオ等において、音声・音響等を伝送するためのワイヤレス
マイクシステム。

NHK、民間放送事業者、劇場等の興行者（９７５） ２１，１７６

③ MCA※1 同報（一斉指令）機能やグループ通信機能等を有する自営系移動通信システム。陸上運
輸、防災行政、タクシー等の分野で使用。

運送事業者、地方公共団体等（１２，４２６） ２４２，０６６

④ RFID※1 個体識別情報を近距離の無線通信によってやりとりするシステム（電子タグ）。
物流等に用いられる。

物流関係事業者等（６８５） ８７，６７２※2

700MHz帯

900MHz帯

※1 ③MCA・④RFIDは平成23年7月末 ※2 免許不要局を含む

移行前

移行後

ラ
ジ
オ
マ
イ
ク

地
デ
ジ

携帯電話用
周波数の再編に
より空いた周波数

地デジ用周波数の
再編（リパック）により

空いた周波数

携帯用
（端末）

再編 移行

MCA
（端末）

MCA
（基地局）

710

RFID

ワ
イ
ヤ
レ
ス
マ
イ
ク

MCA
（基地局）

① FPU/
② ラジオマイク

③
MCA
（端末）

ワ
イ
ヤ
レ
ス
マ
イ
ク

携帯用
（基地局）

携帯用
（基地局）

携帯用
（端末）

携帯用
（端末）

携帯用
（基地局）

携帯用
（端末）

携帯用
（基地局）

パ
ー
ソ
ナ
ル
無
線

S
T
L

ITS

携帯用（基地局）携帯用（端末）携帯用（端末） 携帯用（基地局）

アジア・太平洋地域の割当【上下間隔55MHz】 欧州の割当【上下間隔45MHz】

地
デ
ジ

④
R

F
ID

703 748 758 803 880 915 925 960

710 845850 860 890 915 930 940810806 900 945

800 900

710 815 845850 860 890 915 950810806 903 958770 905

800 900

960765755718 748 773 803 815

710

(MHz)

(MHz)

960

960

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ
ﾓﾊﾞｲﾙ

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ
ﾓﾊﾞｲﾙ

KDDI
ｸ゙ﾙー ﾌ゚

ｲｰ･
ｱｸｾｽ

NTT
ドコモ

KDDI
ｸ゙ﾙー ﾌ゚

ｲｰ･
ｱｸｾｽ

NTT
ドコモ

①FPU： 1.2/2.3GHz帯へ移行
②ﾗｼﾞｵﾏｲｸ： 地ﾃﾞｼﾞ帯域/1.2GHz帯等へ移行

［国際的調和］

業種 事業者名

放送 日本放送協会

通信 日本電信電話㈱
東日本電信電話㈱
西日本電信電話㈱
ＫＤＤＩ㈱
㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ
エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ㈱

医療 （略）

電気 （略）

ガス （略）

鉄道 （略）

道路管理 （略）

道路
旅客・貨物運送

（略）

空港管理 （略）

航空 （略）

水運 （略）

金融 （略）

郵便 （略）

災害対策基本法の指定公共機関等について

指定公共機関

業種 事業者名

放送 ㈱ＴＢＳテレビ
㈱文化放送
㈱ニッポン放送
㈱アール・エフ・ラジオ日本
㈱エフエム東京
㈱Ｊ－ＷＡＶＥ
㈱日経ラジオ社
エフエムインターウェーブ㈱
日本テレビ放送網㈱
㈱テレビ東京
㈱フジテレビジョン
㈱テレビ朝日
東京メトロポリタンテレビジョン㈱
㈱ＴＢＳラジオ＆コミュニケーションズ

通信 なし

指定地方公共機関
（例１）東京都

（例２）北海道

業種 事業者名

放送 北海道放送株式会社
札幌テレビ放送株式会社
北海道テレビ放送株式会社
北海道文化放送株式会社
株式会社テレビ北海道
株式会社ＳＴＶラジオ
株式会社エフエム北海道
株式会社エフエム・ノースウエーブ

通信 なし

（注）民間放送事業者については、各地域ごとに指定地方公共機関に指定されている。
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業種 事業者名

放送 日本放送協会、朝日放送㈱、㈱ＴＢＳテレビ

㈱テレビ朝日、㈱テレビ東京、㈱フジテレビジョン

㈱毎日放送、関西テレビ放送㈱、中京テレビ放送㈱

中部日本放送㈱、東海テレビ放送㈱、名古屋テレビ放

送㈱、日本テレビ放送網㈱、読売テレビ放送㈱

大阪放送㈱、㈱ＣＢＣラジオ、㈱ティ・ビー・エス・

ラジオ・アンド・コミュニケーションズ

㈱日経ラジオ社、㈱ニッポン放送、㈱文化放送

東海ラジオ放送㈱

通信 日本電信電話㈱
東日本電信電話㈱
西日本電信電話㈱
ＫＤＤＩ㈱
㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ
エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ㈱
ソフトバンクテレコム㈱
ソフトバンクモバイル㈱

医療 （略）

電気 （略）

ガス （略）

鉄道 （略）

道路管理 （略）

道路
旅客・貨物運送

（略）

空港管理 （略）

航空 （略）

水運 （略）

金融 （略）

郵便 （略）

国民保護法の指定公共機関等について

指定公共機関

業種 事業者名

放送 ㈱エフエム東京
㈱Ｊ－ＷＡＶＥ
エフエムインターウェーブ㈱
東京メトロポリタンテレビジョン㈱

通信 なし

指定地方公共機関

（例１）東京都

（例２）北海道

業種 事業者名

放送 北海道放送株式会社
札幌テレビ放送株式会社
北海道テレビ放送株式会社
北海道文化放送株式会社
株式会社テレビ北海道
株式会社エフエム北海道
株式会社エフエム・ノースウエーブ

通信 なし

（注）広域圏（関東・近畿・中京）等を放送対象地域とする民間放送事業者は、

災害対策基本法では指定地方公共機関に指定されているが、国民保護法で

は指定公共機関に指定されている。

■災害対策基本法（昭和三十六年法律第二百二十三号）

（目的）

第一条 この法律は、国土並びに国民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、防災に関し、国、地方公共団体及びその他の公共機関を通

じて必要な体制を確立し、責任の所在を明確にするとともに、防災計画の作成、災害予防、災害応急対策、災害復旧及び防災に関する財政

金融措置その他必要な災害対策の基本を定めることにより、総合的かつ計画的な防災行政の整備及び推進を図り、もつて社会の秩序の維持

と公共の福祉の確保に資することを目的とする。

（指定公共機関及び指定地方公共機関の責務）

第六条 指定公共機関及び指定地方公共機関は、その業務に係る防災に関する計画を作成し、及び法令に基づきこれを実施するとともに、この法

律の規定による国、都道府県及び市町村の防災計画の作成及び実施が円滑に行なわれるように、その業務について、当該都道府県又は市町

村に対し、協力する責務を有する。

２ 指定公共機関及び指定地方公共機関は、その業務の公共性又は公益性にかんがみ、それぞれその業務を通じて防災に寄与しなければならない。

■武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成十六年法律第百十二号）

（目的）

第一条 この法律は、武力攻撃事態等において武力攻撃から国民の生命、身体及び財産を保護し、並びに武力攻撃の国民生活及び国民経済に及ぼ

す影響が最小となるようにすることの重要性にかんがみ、これらの事項に関し、国、地方公共団体等の責務、国民の協力、住民の避難に関

する措置、避難住民等の救援に関する措置、武力攻撃災害への対処に関する措置その他の必要な事項を定めることにより、武力攻撃事態等

における我が国の平和と独立並びに国及び国民の安全の確保に関する法律（平成十五年法律第七十九号。以下「事態対処法」という。）と

相まって、国全体として万全の態勢を整備し、もって武力攻撃事態等における国民の保護のための措置を的確かつ迅速に実施することを目

的とする。

（国、地方公共機関等の責務）

第三条

１～２ 略

３ 指定公共機関及び指定地方公共機関は、武力攻撃事態等においては、この法律で定めるところにより、その業務について、国民の保護のため

の措置を実施する責務を有する。

４ 国、地方公共団体並びに指定公共機関及び指定地方公共機関は、国民の保護のための措置を実施するに当たっては、相互に連携協力し、その

的確かつ迅速な実施に万全を期さなければならない。

災害対策基本法及び国民保護法（抜粋）
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放送の「あまねく普及」について

参考：放送法第１条第１号、第20条第５項及び第92条（抜粋）
（目的）
第一条 この法律は、次に掲げる原則に従つて、放送を公共の福祉に適合するように規律し、その健全な発達を図ることを目的とする。

一 放送が国民に最大限に普及されて、その効用をもたらすことを保障すること。

（業務）
第二十条
５ 協会は、中波放送と超短波放送とのいずれか及びテレビジョン放送がそれぞれあまねく全国において受信できるように措置をしなければなら

ない。

（基幹放送の受信に係る事業者の責務）
第九十二条 特定地上基幹放送事業者及び基幹放送局提供事業者（電波法の規定により衛星基幹放送の業務に用いられる基幹放送局の免

許を受けた者を除く。）は、その基幹放送局を用いて行われる基幹放送に係る放送対象地域において、当該基幹放送があまねく受信できるよう
に努めるものとする。

民放 ＮＨＫ

「努力義務」

民間企業の経営上可能な範囲で、その放送対象地域
においてあまねく受信できるよう、最大限に努力

「義務」

受信料を充てることにより、全国においてあまねく
受信できるように措置（衛星放送経由による再送信
を含む）

実態

中継局数（関東広域圏）：１５９局

実態

中継局数（関東広域圏）：１６７局

違反に対する罰則

なし

違反に対する罰則

なし

 携帯電話の基地局やV-Highマルチメディア放送の放送局等、同一の者が相当数開設する必要がある
無線局（特定基地局）については、開設計画（基地局の整備計画）の認定を受けた事業者のみが特定
基地局の免許申請が可能。【電波法第27条の17】

 開設計画の認定は、以下の手順を経て行うこととされている。【電波法第27条の12・第27条の13】

①総務大臣が開設指針（割当方針）を公示［電波監理審議会への諮問・答申が必要］
②開設計画の申請の受付
③開設指針に照らして審査・認定［認定は電波監理審議会への諮問・答申が必要］

特定基地局の開設計画
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特定基地局開設指針におけるカバー率（５年目時点）

開設指針の対象（目的） 策定 周波数帯 求められている主要なカバー率

放
送

V-Highマルチメディア放送の導入 H22. 4.23
207.5-

222MHz
90% （全国の世帯カバー率）

通
信

広帯域移動無線ｱｸｾｽｼｽﾃﾑ(BWA)の高度化 H25. 5.24 2.5GHz帯 50%
（総合通信局等毎の人口（メッシュ）

カバー率）※１

3.9世代移動通信システムの普及※２ H23.12.14 900MHz帯 50%
（総合通信局等毎の人口（市町村）

カバー率）※１

3.9世代移動通信システムの導入 H21. 4. 3
1.5GHz帯

1.7GHz帯
50% （総合通信局等毎の人口（市町村）

カバー率）

広帯域移動無線ｱｸｾｽｼｽﾃﾑ(BWA)の導入 H19. 8.10 2.5GHz帯 50% （総合通信局等毎の人口（市町村）

カバー率）

第３世代移動通信システムへの新規参入 H17. 8.11
1.7GHz帯

（全国バンド）
50% （総合通信局等毎の人口（市町村）

カバー率）

※１ ４年後の年度末（５年以内の最後の年度末）まで
※２ 900MHz帯及び700MHz帯（H24. 4.17策定）においては、７年後の年度末の人口（市町村）カバー率で80％となることが求められている

放送の「世帯カバー」率の考え方 通信の「人口カバー」率の考え方

カバーエリアに含まれる世帯数のみを分子
に合算。

一定の基準を満たす場合、カバーエリア外の人口数も分子に合算。
①人口（市町村）カバー率

ある市町村に関し、その市町村の全ての市町村事務所等（市役所・町村役場
及びその出張所）が人口カバーエリアに含まれる場合は、その市町村の総人
口（カバーエリア外の人口を含む。）を分子に合算。

②人口（メッシュ）カバー率
全国を約５００メートル四方のメッシュに区切り、あるメッシュに関し、そのメッ
シュの面積の過半（５０％超）がカバーエリアに含まれる場合は、そのメッシュの
総人口（カバーエリア外の人口を含む。）を分子に合算。

Ｘ市（世帯数10万・人口20万人）

カバーエリア
（世帯数７万・
人口14万人）

市町村事務所等

・A事業者はX市の７０％の世帯をカバー
・A事業者はX市の全ての市町村事務所等をカバー

放送の「世帯カバー」率と通信の「人口カバー」率の定義の違い

注：V-Highマルチメディア放送においては、放送のユニバーサル責務及び民放に係るあまねく普及努力義務等を勘案し、通信
分野で採用されている「人口カバー率」の指標を採用せず、従前より放送分野で採用されている「世帯カバー率」の指標を用
いている。

Ｘ市における
・A事業者の放送の「世帯カバー率」：７０％
・A事業者の通信の

「人口（市町村）カバー率」：１００％

・A事業者はYメッシュの８０％の世帯をカバー
・A事業者はYメッシュの６０％の面積をカバー

Ｙメッシュにおける
・A事業者の放送の「世帯カバー率」：８０％
・A事業者の通信の「人口（メッシュ）

カバー率」：１００％

（例１）A事業者のX市におけるカバーエリアの状況 （例２）A事業者のYメッシュにおけるカバーエリアの状況

カバーエリア

Ｙ

・A事業者はYメッシュの８０％
の世帯をカバー

・A事業者はYメッシュの６０％
の面積をカバー
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○ 携帯端末向けマルチメディア放送の実現に向けた制度整備案についての意見に対する考え方（抜粋）
・意見募集期間：平成22年２月４日～平成22年３月５日
・公表日：平成22年４月14日

提出意見【提出者名】 意見に対する考え方

該当箇所におけるそれぞれの世帯カバー率の事項について、その要求レベルを
上げることは、特定基地局の設備投資の負担が大きくなり、その投資負担の回収
を厳密に行うほどに、結果的にエンドユーザの受信するための料金負担額の上昇、
番組視聴のための料金上昇や番組提供事業者の委託放送事業者に対する負担
料金の上昇、などを招くこともあり得るため、電波利用可能エリアとそのエリアで真
に受信者の需給ニーズにマッチするよう、考慮されるべきと考える。そのため、該
当箇所で要求される世帯カバー率の基準を緩和するか、受託放送事業者の投資
負担に耐えられる程度に段階的に引き上げられるような事が望ましいと考える。
昨今、携帯通信事業者の経営破綻等が発生しているように、過度な世帯カバー率
の要求によって、受託放送事業者が後に万が一破綻するような事態になると、エ
ンドユーザおよび委託放送事業者や番組供給者が困窮するだけである。

【一般社団法人モバイル・コンテンツ・フォーラム※】

携帯端末向けマルチメディア放送の実現にあたっては、放送が最大限に普及され、
できる限り多くの国民がそのメリットを享受できる環境を整備することを確保するた
め、受信エリアのカバー率について一定の基準を定めることが必要と考えていま
す。
こうした中、ご意見にあるような点も考慮に入れ、全国の世帯カバー率について、
３年以内に５０％以上、５年以内に９０％以上になるように、と段階的な基準を設定
しているものです。

※ 一般社団法人モバイル・コンテンツ・フォーラムとは、株式会社NTTドコモ、KDDI株式会社及びソフトバンクモバイル株式会社等を会員社とする一般社団法人

（参考）特定基地局の開設指針における放送の世帯カバー率（90%）について

○ 携帯端末向けマルチメディア放送サービス等の在り方に関する懇談会報告書（抜粋）
・公表日：平成20年７月15日

マルチメディア放送は、国民の携帯端末向けの新たな情報ニーズに応える放送であるため、基本的には、サービスエリアであまねく受
信できるようにすることが望ましい。このことは、「放送が国民に最大限に普及されて、その効用をもたらすことを保障すること」（放送法
第1条）という現行制度を前提として、「放送用」に周波数が割り当てられた趣旨にも資すると考えられる。

～中略～

マルチメディア放送については、従来の地上放送と同様に（注１）、より多くの国民にサービスが提供されるよう、当該放送を行う事業者
には、サービスエリアにおいて「あまねく受信」できるように努めることを求めることが適当である。こうした努力義務に加え、「開始5年後
に90％以上の世帯カバー率を実現すること」を、例えば、事業参入の際の条件にすること等により制度的に確保することも考えられる。

（注１） 放送法は、放送の普及を確保するため、「放送事業者（略）は、その行う放送に係る放送対象地域において、当該放送があまねく受信できるように努めるも
のとする」旨を規定し（第2条の2第6項）、地上テレビジョン放送（アナログ）は約100％、超短波放送は約89％、中波放送は約95％の世帯カバー率を確保している
（いずれも民放）。

第３章 周波数の割当て
１ サービスエリアにおける世帯カバー率

３．207.5MHｚ以上222MHｚ以下の周波数を使用する特定基地局の開設に関する指針案

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度

単位：％

V-Highマルチメディア放送のカバレッジ計画（８０％を超える全国世帯カバー率達成の困難性）

全国世帯カバー率１％増
に必要な投資額

251億円

全国世帯カバー率

累積投資額

全国世帯カバー率が８７％を超える２０１４年度以降は、単位投資額（全国世帯カバー
率を１％増加するために必要な投資額）が極端に増加することとなる。

1.2億円

6.3億円 6.8億円

21.6億円

45.8億円

73％

60％

87％

91％

92％

70億円

155億円

333億円

388億円

50％

80％

90％

（初年度）

全国世帯カバー率
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【周波数再編後】

地デジ後の跡地を使用したサービスに係る電波利用料の特別な負担の有無

【周波数再編前】

90～108MHz帯
（1～3ch）

170～222MHz帯
（4～12ch）

470～770MHz帯
（13～62ch）

アナログ
テレビ放送

アナログ
テレビ放送

アナログテレビ放送
デジタルテレビ放送

VHF帯

108 207.5 22290

デジタルテレビ放送
（13～52ch）

携帯電話
（端末）

V‐Low

（放送）

UHF帯

202.5

自営通信

（公共ブロードバンド）

V‐High

（放送）

ITS

470 710 718 748 773

○ 放送事業者に係る特性係数１／４を適用せず。
（理由） マルチメディア放送等の地デジ移行後の空き周波数帯を使

用する免許人は、他の免許人以上に多額の費用を要する
地デジ移行対策の受益に対する負担を行うことが適当。

○ 特別な負担なし○ 特別な負担なし

170

･･･

･･･

○ 特別な負担なし
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ホワイトスペースの利活用

放送用などある目的のために割り当てられているが、地理的条件や技術的条件によって他の
目的にも利用可能な周波数。

「ホワイトスペース」とは

混信を与える

ホワイト
スペース
利用可能
（青の部分）

ホワイト
スペース
利用不可

混信を
与えない

混信を
与えない

放送に混信を
与えない場所
を見つける

放送用の目的
で使用

放送用の目的で使用

13 ・・・・ 18 19 20  21  22  23  24  25  26  27  28  29      ･････ 33･ ･ 35    ･････ 52

八王子
上恩方

永
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みなと
みらい

近傍の
中継局
等の例

釜
利
谷

成
田

13 ・・・・ 18 19 20  21  22  23  24  25  26  27  28  29  30  31  32

東京親局のチャンネル割当て

前
橋

地上デジタル放送用ＵＨＦ帯のチャンネル（13～52ch）

【東京都千代田区の例】

他の放
送局の
例

横
浜

千
葉

浦
和

ホワイトスペースを見つけられる可能性のある周波数

地上デジタル放送が受信できないチャンネル

地上デジタル放送への混信を考慮

○ 各地域ごとに、その地域で放送用に使用されているチャンネルは異なる

○ ホワイトスペースの利用については、放送用の周波数帯であれば、放送に混信を与

えないことが必要。周波数ごとに放送用に使用されているエリアを確認し、その隙

間の中で、混信を与えない場所を見つけることができれば、ホワイトスペースとし

て利用が可能となる

エリア放送型システムの例

・エリア放送

・特定ラジオマイク

・災害対策ロボット等 ： 今後検討

制度化済

ＵＨＦ帯のうち地上デジタル放送用周波数帯（470MHz～710MHz）のホワイトスペースの利用については、複数のシステムが

提案されている。このため、様々なシステムがホワイトスペースを共用するために必要となる技術面、制度面及び運用面におけ
る方向性をまとめ、「ホワイトスペース利用システムの共用方針」として取りまとめたもの。

背景

共用方針の概要

１ 地上テレビジョン放送
２ 特定ラジオマイク（注１）
３ エリア放送型システム、センサーネットワーク、災害向け通信システム等のホワイトスペース利用システム（注２）

１．ホワイトスペース利用システム間の割当て上の優先順位

（注１） 特定ラジオマイクは、移動通信システムの利用拡大等に対応するため、ホワイトスペース又は1.2GHz帯に移行することを検討することとされて
いる（周波数再編アクションプラン（平成23年９月））。他周波数帯からの移行であり、現帯域と同水準の利用の確保が必要であることから、他の
ホワイトスペース利用システムよりも優先的に取り扱う。

（注２） このほかホワイトスペースを利用するシステムとして無線ブロードバンドシステム等、様々なシステムの導入の検討がなされる場合には、同等の
取り扱いをすることが適当

２．運用調整による共用の実現
・上記１．のシステムでホワイトスペースの周波数を共用し周波数の有効利用及び混信防止を担保するため、

運用調整を行うことを検討。
・平成24年度中は特定ラジオマイクとエリア放送型システムとの共用のない形で免許付与。

→これを受け、平成24年８月にホワイトスペース推進会議に「ホワイトスペース利用作業班」をおき、
運用調整の仕組み等について検討し、とりまとめ、平成25年１月に、ホワイトスペース推進会議として
「ホワイトスペース利用システムの運用調整の仕組み 最終とりまとめ」を公表

（平成24年1月 ホワイトスペース推進会議取りまとめ）ホワイトスペース利用システムの共用方針

61



 

62



 63

Ⅱ．ヒアリング実施者の提出資料 

（ヒアリング実施順） 
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配布資料（愛媛県鬼北町）                    平成２５年５月１７日作成 

 

電波利用料の見直しに関する意見 検討課題：その他 電波利用料の免除について 

 

１．鬼北町の概要 

 愛媛県の南西部、人口１１，４２４人、世帯数５，１１２世帯（平成２５年４月１日現在）、面積

２４１．８７ｋ㎡の町である。周囲を四国山地の１，０００ｍ級の急峻な山々に囲まれた典型的中山

間地域で、日本最後の清流といわれる四万十川の上流域に位置し、広見川、三間川、奈良川などいく

筋もの河川が町内を縦横に流れ、その川沿いに国道、県道や町道が走り、山裾に集落が点在する。 

 

 当町は、東南海・南海地震の防災対策推進地域に指定されており、今後３０年以内に６０％以上の

確率で発生するといわれる東南海・南海地震の発生に備え、山間部の土砂災害対策、住宅密集地の地

震による大規模火災対策、公共施設等の耐震化対策など地域の実情に応じた防災対策事業を推進して

いる。今回の意見提出の発端となっているデジタル同報系防災行政無線の整備も、この防災対策事業

の一環である。 

 

 

 

 鬼北町 Homepage 

 http://www.town.kihoku.ehime.jp/ 

 

 鬼北町 Facebook 

 https://www.facebook.com/kihokukankou 

 

 鬼北町ゆるキャラ 

 きほくん（写真左）、きじの助（写真右） 
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２．鬼北町デジタル同報系防災行政無線整備事業の概要 

 ①目 的 大規模災害時の防災情報通信手段であり、被災地域の状況や避難場所等との正確な情報

共有手段としても有効であるデジタル同報系防災行政無線を整備する。 

 ②内 容 親局１局（同一敷地建物内に子局１局を含む。）、中継局２局、 

      子局１１０局（双方向送信・アンサーバック機能有） 

 ③期 間 平成２４年度及び平成２５年度 

 ④場 所 鬼北町全域 

 ⑤費 用 ６５０，０００千円 

 ⑥財 源 国土交通省 社会資本整備総合交付金（補助率１／２）及び過疎債 

 ⑦背 景 当町は、「ＩＰ告知放送システム」による有線での情報伝達環境を整備しており、通常

の防災情報等は主にこれにより住民へ伝達している。しかしながら、先の東日本大震災

の教訓等により、有線と無線とによる情報伝達環境の冗長化とでもいうべき整備が必要

と考える。 

 

 【事業後】 

 ⑧電波利用料見込 １１４局×３１，８００円×１／２（半額免除） 

          ＝１，８１２，６００円（年額） 

 ⑨電波利用見込  大規模災害がない限り訓練が主。（災害はないほうがよい。） 

 

 

３．防災行政無線の電波利用に対する「鬼北町」としての考え方 

 ①ＩＰ告知放送システムの大規模災害時向けのバックアップ的存在 

 ⇒情報伝達環境の冗長化。大規模災害時の利用。常設であるが限定的。 

 ⇒東日本大震災の教訓を生かす必要がある。 

 

 ②大規模災害時に、現場の住民に直接に対応できるのは、防災行政無線 

 ⇒国の「専ら非常時における国民の安全・安心の確保を直接の目的とする無線局」という位置付け

の電波利用（目的）とまったく変わらない。 

 ⇒国と地方がともに災害対応に当たる必要があり、地方公共団体として、また、国の責務の一端を

担う一地方組織として、電波利用する。 

 

 ③「消防用、水防用」と「防災行政用」との相違はない 

 ⇒災害時は、消防用・水防用・防災行政用関係なく災害対応のため防災行政無線を利用する。 

 ⇒「防災行政用」において、消防及び水防の主力を担う消防団（＝水防団）及び自主防災組織との

情報伝達を行う。 

 

 ④免許人の受益 

 ⇒防災行政無線は、町が直接に益を得るものではない。住民の財産・生命を守り、住民が益を得る

もの。 

 ⇒民間事業者がサービスするテレビ、携帯電話やインターネットの電波利用とは異なる。 

 

 

４．電波利用料に対する「鬼北町」としての意見（結論） 

 ①防災行政無線に係る電波利用料は、全額免除とすべきである。 

 ②「防災行政用」という免除の枠組の在り方について検討が必要。 
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Satellite Operator (FSS*1) Country Fiscal 2011 
Revenue*2 Satellites*3 Fiscal 2010 

Revenue*2

1 Intelsat Luxembourg 2,588 58 2,540

2 SES Luxembourg 2,245 50 2,300

3 Eutelsat France 1,690 28 1,480

4 Telesat Canada 808 13 821

5 JSAT
( )

*4 703 16 *5 649

6 SingTel Optus Australia 322 5 286
*1 Fixed-Satellite Service .
*2 
*3 2012 7 2 SPACENEWS
*4 US$1=82.14
*5 US$1=83.15

( : US$ in millions)
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電波利用料の見直しに関する検討会（第１回）議事要旨 

 

１ 日時 

  平成 25 年３月４日（月） 13 時 30 分－15 時 00 分 
 
２ 場所  

  総務省７階 省議室 
 
３ 出席者 

（１）構成員（敬称略） 

（座長）多賀谷 一照、（座長代理）森川 博之、飯塚 留美、関根 かをり、土井 美和子、 

柳川 範之、湧口 清隆、吉川 尚宏 
   

（２）総務省 

吉良総合通信基盤局長、武井電波部長、安藤総合通信基盤局総務課長、 

竹内電波政策課長、荻原電波利用料企画室長、南大臣官房審議官 

 

（３）事務局 

総合通信基盤局電波部電波政策課電波利用料企画室 
 
４ 配布資料 

資料１－１ 「電波利用料の見直しに関する検討会」開催要綱（案） 

資料１－２ 電波利用料制度の概要等 

資料１－３ 電波利用料の見直しに関する意見募集の実施について（案） 

資料１－４ 検討の進め方（案） 

参考資料１－１ 平成２３年の電波利用料の見直しに関する基本方針 

参考資料１－２ 平成２３年の電波利用料見直しに係る料額算定の具体化方針

参考資料１－３ 電波利用料を負担している主な免許人について 
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５ 議事概要 

（１） 吉良総合通信基盤局長 挨拶 

   吉良総合通信基盤局長から開会の挨拶が行われた。 

（２） 構成員の紹介 

事務局より構成員が紹介された。 

（３） 電波利用料の見直しに関する検討会の開催要綱（案）について 

資料１－１に基づき、事務局から説明が行われ、案のとおり承認された。 

（４） 座長の選任及び座長代理の指名 

座長に多賀谷構成員が選任され、座長代理に森川構成員が指名された。 

（５） 議事 

① 電波利用料制度の概要等について 

資料１－２に基づき、事務局から説明が行われ、その後、事務局の説明に対し、構成員と

質疑応答が行われた。概要は以下の通り。 
 
（吉川構成員） 

防災用のデジタル無線について、補助率はどの様に今後適用されるのか。モラルハザー

ドが起きないように余力のあるところは自分たちでなるべく出すような方式を取られてはどう

か。 
 
（総務省） 

補助率については法律が可決、成立した後に交付要綱の中で定めていくことになる。 

モラルハザードの問題については、財政力の低い自治体から優先して採択をするというよ

うな考え方で対応していきたい。 
 

② 電波利用料の見直しに関する意見募集の実施について 

（ⅰ）資料１－３に基づき、事務局から説明が行われ、その後、事務局の説明に対し構成

員と質疑応答及び意見交換が行われた。概要は以下の通り。 
 
（湧口構成員） 

電波利用共益事務について詳しい説明がなく、地デジ対策の国庫債務負担行為の歳出が

これからも３００億円ずつ、３年間続くという情報が突然出されている。これでは、意見を頂く

際に歪みがでてしまうのではないか。事務の内容について、きちんと説明をした方が良いの

ではないか。 
 
（総務省） 

事務の内容がわかるよう、例えばＷＥＢサイトではリンクを貼るなど参考資料を工夫する。 
 

（吉川構成員） 

Ｍ２Ｍについて大きく分けて三つの論点がある。 

１つ目はトラヒックが多くないスマートメーターのシステムに対してどれくらいの料額を課す
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のかという点。 

２つ目は常時ローミングというものが出てきた場合どう対処するのかという点。また、エンベ

デッドＳＩＭや、エンベデッドＵＩＣＣと言われる、海外からリモートでＳＩＭ情報を書き換えられる

ようなテクノロジーが出てきているが、このような場合に電波利用料は何に対してどの時点で

課すのかという点。 

３つ目は経済的価値の算定をどのように行うかという点。例えば、３年間を見通した場合、

本当にオークションは無いという前提で計算をするのかどうか。 

財政的な状況が厳しい中、英国では、第４世代携帯電話のオークションで思った程の収益

をあげられなかったので、電波利用料を値上げしようという方向で動いていると聞いている。 
 
（座長） 

無線ＬＡＮに対する電波利用料徴収について記載があるが、このような書きぶりでは家庭

にあるような一般的な無線ＬＡＮについて利用料を取るのかと誤解するかもしれない。専門家

でない人達に配慮した書き方をしなければならない。 

それから、経済的価値については、電波利用料における経済的価値とオークションの場合

の経済的価値は違うものであり、書き分けるのはなかなか難しい。電波利用料の趣旨を考え

ると、国の財政問題の対処のために充てられるものではないということを踏まえて議論をして

いった方が良いのではないか。 
 
（土井構成員） 

資料１－３の３ページでは、「スマートメーター等のＭ２Ｍシステム」とまとめられているが、

スマートメーターは電力がひっ迫した際に人間の制御が入るもの。また、センサーネットワー

クや防災行政無線のアンサーバックについては、純粋に機械同士が自動的に通信を行う場

合と、オペレータの制御が入ってくる場合がある。このため、これらのシステムは機械同士の

通信だけにとどまるものではなく、書き方を見直す必要がある。 
       

（総務省） 

純粋に機械同士が通信を行う場合と人間の制御が入る場合を分けて書くよう見直す。 
 
（座長） 

Ｍ２Ｍは無線局をどう捉えるかという大きな話になる。この検討会では最終結論まではい

かなくても、意見は出したい。 
 
（飯塚構成員） 

資料１－２の１０ページでは、新たな電波利用システムとして、様々なシステムが例示され

ているが、災害対応のシステムの研究開発も例の一つとして示したほうが良いのではないか。

災害時における無人システムは、複数のシステムや周波数を組み合わせたものになり、開

発のハードルは高いが、イノベーションの要因になるのではないか。 
 

（総務省） 

資料１－２の９ページに、現在取り組んでいる研究開発課題を紹介しているが、ご指摘の
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箇所にも災害時に利用する無線システムのイメージを追加する。 
 
（ⅱ）意見を踏まえて資料を修正し、意見募集することが了承された。資料の修正については、

座長に一任されることとなった。 
 

③ その他 

（ⅰ）資料１－４に基づき、事務局より今後のスケジュールについて説明が行われた。構成

員より次期電波利用料について意見が述べられた。概要は以下の通り。 
 

（飯塚構成員） 

今後、世界的に見ると周波数を複数人で、あるいは地理的に共用する使い方が主流にな

っていくと考えられることを踏まえると、共用条件の検討や共用技術の開発をしなければなら

ず、この費用負担が増えてくるのではないか。 

国民の安心安全や人命救助、災害救助に関わる複雑な無線システムの実用化など優先

順位の高いものから、無線システムの技術開発や実用化の費用に少しでも活用できればい

い。 
   
（関根構成員） 

周波数移行のための料額設定について、単純にアナログだからデジタルにするということ

ではなく、アナログのまま使用する方が適したシステムもあると思う。技術的な背景などを考

慮しながら検討を進めていくべき。 
 
（土井構成員） 

スマートメーターやＭ２Ｍシステム等の新しいシステムの料額に関してどのように考えてい

くかというのは、今回だけの課題ではなく、検討し続けないといけないこと。前向きに考えてい

きたい。 

また、周波数をひっ迫対策のために研究開発を引き続き実施していくべきであると考えて

いる。 
 
（座長代理） 

周波数は非常に経済的価値の高いものであり、アメリカでは政府保有の周波数を解放す

る動きがある。経済あるいは産業に対して、周波数に関する情報をとにかく表に出していって、

新しい産業の創出に繋げていくといったことが必要である。 
 
（湧口構成員） 

免許は「再免許」というより「更新」というイメージがある。このような中、どう新規参入者を

入れていくか、あるいは、既存の免許人を自発的・強制的にどう入れ替えさせるのか。この仕

組みを電波利用料制度の中でどう作るのかが重要と考えている。この点も踏まえて経済学

的に見た時にどういう視点があるのか意見を述べていきたい。 
 
（吉川構成員） 

電波利用料制度は、Ｍ２Ｍの常時ローミングやエンベッテッドＵＩＣＣの問題といった、グロ
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ーバル化の問題抜きに語れなくなっている。そういう意味で検討会の中で電波利用料の国際

比較を行いたい。 
 

（ⅱ）第２回会合は、平成 25 年４月５日に開催することが事務局より周知された。 

 

以上 
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電波利用料の見直しに関する検討会（第２回）議事要旨 

 

1 日時 

  平成 25 年４月５日（金） 14 時 00 分－16 時 00 分 

 

2 場所  

  総務省７階 省議室 

 

3 出席者 

（１） 構成員（敬称略） 

（座長）多賀谷一照、（座長代理）森川博之、飯塚留美、高田潤一、林秀弥、 

湧口清隆、吉川尚宏 

 

（２）総務省 

柴山総務副大臣 

吉良総合通信基盤局長、武井電波部長、安藤総合通信基盤局総務課長、 

竹内電波政策課長、荻原電波利用料企画室長 

 

（３）事務局 

総合通信基盤局電波部電波政策課電波利用料企画室 

 

4 配布資料 

資料 2-1 諸外国の電波利用料制度概況【飯塚構成員】 

資料 2-2 電波利用料制度の経済学的な考え方【湧口構成員】 

資料 2-3 電波利用料制度に関する論点【吉川構成員】 

参考資料 2-1 電波利用料の見直しに関する検討会（第１回）議事要旨 

参考資料 2-2 主要国の電波利用料等の概要 
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5 議事概要 

（１）構成員からのプレゼンテーション 

資料２－１に基づき飯塚構成員から、資料２－２に基づき湧口構成員から、資料２

－３に基づき吉川構成員から発表が行われた。 

その後、質疑応答及び意見交換が行われた。概要は以下の通り。 

 

（林構成員） 

新市場の立ち上げ期において、「新規事業への参入促進」という競争政策や電波

の有効利用の面にかんがみて、「新規事業による電波の有効利用」という目的に着

目した、新規事業者への電波利用料の軽減措置が図られてもしかるべきではない

かと考えるが、公平性、あるいは国民利便の増大という効率性の観点からどのよう

に考えれば良いか。 

 

（湧口構成員） 

帯域課金が導入される前の電波利用料制度では、電波利用料負担は、端末数に

比例するため、収入基盤がしっかりしていない時には負担額が少なくてすんだ。この

ように端末数に比例させていけば、新規参入者にとっても問題無い料額となる。 

一方で、帯域課金により周波数を効率的に利用させる観点も必要であり、これを

どのように反映させるかは価値観が入るもの。例えば、本当に混雑している帯域な

のか、混雑していない帯域なのかで適用を区分するのも一つの案である。 

 

（座長） 

端末の数に応じた課金は、端末を増やせば増やす程、負担が増える一方、完全

に帯域課金一本にすると今度は新規参入に対する障害になる。これらの案配をどう

するかということが課題。 

 

（高田構成員） 

諸外国における２次的な周波数アクセスに関する考え方はどのようなものか。ま

た、日本において２次的な周波数アクセスは進められていくのか。 

 

（飯塚構成員） 

米国では、国の使用している周波数の共用が推進されており、技術的に可能かど

うかも含めて研究開発が進められている。国防省も、商用利用を最終的な目的とし

て積極的に研究開発を行っている。英国も同様に周波数共用を推進している。 

日本においても、ニーズがあれば進んでいくのではないか。 
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（座長） 

米国と日本では、電波利用の環境に違いが２つある。１つは国土の広さによる周

波数の混み具合。もう 1 つはホワイトスペースを導入した場合の干渉問題への考え

方であり、日本ではあらかじめ干渉がないように十分に精査をした上で免許するが、

米国はおおまかな検討で問題がなければ免許をして、問題が生じれば後から調整

するという考え方をとっている。米国において、こういった考え方が国防関係の無線

で引き続き取り得るか、多少疑念はある。 

 

（高田構成員） 

今後も、従来どおり、基本的には専用の帯域幅を与えるというような方向性で周

波数割り当てが進められていくという前提で議論を進めるべきか。 

 

（竹内電波政策課長） 

現在でも帯域を専用することが基本であるが、共用している帯域もある。たとえば、

公共業務用無線に隣接した帯域を、エリア制限をかけた上で電気通信事業者が使

用する場合などは、料金上の軽減措置、つまり特性係数を適用して１／２をかけて

いる。こういった考え方について、今後共用帯域が増えていくということを見越すと、

どうしていくかという論点はあろうかと思う。 

 

（林構成員） 

吉川構成員の資料に関して、新規市場立ち上げ期における事業活動に影響を及

ばさないような料額の考え方について、具体的にどういうものがあるか。 

 

（吉川構成員） 

新規参入を促すということを意識して作った資料ではないが、携帯電話会社の料

金プランのように最初は端末数に比例していって、一定額で頭打ちするような斬新

な電波利用料体系が考えられるのではないか。 

 

（座長） 

オークションの料金は最初から一番高いところに設定している。料金上の上限額

が最終的にそこまでいけば、電波利用料もオークションと同じようなイメージになるも

のと思われる。 

Ｍ２Ｍについては、免許不要局もある中で、全体として考える話である。また、ロ

ーミングについては、有線の場合は事業者間で料金を相殺する話だと思うが、携帯

電話については、接続料金をどのように考えていくのかという問題であると思う。 



163 

 

 

（森川構成員） 

周波数の有効利用を図るには価格メカニズムが重要である。ＡＩＰでは具体的にど

ういった方法で料金を設定しているのか。 

 

（飯塚構成員） 

英国については７ページにも記載しているが、１ＭＨｚ幅あたりのベースとなる金額

があり、それにカバーエリア等の指標を考慮して帯域毎、免許毎に算出する。計算

自体は非常に多くの係数が入ってくる。フランスも同様である。 

 

（吉川構成員） 

ＡＩＰについて実際にモデルを作ったことがあるが、かなり複雑なモデル。例えば、

３Ｇが無い擬似的な状況を想定して、その場合に要する２Ｇに対する追加費用が３Ｇ

のバリューであるというモデルを専門家、経済学者を呼んで作っていた。日本でもし

仮に導入しようとしたら計算だけで１年かかるような代物。 

 

（湧口構成員） 

飯塚構成員の作られた７ページ目のＡＩＰ適用プロセスのところに書いてあるとおり

だが、一番根底になるのは、この帯域を最も有効に使う技術や利用者を行政機関が

設定することである。この点が、ＡＩＰを適用するときに一番大きな問題点になってくる

のではないか。 

それから、先ほどの吉川構成員のインセンティブについて、例えばプレゼンテーシ

ョンで触れた英国の灯台使用料の場合では、船の大きさ・入港回数に応じた使用料

ではあるが、いずれも一定以上の大きさや入港回数になると定額となる。 

 

（飯塚構成員） 

ＡＩＰについて補足だが、仏国では、２Ｇで使われていた 900MHz と 1800MHz をＬＴ

Ｅに使うこととなり、ＬＴＥの利用に則した電波使用料が先月、決められた。この際、１

KHz 当たりの単価が、２Ｇであれば 571 ユーロだったものが、４Ｇでは 3231 ユーロと

なり、価値としては約６倍に伸びている。 

 

（座長） 

今の話は、２Ｇを一般道路、４Ｇを高速道路と置き換えると、高速道路では、その

建設費用や利便性の対価を徴収している、といったような話になるだろう。 

 

（２）その他 
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第３回会合は平成 25 年４月 22 日（月）に、第４回会合は５月 13 日（月）に、第５回

会合は５月 27 日（月）に開催することが事務局から周知された。 

 

以 上 
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電波利用料の見直しに関する検討会（第３回会合）議事要旨 

 

1 日時 

  平成 25 年４月 22 日（月） 10 時 00 分－11 時 50 分 

 

2 場所  

  総務省７階 省議室 

 

3 出席者（敬称略） 

（１）構成員（敬称略） 

（座長）多賀谷一照、（座長代理）森川博之、飯塚留美、北俊一、関根かをり、 

高田潤一、林秀弥、柳川範之、湧口清隆、吉川尚宏 

 

（２）意見提出者（発表順） 

(株)ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ(株)、ＵＱコミュニケーションズ(株)、 

ソフトバンクモバイル(株)、イー・アクセス(株)、(株)ウィルコム 

 

（３）総務省 

柴山総務副大臣、橘総務大臣政務官、 

吉良総合通信基盤局長、武井電波部長、安藤総務課長、竹内電波政策課長、 

田原移動通信課長、荻原電波利用料企画室長、南大臣官房審議官 

 

（４）事務局 

総合通信基盤局電波部電波政策課電波利用料企画室 

 

4 配布資料 

資料 3-1 第３回電波利用料の見直しに関する検討会提出資料 

【㈱ＮＴＴドコモ】 

資料 3-2 電波利用料の見直しに関する意見【ＫＤＤＩ㈱】 

資料 3-3 電波利用料の見直しについて【ＵＱコミュニケーションズ㈱】 

資料 3-4 電波利用料の見直しに関する意見【ソフトバンクモバイル㈱）】 

資料 3-5 電波利用料の見直しに関する検討会事業者ヒアリング 

【イー・アクセス㈱】 

資料 3-6 電波利用料の見直しに関する意見【㈱ウィルコム】 

資料 3-7 電波利用料の見直しに関する意見募集の結果【事務局】 

参考資料 3-1 電波利用料の見直しに関する検討会（第２回）議事要旨 
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5 議事概要 

（１） 意見提出者からのプレゼンテーション 

資料３－１から資料３―６に基づき、意見提出者からプレゼンテーションが行われ

た。 

その後、質疑応答及び意見交換が行われた。内容は以下の通り。 

 

（高田構成員） 

携帯電話端末１台毎に課せられている電波利用料というコストについて、利用者

からどのような形で徴収しているのか。 

また、２点目として、携帯電話事業者にはユニバーサルサービスの課金がされて

いるが、そのことと公共性との関係について教えて頂きたい。 

 

（ＮＴＴドコモ） 

携帯電話のサービス料金は全体のコストをどのように負担するかを踏まえて設定

する。携帯電話に係る電波利用料は、端末毎の料額と、帯域毎の料額が設定され

ており、そのトータルを電波利用料によるコストとして考えている。そのため、端末毎

の料額に応じて利用者一人当たりいくらというような考え方でサービス料金を算定し

ているわけではない。 

  

（ＫＤＤＩ） 

考え方はＮＴＴドコモと一緒である。電波利用料全体としては、利用者から負担し

て頂いているが、毎月の料金の請求書において電波利用料として徴収しているわけ

ではない。 

しかし、社内の事業別の採算管理では端末毎の電波利用料の計算をしており、Ｍ

２Ｍのような新たなものをやろうとした時に、個別の採算管理で採算が合わないとい

う支障がでてくるので、端末毎の料額は見直して頂きたい。 

 

（ＵＱコミュニケーションズ） 

弊社も同様であるが、帯域の電波利用料については固定費扱い、無線局毎の利

用料については、変動費としているため、特に新たなサービスを入れる場合には、

一人一人、１台１台コストにペイするかどうかの料金設定上の根拠になっている。 

 

（ソフトバンクモバイル） 

各社と同じである。ただ、Ｍ２Ｍ等の新しい分野において、端末毎の電波利用料

負担が参入の障壁になっているので、帯域当たりの電波利用料１本化というのを強
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く推している。 

 

（イー・アクセス） 

各社と同じである。 

 

（ウィルコム） 

ＰＨＳの場合は携帯電話と違い、特定小電力無線局という免許不要局になってい

るので端末の電波利用料は課されていない。 

 

（竹内電波政策課長） 

ユニバーサルサービス料の考え方については、極端な過疎地の端末回線や公衆

電話の維持について、費用と収益の関係が著しく乖離している場合に、その部分を

固定回線・携帯も含めた全加入者にご負担頂く形でカバーするというものである。 

 

（林構成員） 

電波利用料の性格として、手数料的なものと使用料的なものの２つがあるが、各

無線局で均等割負担している前者のうち、電波監視や総合無線局監理システムの

運営費用など恒常的な業務については、引き続き、典型的な共益事務として、料額

と歳出の安定性に一定の配慮を行うことが必要であると考える。これを、帯域課金

への一本化や特性係数の改変をした場合に、現在の歳入とか、あるいは歳出規模

に大きな変化がでることも予想されうることから、激変緩和措置が必要ではないかと

考えるが、いかがか。 

 

（ＮＴＴドコモ） 

帯域課金に一本化し、安定的に必要となる費用は帯域課金の算定に反映するこ

とで、逆に安定化が図れるのではないか。 

 

（ＫＤＤＩ） 

ＮＴＴドコモと同じである。負担の仕方と使い方がセットなので、激変するような場

合は何らかの措置が必要かと思うが、基本的には必要な歳出に対して安定的な歳

入があるように仕組みを作るべきである。 

 

（ＵＱコミュニケーションズ） 

弊社も同様である。算定された歳出規模に見合う利用料とすべきであり、歳出に

激変があればその対応は必要だが、基本的にはあまり必要ない。 
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（ソフトバンクモバイル） 

前回、料額が大幅に増加する放送局については、一定の水準に料額をとどめる

等の配慮が必要という話があったが、負担は増加した。今回も同じように負担は増

加しても、放送と通信の料額のアンバランスを解消することが必要。 

 

（イー・アクセス） 

一定の配慮はある程度必要かもしれないが、特性係数といったアンバランスを無

くすことが大事である。 

 

（ウィルコム） 

各社から賛同を得られるようにするためには、激変緩和も必要である。 

 

（湧口構成員） 

UQ コミュニケーションズの資料について、新規参入者に対する軽減措置として、

現行の前払いの方式だと負担が大きいので、月単位や分納を可能とすべきという意

見がある。新規参入者に対する優遇措置として、このような形であれば負担軽減に

なるというお考えか。 

 

（ＵＱコミュニケーションズ） 

現行の制度では、電波を頂いて６ヶ月目から電波利用料がかかるが、サービス開

始まで設備構築に時間がかかり、また、収入がない中で一括納付はかなりきついの

ではないか。新規事業者だけ安くというのもあるとは思うが、既存事業者とのバラン

ス等の問題を考えると、月単位の分納が出来ればかなり負担が減るのではないか。 

 

（湧口構成員） 

携帯事業者各社が一斉に帯域課金の意見を出されているが、事業者から見た時

に、端末、基地局毎という単位で、電波の監視等の共益事務の業務によるメリットと

いうのを感じていないということか。むしろ、帯域単位で業務を行えば、個々の無線

局単位の話は大きな問題にならないとお考えか。 

 

（ＮＴＴドコモ） 

使途の規模に応じて料額の算定を行うので、帯域課金になったからといって、特

定の使途に使えないという類のものではないと理解している。 

 

（ＫＤＤＩ） 

無線局単位での課金については、同じ帯域でたくさん使う程、電波を有効利用し
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ているにも関わらず、負担する額が増えるというのはどうかという議論が過去にあり、

それを是正するために、帯域課金が出てきた。混信対策やデータベースの構築つい

ては、全体の中でやっていけばいいのではないかという認識である。 

 

（ＵＱコミュニケーションズ） 

歳出目的の問題というよりは、今後端末が増えた場合に、支払額が青天井で膨ら

んでいくというような取り方よりは帯域課金への１本化ということをお願いしているの

であり、使途を制限すべきという話をしているわけでない。 

 

（ソフトバンクモバイル） 

電波の有効利用を考慮した際に、帯域課金に１本化して、一定の帯域の中で増え

続ける無線局を収容するインセンティブが働いた方がいい。また、使途について帯

域１本化になったからといって、電波監視を疎かにするのは違う話である。 

 

（イー・アクセス） 

各社と基本的には同じである。帯域課金に１本化をしても十分にコストをまかなえ

るのではないか。 

 

（ウィルコム） 

基地局と端末は一体なので、端末だけの監視という考え方はないのではないか。 

 

（座長） 

常時ローミングといった端末のグローバルな利用がされた場合、端末毎の料額課

金は国際競争力という点で問題はあるか。 

 

（ＮＴＴドコモ） 

現在の制度で、外国の無線局から電波利用料を徴収する仕組みはないと認識し

ているが、利用形態の多様性を阻害するような仕組みは有益ではない。これについ

ては、帯域課金に統一するということでクリアできる問題である。 

 

（ＫＤＤＩ） 

意図的に海外のものを沢山日本に持ってきて使うということは悪意と捉えられる。

あとはＮＴＴドコモと同じ考え方である。 

 

（ＵＱコミュニケーションズ） 

同じ意見である。 
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（ソフトバンクモバイル） 

同じ意見である。 

 

（イー・アクセス） 

同じ意見である。 

 

（北構成員） 

放送の特性係数を定めた根拠として、放送は国民の生命、財産の保護に著しく寄

与するものであるということと、放送法の災害放送義務のほか、公職選挙法の関係

があったと記憶しているが、どうか。また、ネットでの選挙活動の解禁の話もあるが、

これを受けて今後考えなければならないことはないか。 

 

（竹内電波政策課長） 

放送の特性係数については、国民の生命財産の保護に必要な災害時の放送の

提供等、あまねく放送の役務提供が放送法上の規定として入っていることから特性

係数をそれぞれ２分の１としている。ただ、公選法のいわゆる政権放送等があるから

というようなことはいない。 

 

（吉川構成員） 

今回の電波法の改正で、地方公共団体の防災行政無線のデジタル化について、

電波利用料の使途の対象となるが、防災行政無線については、既に電波利用料を

負担しているという理解でよいか。また、そもそも国、地方公共団体はどのくらい電

波利用料を払っているのか。 

 

（荻原電波利用料企画室長） 

地方公共団体の防災行政無線については、料額を半額にしているものの、これま

でも徴収させて頂いている。国・地方公共団体からの徴収規模については、手元に

正確な数字はないが、おおむね８億ぐらいである。 

 

（座長） 

国・地方公共団体の場合には、ｂ群と理解してよいか。 

 

（荻原電波利用料企画室長） 

ａ群とｂ群の合計額が料額として決められている。 
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（座長） 

ＳＩＭの情報を遠隔で書き換えるといった技術動向をどういう風に捉えているか。 

 

（ＮＴＴドコモ） 

ＳＩＭを書き換えたとしても、事業者側の交換機データを書き換えないと通信できな

い仕組みになっている。そのため、遠隔で SIM の情報を書き換えると同時にその事

業者側の交換機のデータも書き換えていくというような仕組み作りをすることになる

ので、端末が何台運用されているかを把握する仕組みを構築することはできると思

われる。端末毎の電波利用料という考え方がある場合、このような仕組み作りを含

めてやっていかなければいけないが、帯域課金になれば、端末数を把握する必要

がなくなり、こういった複雑な仕組みを作る必要はない。 

 

（ＫＤＤＩ） 

既にＳＩＭの有無で、事業者によってカウントの仕方が違っていたりしているので、

帯域課金への一本化である程度整理はできる。ただし、帯域課金に一本化した場合、

携帯電話以外の無線局との整合性、公平性の問題というのは当然出てくるかと思う

ので、その点はご議論頂きたいと思う。 

 

（ＵＱコミュニケーション） 

弊社ではＳＩＭを使わずに、ＷｉＭＡＸ上で端末の情報を書き換えるという仕組みを

構築しており、ＳＩＭよりも利便性が高いと考えている。しかし、ＳＩＭ方式と弊社のよう

な電波を使った方式で、現行制度では徴収の差分が出ているという問題があるので

帯域課金で一本化して頂きたい。 

 

（ソフトバンクモバイル） 

ほぼ同じ意見である。帯域課金に一本化することによって解消できる。 

 

（イー・アクセス） 

基本は同じである。端末の利用料がある場合に、事業者としては、契約を契機と

するような形での対応もあり得るとは思うが、端末の利用料が無くなれば、そういう

問題も解消されるのではないか。 

 

（関根構成員） 

歳入と歳出のアンバランスに関して、携帯電話事業者の負担が歳入面でとても多

くて、歳出面で地デジ対策が大きいということで、携帯電話事業者の負担が多く見受

けけられるが、地デジを除いた使途のうち、携帯電話事業者に向けた歳出の割合は
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どれくらいか。 

 

（竹内電波政策課長） 

使途のうち、電波監視や、データベース管理などは、すべての無線局に関係してく

るため、按分の考え方をどうするかという問題がある。また、携帯電話等エリア整備

事業の６．４％、電波遮へい対策の２．７％は基本的には全て携帯電話事業者の行

う事業に対する補助金である。研究開発については、複数の免許人の業務にまた

がるようなものもやっている。こういったものについて個別に按分するのは困難。そう

いった意味で携帯電話事業者に向けた歳出を何％とお示しするのは難しい。 

 

（柳川構成員） 

各社の意見の中で、「安易に使途が追加拡大とならないように歳出規模、使途を

精査・抑制して」、というものがあるが、より具体的にどのような内容の歳出を精査・

抑制する必要があるとお考えか。 

→（各社意見なし） 

 

（飯塚構成員） 

使途については、周波数全体を有効に使おうといった時に、共用がこれからどん

どん進むことを鑑みる必要がある。イギリスでは、複数のシステムでの共用を想定し、

混信に強い受信機を開発しているケースもある。全体を考えた時にこのような受信

機のような分野にも研究開発費用を拠出することも検討が必要ではないか。 

 

（高田構成員） 

携帯電話事業者の帯域において、違法電波による電波障害がどのくらい起きて

いて、どのくらい電波監視が出動する場面というのがあるのか。 

 

（竹内電波政策課長） 

携帯電話、あるいは航空無線とか警察無線とか、社会活動に重要な影響のある

ような無線局に対して混信があった場合には、直ちに除去するよう、対応を進めてい

る。件数は、携帯電話以外も含めた重要無線通信への妨害に関する申告件数が平

成２３年度で５０１件となっている。携帯電話に対する件数など詳細はまた次回に説

明させていただきたい。 

 

（林構成員） 

UQ コミュニケーションズ提出資料に関し、電波利用料の使途について、「電波の

安心安全のための研究であるとか、国民に対する広報・啓発活動について取り組み
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を充実すべきである。」とあるが、現行法においても、電波利用料を用いてこれらの

取り組みはなされているが、具体的な更なる充実事項とか、こういった取り組みを更

に充実したいというような中身について何かあるか。 

 

（ＵＱコミュニケーションズ） 

現在、携帯電話等の基地局を設置する際、周りの住民の方に充分ご説明してい

るが、事業者からのご説明では、なかなかご納得頂けないということがあり、国とし

て、その辺りの広報・啓発活動という取り組みを充実して頂ければと考えている。 

 

（２）意見募集の結果について 

資料３―７に基づき、事務局より説明が行われた。その後、質疑応答が行われた。

内容は以下の通り。 

 

（湧口構成員） 

提出意見に子供手当、児童手当等への支出に関するものがあるが、具体的にど

のくらいの金額が入っているのか。 

 

（荻原電波利用料企画室長） 

平成 23 年度の支出として児童手当は０円、子ども手当が 24,398,000 円である。子

ども手当については、例えば電波監視要員の人件費等を電波利用料から支出して

いるが、それに付随するものとして計上しているもの。 

 

（吉川構成員） 

次回以降、ヒアリングに誰を呼ぶかついて、方向性なり、候補なりあれば教えて頂

きたい。 

 

（荻原電波利用料企画室長） 

ヒアリング対象者については座長と相談中であるが、次回に関しては放送事業者

と、固定通信事業者としてＮＴＴ東西等にお願いしようと相談しているところ。その次

の第５回については、今回ご意見を頂いた中から、特に検討会の論点について直接

的に関連するご意見を頂いているところを中心にお願いをしたいと考えている。 

以 上 
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電波利用料の見直しに関する検討会（第４回会合）議事要旨 

 

1 日時 

  平成 25 年５月 13 日（月） 13 時 30 分－15 時 20 分 

 

2 場所  

  総務省８階 第１特別会議室 

 

3 出席者（敬称略） 

（１）構成員（敬称略） 

（座長）多賀谷一照、（座長代理）森川博之、北俊一、関根かをり、林秀弥、柳川範之、

吉川尚宏 

 

（２）意見提出者（発表順） 

日本放送協会、（一社）日本民間放送連盟、（株）ジャパン・モバイルキャスティング、

（株）ケイ・オプティコム、西日本電信電話（株）、東日本電信電話（株） 

 

（３）総務省 

柴山総務副大臣、 

吉良総合通信基盤局長、武井電波部長、安藤総務課長、竹内電波政策課長、 

荻原電波利用料企画室長、栁島監視管理室長、南大臣官房審議官、 

秋本放送政策課長 

 

（４）事務局 

総合通信基盤局電波部電波政策課電波利用料企画室 

 

4 配布資料 

資料４-１ 次期の電波利用料に関する意見【日本放送協会】 

資料４-２ 電波利用料の見直しに関する検討会ご説明資料 

【（一社）日本民間放送連盟】 

資料４-３ 電波利用料の見直しにあたってのご説明資料 

【（株）ジャパン・モバイルキャスティング】 

資料４-４ 電波利用料の見直しに関する弊社意見について 

【(株)ケイ・オプティコム】 
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資料４-５ 電波利用料の見直しに関する検討会 公開ヒアリング説明資

料【西日本電信電話(株)】 

資料４-６ 電波利用料の見直しに関する検討会 公開ヒアリング説明資

料【東日本電信電話(株)】 

参考資料４-１ 電波監視業務の概要 

参考資料４-２ 電波利用料の見直しに関する検討会（第３回）議事要旨 



176 

 

 

5 議事概要 

（１） 電波監視業務の概要説明 

参考資料４－１に基づき、電波監視業務の概要について栁島監視管理室長から

説明があった。 

 

（２） 意見提出者からのプレゼンテーション 

資料４－１から資料４―６に基づき、意見提出者からプレゼンテーションが行われ

た。 

その後、質疑応答及び意見交換が行われた。内容は以下の通り。 

 

（柴山総務副大臣） 

地上テレビ放送のデジタル化によってＮＨＫや民放連が得られた受益については

どのようにお考えか。 

 

（日本放送協会） 

地デジ化により、データ放送や、マルチ編成といった多様なサービスが出来るよう

になった点については放送局側にも受益があったと言える。 

 

（日本民間放送連盟） 

全く同じである。周波数の繰り返し利用により、周波数の効率的な使用を実現し、

テレビ放送の使用する周波数幅を低減することで、無線局全体の受益になり、放送

局としてはワンセグ等色々なことが出来るようになった。 

 

（吉川構成員） 

民放連の資料の１４ページについて、ここだけ見ると３１８億円の地デジ対策費は

電波開放のためだけの支出であるとも読めるが、受益と負担のバランスをどう考え

ているか。また、地デジ化によりどんなメリットがあったのか。 

 

（日本民間放送連盟） 

地デジ化の第１のメリットは周波数を開放すること。それから、ワンセグ、データ放

送を含め色んなサービスが出来るため、われわれも国と一緒に推進し、わずか 10

年間で中継局を全てデジタルに置き換えたということである。 

ただし地デジ対策費については受信者のためのチューナー支援や、新たな難視

の対策に電波利用料が使われており、決して放送事業者の利益になったわけでは

ない。 
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（林構成員） 

ＮＨＫの資料３ページについて、ＮＨＫは、受信料負担で運営され営利を目的とし

ないことが、特性係数適用の理由として強調されているように見受けられるが、営利

企業ではあるものの、同じく基幹放送事業者である他の有料放送事業者等につい

ても、あまねく努力義務や、災害放送義務が課されているという点について、どう理

解したらよいか。 

 

（日本放送協会） 

私どもは公共放送であって、あまねく放送を届ける義務と、災害時には情報を皆

様にお届けする義務がある。その為に特性係数が設定されているので、引き続きお

願いしたいという趣旨である。 

 

（座長） 

民放連はハード面については通信と一緒だが、ソフト面については異なると説明

していたが、災害時には通信も安否確認、インターネットによる相互の連絡等、ソフト

的な機能を果たしていると思われるが、どうお考えか。 

 

（日本民間放送連盟） 

災害報道に関しては、放送局が果たすべき固有の公共的役割だと思っている。現

場に行き、取材をし、映像を撮る。光回線が無くても衛星で送れるようＳＮＧ車を各放

送局少なくとも１台ずつは配備している。どこであっても映像を送り、情報を伝達する

ということは、なかなか放送局でなければ出来ないことであり、質の面で違うのでは

ないか。放送は津波の際に緊急避難を呼びかけるなど、生命にかかわる情報を送

る。原発報道では規制ギリギリのところで取材し、実態を報じる。また、災害時だけ

でなく、その後の経過もフォローし、引き続き大震災の恐ろしさを訴えている。こうい

うことは本質的に違うものではないか。 

 

（座長） 

民放連の資料１４ページに通信事業者の場合には利用者から電波利用料を回収

できる部分がある一方で、放送はできないと書かれているが、ＮＨＫの場合には受

信契約により利用者から受信料を徴収できるので、電波利用料の負担能力がある

といえるのではないか。 

 

（日本放送協会） 

受信料は、必要な費用を原価方式で積算し、算出するものであり、もっと電波利
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用料を負担すべきとなれば受信料に転嫁せざるを得ないようなことが出てくるかもし

れない。しかし、安い費用であまねく良質な放送を享受していただくことがＮＨＫの設

立趣旨であり、適切な負担額があると考える。 

 

（北構成員） 

ＮＴＴ東西に質問したいが、民放連の資料の１ページ目に災害発生時に通信事業

者が果たす公共性や通信の重要性は放送事業者とは本質的に異なるとあるが、私

からは通信事業者が果たしていることと本質的に同じに思えるがどのようにお考え

か。 

 

（東日本電信電話） 

ハードとソフトという言い方をしていたが、ハード面で言うと、衛星を使う形態を含

めて、通信手段を確保するという意味では同じではないかと思う。 

災害時において確保しなければならない手段としては、放送も通信も両方セットで

確保することでトータルとして国の利益となるのではないかと思う。 

 

（西日本電信電話） 

同じ意見である。放送は１対多で情報を流すところを、通信は１対１を主としている

ということで、緊急事態における役割は色の違う部分もあり、お互いに補完し合いな

がら支えていくべきものである。 

 

（座長） 

コメントだが、災害と言っても局所的なものと全国的なものがある。例えば、被災

地域がある程度限定されている場合、その内部だけ情報が伝わらなくなってしまうよ

うなドーナツ現象が生じることがあるが、このような場合に放送と通信がどういう役

割を果たしているかなど、場合分けして考える必要がある。 

 

（林構成員） 

ジャパン・モバイルキャスティングの資料９ページについて、新たな基幹放送事業

者の募集が行われない結果、33 セグメント中 20 セグメントは利用者がいないにも関

わらず、基幹放送局提供事業者である J-モバには３３セグメント分の電波利用料が

減免することなく徴収され続けている、というのが御社の主張だったかと理解するが、

そもそも、ソフト事業者が参入してこないのはどういう理由があるか。 

 

（ジャパン・モバイルキャスティング） 

新たな事業者が参入してくる場合には、総務省が参入希望を公募して、事業者を
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決定するということになろうかと思う。受信端末とエリアが徐々に展開してくることも

あり、今後、徐々に参入してくることがありえるだろうが、最初から免許された全ての

帯域幅について電波利用料を払わなければならないことが、かなり負担である。 

 

（関根構成員） 

民放連の資料に電波利用料による研究開発等について放送関係の事例は少な

いとあるが、研究開発の具体例についてもう少し具体的にお聞きしたい。 

 

（日本民間放送連盟） 

７００MＨｚ帯のＦＰＵ、ラジオマイクは、周波数帯の再編により新しい周波数帯に移

行しなければならないので、そのための技術試験事務に多少の費用をかけて頂い

ている。しかし、全体の割合からするとあまりない。 

 

（座長） 

ケイ・オプティコムの説明の中で、電波利用を取り巻く次の環境変化を踏まえ、軽

減措置の在り方について、改めて議論を深めた上で必要に応じて見直すことが望ま

しいとあったが、これについてもう少し説明してほしい。 

 

（ケイ・オプティコム） 

弊社は固定通信事業者であるので、弊社サービスとの関連性からの具体的な案

は持ちあわせていない。ただ、本日の議論にもあるように、各システムが国民の生

命・財産保護に貢献していることから、例えば、特性係数の適用対象を追加するよう

な場合も考えられ、一般論として意見提示させていただいたもの。 

 

（柴山総務副大臣） 

特性係数の本質についてだが、公益性が高いことに鑑み、先行投資的に措置し

ているという考え、既存事業者が災害放送のため投下した資本を補填するという考

えの二つの考え方がとれると思うが、ジャパン・モバイルキャスティングからの意見

について、既存事業者としてはどのような考えか聞かせてほしい。 

 

（日本放送協会） 

ＮＨＫとしては公共性に鑑みて特性係数が設定されていると考えている。 

 

（柴山副大臣） 

既存事業者であるかどうかは関係ないか。 
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（日本放送協会） 

関係ないと思っている。 

 

（日本民間放送連盟） 

放送法第１０８条の災害放送義務、第９２条のあまねく放送普及の努力義務、この

二つにより特性係数が設定されていると思っている。 

 

（ジャパン・モバイルキャスティング） 

あまねく放送普及の義務と、災害放送義務は弊社にもかかっており、特性係数の

適用の是非は一律に扱うべきものと考えている。また、特性係数以外でも、新規事

業者の参入にあたり、電波利用料が足枷にならないよう、最初は軽減措置があった

方がよいのではないか。加えて、ＶＨＦ帯の経済的価値は減少していると考えており、

見直しして頂ければと思う。 

 

（ケイ・オプティコム） 

基本的には用途により特性係数が設定されているものと理解している。 

 

（西日本電信電話） 

主として判断するべき観点というのは公共性のところにあると思う。 

 

（東日本電信電話） 

衛星通信が、災害時に国民の生命財産の保護に著しく寄与するものとして特性係

数がかかっているならば、弊社の災害時のために用意している無線に関しても同様

の扱いにすべきではないかと考える。 

 

（座長） 

ジャパン・モバイルキャスティングについては、現在、参入のない帯域にどのよう

な事業者が入ってくるのか分からないのか。 

 

（ジャパン・モバイルキャスティング） 

有料放送や広告モデルなど、参入する事業者の形態については分からない。 

 

（北構成員） 

ケイ・オプティコムの資料２ページに関して、スマートメーターやＭ２Ｍは、通信の

頻度と時間が少なく、周波数を占有する時間が少なくなる可能性があるが、そうでは

ない場合もあるかもしれない。一定の頻度、占有時間等の基準が必要だと思うが、
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何か意見があれば頂きたい。 

 

（ケイ・オプティコム） 

具体的にスマートメーターやＭ２Ｍの通信をイメージできているわけではないが、

例えば、スマートメーターであれば、３０分毎に計測値を送信すると一般的に言われ

ていることからすれば、１日に４８回しか通信しないこととなり、通信する時間が短く

なるため、料額を安くするといった考え方が適用できるのではないかと考えたとこ

ろ。 

ご指摘のとおり、通信頻度等は今後のサービスやニーズから定まる機器の仕様

によるものであるため、基準については今後の検討課題と考えられる。 

 

（森川構成員） 

震災の時に色々と頑張ってこられたということだが、放送事業者のソフト面での役

割を果たすためにかかっているコスト負担はどの程度か。 

 

（日本民間放送連盟） 

特に具体的に計算したわけではないが、ランニングコストも含め相当の費用がか

かっている。１２ページに大体の放送局の概要があるが、中継のために全国的な中

継回線を３系統、ヘリコプター、中継車、ＳＮＧ等を用意している。また、関東広域で

は送信所についてもデジタルになって増えている。これはあまねく放送普及の努力

義務を果たすため、アナログ放送が見えていたというお宅には、デジタル放送も届

けるようにしているためである。 

 

（森川構成員） 

通信事業者も通常の運用コストにオーバーヘッドをかけて、様々な対策を施され

ていると思うが、それに比べて放送事業者のかけているコストはどの程度とお考え

か。 

 

（日本民間放送連盟） 

それほど変わらないかもしれない。通信事業者の場合、開設指針に規定される普

及率を達成するため、また、自助努力として多数の基地局を整備されており、設備

投資は相当されていると思う。 

 

（座長） 

デジタル化の投資のために民放は約１兆円、ＮＨＫも５千億円お出しになっている

というご説明があったが、放送局の費用とともに、放送番組の編集用のデジタル機
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器の部分も含めて全体でそれだけかかったということか。 

 

（日本放送協会） 

そのとおり。 

 

（日本民間放送連盟） 

我々も同じである。 

 

（座長） 

東京キー局はだいたい千億とか二千億ぐらいということか。 

 

（日本民間放送連盟） 

確かな数字は持ち合わせていない。 

 

（座長） 

ジャパン・モバイルキャスティングについては、新たに放送局を立ち上げた時にど

のくらい規模の投資が必要だったのか。 

 

（ジャパン・モバイルキャスティング） 

開設計画で出しているのが、世帯カバー率を５年で９０％にするもので、約４００億

円というものである。 

 

（土井構成員） 

東日本大震災の時には、大変ご苦労されたと思うが、その経験を活かして、追加

でどのような設備投資や改善を行われたか。 

 

（日本放送協会） 

停電対策としてバッテリーの長時間化や自家発電の燃料の増量、ロボットカメラ

の増設等かなり多岐に渡った投資をしている。主に電源まわりが一番の課題であっ

た。 

 

（土井構成員） 

金額としてはどのくらいか。 

 

（日本放送協会） 

毎年１００億ぐらいの数字になるかと思うが、確かな数字は持ち合わせていない。 
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（日本民間放送連盟） 

同じように電源の増強が一番である。これは別に東日本大震災があったからとい

うわけではなく前々から総務省と一緒にやってきていたことではあるが、特に震災の

後はＡ重油の備蓄を各社取り組んでいると聞いている。金額はわからない。 

 

（土井構成員） 

同様なことをＮＴＴ東西で行われていれば教えて頂きたい。 

 

（東日本電信電話） 

通信ルートはもともと、災害時を想定して２ルート作っているが、東日本大震災で

は海沿いが軒並み被災してしまったため、内陸を通る第３ルートを新たに作り込んで

いる。また、停電のための燃料タンクを用意したり、エンジンを追加で置いたり、本当

に重要なビルについてはエンジンの予備を設置したりということを実施している。更

に、震災の経験で必要と思われたものの中で重要なものは全国展開を図るという対

処を取っている。他にも、実際に通信の利用のために災害用の対策で衛星携帯局と

連携する様々な移動用の無線基地等を配備して、いざという時の通信の確保を行う

配慮をしている。 

 

（西日本電信電話） 

西も同じである。通信インフラの特性として、電話局間は二重化がしやすいのでル

ートの二重化を進めているが、電話局とお客様の家までは二重化が難しい。このた

め、すぐに復旧できるよう準備をしている。 

また、想定される津波の高さまでビルの壁面を強化して、ビル自体が浸水しない

ような対策を行うことによって、中の機械が水に浸かって止まってしまうことがないよ

うに対策するなど、もろもろ行ってきている。 

 

（森川構成員） 

ジャパン・モバイルキャスティングに確認したいが、新規事業者というデメリットに

加えて、ハード事業者とソフト事業者が水平分離という新しい形態で参入されている

から、更に厳しいという理解でよろしいか。 

 

（ジャパン・モバイルキャスティング） 

電波利用料については、ソフト事業者が料金の中に転嫁して、それをソフト事業

者から我々が回収するが、ソフト事業者の参入までは時間がかかる。ソフト事業者

が事業計画を立てる段階で、電波利用料のウェイトが高く、参入しづらいというのが
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今の状態である。 

 

（座長） 

その場合に、先行投資だからということで、起ち上げ期等の一定期間、例えば黒

字になるまでは猶予が欲しいということか。 

 

（ジャパン・モバイルキャスティング） 

どのくらいがいいかというのは色んな考え方があると思うが、例えばＢＳ放送や東

経 110 度ＣＳが単年度黒字になるまでに要した８年や、あるいは、電波利用料につ

いては３年毎に見直されるので、３年かける３回分の９年猶予などがあると思う。 

 

（林構成員） 

ケイ・オプティコムの資料にある「オフロード促進に電波利用料を用いることは時

期尚早である」という部分の意味の確認だが、これはモバイル事業者は設備投資を

軽減できるが、固定通信事業者は相応の対価が得られない状況であってもオフロー

ドトラヒックを負担し、設備投資せざるを得ないため、競争環境に歪みが生じる恐れ

があるという問題解決が重要であるということで、平成２５年度の電波利用料の使途

として、「電波の能率的かつ安全な利用に関するリテラシー向上」の追加を否定する

趣旨ではないと理解してよいか。 

 

（ケイ・オプティコム） 

そのとおり。安全利用に関するリテラシーの向上というのは必要不可欠だと認識

している。ただ、こういったリテラシーの向上と合わせて、その背後にある競争上の

課題についても同時にご検討を進めて頂きたいという趣旨である。 

 

（３） その他 

第５回会合は平成 25 年５月 27 日（月）に開催すること、意見提出者のうち、愛媛

県鬼北町、エリア放送開発委員会、全国漁業無線協会、クアルコム・ジャパン、情報

通信ネットワーク産業協会、スカパーＪＳＡＴ、全国自動車無線連合会、電気事業連

合会からヒアリングを実施する旨、事務局から周知された。 

以 上 
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電波利用料の見直しに関する検討会（第５回会合）議事要旨 

 

1 日時 

  平成 25 年５月 27 日（月） 13 時 30 分－15 時 30 分 

 

2 場所  

  総務省７階 省議室 

 

3 出席者（敬称略） 

（１）構成員（敬称略） 

（座長）多賀谷一照、（座長代理）森川博之、関根かをり、高田潤一、土井美和子、 

林秀弥、吉川尚宏 

 

（２）意見提出者（発表順） 

愛媛県鬼北町、エリア放送開発委員会、クアルコム・ジャパン株式会社、 

一般社団法人情報通信ネットワーク産業協会、スカパーJSAT 株式会社、 

一般社団法人全国漁業無線協会、一般社団法人全国自動車無線連合会、 

電気事業連合会 

 

（３）総務省 

柴山総務副大臣、橘総務大臣政務官、 

吉良総合通信基盤局長、武井電波部長、安藤総務課長、竹内電波政策課長、 

荻原電波利用料企画室長 

 

（４）事務局 

総合通信基盤局電波部電波政策課電波利用料企画室 

 

4 配布資料 

資料５－１ 電波利用料の見直しに関する意見【愛媛県鬼北町】 

資料５－２ 電波利用料の見直しに関する意見募集について 

【エリア放送開発委員会】 

資料５－３ 電波利用料の見直しに関する意見【クアルコム・ジャパン株式会社】 

資料５－４ 電波有効利用と ICT 活用法の観点から 

【一般社団法人情報通信ネットワーク産業協会】 

資料５－５ 次期電波利用料の見直しに関する意見【スカパーJSAT 株式会社】 
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資料５－６ 電波利用料の見直しに関する意見 

【一般社団法人全国漁業無線協会】 

資料５－７ 電波利用料の見直しに関する検討会 ヒアリング説明資料 

【一般社団法人全国自動車無線連合会】 

資料５－８ 第５回 電波利用料の見直しに関する検討会提出資料 

【電気事業連合会】 

参考資料 電波利用料の見直しに関する検討会（第４回）議事要旨 
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5 議事概要 

（１） 意見提出者からのプレゼンテーション 

資料５－１から資料５－８に基づき、意見提出者からプレゼンテーションが行なわ

れた。 

その後、質疑応答及び意見交換が行われた。内容は以下の通り。 

 

（土井構成員） 

スカパーＪＳＡＴの意見は、外国で使用している周波数に関しては免除してほしい、

電波利用料を使用している周波数の比例配分として欲しいという意見であり、また、

自動車無線連合会の意見は、使用する周波数の帯域が半分になるならば電波利用

料も半分にしてほしいという意見だと理解している。今までのように公共性や安全安

心で 2 分の 1 にするなどという考え方ではなく、周波数に応じて比例配分をする、と

いう新しい考え方の提示に対して、他の方からもご意見を聞かせて頂きたい。 

また、鬼北町の IP 告知放送の使用について、大規模災害での訓練がどのくらい

の頻度で行われているのか。また、設置は国土交通省の資金が使われているとの

事だが、設置後のメンテナンスはどのような財源によって行われているのか。 

 

（情報通信ネットワーク産業協会） 

当方としては、ICT 産業界として、納められた電波利用料がどのように社会に還元

されるかという点に関心を持っており、直接電波利用料を納める立場にないことから、

お尋ねの周波数に応じた比例配分することについての考え方はコメントを控えさせ

て頂きたい。 

 

（エリア放送開発委員会） 

我々の要望の中にも、災害に備え、いざという時に使用することを目的として開設

するエリア放送局に対する電波利用料の配慮というものがあり、そういった目的を考

慮して頂きたい。 

 

（スカパーJSAT） 

補足であるが、帯域比例でやってほしいと主張しているわけではなく、電波利用料

の趣旨というのは国内での電波利用というのが前提なのではないか、という考えを

述べている。ITU に登録された周波数を全部使うという前提で免許を取得しているが、

実際には、そのうちの一部は国内において一切使っていない。その部分についても

利用料を払うのは如何か、というのが一つの考え方ではある。帯域に比例して電波

利用料を課すべき、という一部の意見もあるが、免許制度との関連があるので、一
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律に帯域比例ということを主張しているわけではない。 

 

（全国自動車無線連合会） 

平成 21 年に成立したタクシー適正化・活性化法において、タクシーは公共交通機

関として位置づけられている。少子高齢化のため、特に過疎地における高齢者の

方々、交通弱者の方々にとってはタクシーしか交通手段がない状況である。また都

市部においては、タクシーが深夜での唯一の公共機関として動いている。都心部に

おけるデジタル化の進行状況はいいところまできているが、地方において多額の費

用が掛るために進んでいない。デジタル化を推進することにより、より多くの方々が

周波数を受けられると考えている。このままでは平成 28 年の 5 月にアナログが終了

した際に、特に地方を中心に公共輸送機関として稼働しない事態になると考える。そ

のためにもアナログからデジタルへの移行に対して、電波利用料を活用したインセ

ンティブをもう少し付けてもらいたい。 

 

（多賀谷座長） 

スカパーJSAT の使っていない周波数についてお金を払うのはどうかというご意見

について、基本的に免許は周波数を使う事を前提にして得ているのであり、外国向

けに使っているから免除っていうのは筋が通ってないと思う。例えば、土地を買って

一部を使わないから税金を免除してほしいというのは、どうかと思うのと同じではな

いか。 

 

（愛媛県鬼北町） 

まだ計画中ではあるが、本来の訓練の頻度というのは、月一度ぐらいの頻度にな

ると思う。電波が通るかどうかの試験は機械的に毎日確認する必要があるのではな

いか。 

設置後の維持管理に関しては全額町の資金で管理されることになるが、人口密

度が低いため子局当たりの対象人口は約 100 名と少なく、一人当たりの負担が大き

い事になる。 

 

（林構成員） 

公益性・公共性と電波利用料の低減との関係についておうかがいしたい。なぜ公

益性・公共性があればそれが直ちに電波料用の低減に繋がるのか。公益性・公共

性と利用料の軽減との間には、もう 1 つ媒介項があるのではないか。そこで、両者の

関係性について確認したい。というのも、特性係数のように、放送法等法律上の義

務履行に伴って支出を余儀なくされる相応の出費に対する補償と考えられるものも

あるし、あるいは、当該業務に公益性・公共性があることから、その普及促進を図る
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ためのインセンティブ装置として、利用料の低減を図るべきである、という考え方もあ

り、この点、各社どのようにとらえておられるのか、主張される公共性と利用料軽減

との間にあるロジックについて説明していただきたい。 

 

(多賀谷座長) 

電波の利用においては何らかの公共性がある。日本の場合には安全性は無料と

いう観念があって、安全性にお金を払うのは筋が合わないという議論をしているが、

電波を利用して結果的に安全性が確保されることに対して、コストを負担するのは

当然という考えもある。それでも負担すべきでないという意見があれば伺いたい。 

 

(森川座長代理) 

同意見。公共的な周波数においても電波利用料を負担するというのは、何かしら

電波を有効利用していかなければいけないという考え方で、有効利用するインセン

ティブになるからであると思う。国などの公共的な電波を開放していく大きな流れも

あると思う。そうした中で公益性・公共性をどうやって考えていくのか、検討されるの

かと思う。 

漁業無線協会への質問で、全ての漁船にこの端末が設置されているものなの

か。 

 

(全国漁業無線協会) 

ここに書いてあるのは中短波、短波局の無線局であり、27MHz 帯を使った漁業無

線は全国に 400 カ所ある。中短波、短波を利用しているものはどうしても山の上にア

ンテナを立てる必要があり、そこまでの通信回線として固定の無線回線を使ってい

るため電波利用料の負担が多く経営的に苦しいというのも一面がある。このシステ

ムは中短波、短波局の漁業用海岸局がこのシステムで運用している。 

 

(吉川構成員) 

鬼北町の方への質問。防災行政無線に係る電波利用料について全額免除をす

べきであると主張をされている。全ての自治体が該当するわけではないが、今後電

波法が改正された場合、防災行政無線のデジタル化については補助金が与えられ

る。それに応募されるのかどうか。こういった受益があるにも関わらず全額免除して

ほしい、と主張される点についてはどうか。町の財政状況を拝見したところ、平成 21

年に歳入が 80 億 1800 万、歳出が 78 億 5800 万、実質は 1 億 5500 万円という黒字

である。こういう状況の中で補助金が出た場合に、申請されるかどうか。それでも全

額免除にすべき、と主張されるかどうかについて、伺いたい。 
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（愛媛県鬼北町） 

1 つ目の点であるが、既に国土交通省の社会資本整備総合交付金を使って施設

を整備する準備をしており、電波利用料で施設整備を補助する制度が出来たとして

も、既に施設の整備が終わっていると思う。 

2 つ目の点であるが、非常時のための施設整備であり、非常時の電波利用に対し

て電波利用料を取るという発想そのものがおかしいのではないか。 

 

(柴山副大臣) 

事務方にまず法律の適用範囲等の正確な内容について説明させ、それを元に議

論すべきである。既にアナログの防災行政無線が整備されているものについては、

デジタル無線に切り替えることについて電波利用料による補助を行うことが可能で

ある、と考えている。また、これまでアナログ無線を設置していないところには使えな

いことになっているが、そういうところについて補助金や何らかの手当があるのか。

今回 IP 告知放送システムというものがあるという事だが、今回の法改正が一体どう

いった形で適用されるのかということを、まず前提として、ファクトとして抑えないとな

かなか話が咬み合わないと思うので、事務局から説明をさせる。 

 

(竹内電波政策課長) 

今回、国会に提出している電波法改正案は、消防救急無線及び防災行政無線の

移動系のシステムをアナログからデジタルに移行する場合に、市町村に対して施設

整備費の 2 分の 1 を補助するという事業を実施するためのものである。 

IP 告知放送システムは防災行政無線の同報系のシステムである為、今回の電波

法改正とは重複しない別の分野の話。今回の同報系のデジタル防災行政無線を構

築したとしても、これとは別に消防救急無線のデジタル化と防災行政無線の移動系

のデジタルの構築することなる。 

また、現在の制度の考え方としては、消防救急無線や防衛用や警察用など、国民

の生命財産を守るためだけに使うものには免除し、徴収をしていない。一方、防災

行政無線については防災目的と行政目的を両方兼ね備えて、すなわち災害の無い

時は一般の行政目的で使うという考え方であり、半額の免除としている。電波利用

料に関する以前の国会での審議の中でも、国や地方自治体の電波利用についても

一定の負担を負って利用することによって電波の有効利用のインセンティブが働くの

で負担すべきとの指摘もされているところであり、公的なものだからと言って全て減

免ということではない。 

 

(愛媛県鬼北町) 

通常の一般行政用の町民の皆様に対する行政報告は IP 告知放送があるので、
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それで既に行っており、今後も行うつもりでいる。従って、今回整備しようとしている

防災行政無線については非常時のみ使うために作るもの。特に子局については子

局ごとに電波利用料が発生するが、通常時に子局から放送することは考えられない。

災害等で集落が孤立した時に、そこの子局から無線を通じて対策本部に連絡をする

ものである。考えとしては消防・水防用と防災行政用との区分というのはどこにある

のか分からないということ。 

 

（森川座長代理） 

スカパーJSAT への質問だが、資料の２ページ目の国際競争力の観点という具体

的な数値や営業的なデータを教えて頂きたい。 

そして４ページ目の「周波数の利用条件は変化することなるため、引き続きその特

性を勘案し軽減いただくことを要望する」とあるが、このことは 14 ページ目の廃局時

の電波利用料額への要望に該当するのかどうか。 

 

(スカパーJSAT) 

日本国内だけではなく海外同士の通信に使われており、そういった意味で他の事

業者と競争しているわけであるが、その外国の事業者がそれぞれの電波利用料を

どのように負担しているのかは国ごとに違うと思う。国内利用をしていない外国でサ

ービスしているものについて、国内の電波利用料が課されることによる国際的な競

争力が削がれるということ。 

周波数調整というのは非常に難しいもの。国内的に免許を取得してこの周波数を

使って良いと言われたとしても、隣接する外国の衛星との干渉問題がある。国際調

整に関する規則に基づいて、各国との調整を永続的に行い、これにより通信方式を

限定する、一部の帯域は利用を制限させるというように、周波数の利用や利用の仕

方に制限がついてしまう。このように国内利用だけで国際調整が必要のない事業者

と比較すると、非常にコストが掛かるものであり、このように制約を受けるものについ

て、国内利用だけの無線局と同じような電波利用料を課されるのは辛い。 

後段の質問についてだが、衛星は例えば 15 年で寿命がきて、新しい衛星に切り

替える際、古い衛星は免許を新しい衛星が稼働した後に返上することとなる。しかし、

電波利用料は１年単位で支払しているので、一定の期間これが二重払いになってし

まうという事態があるというものである。このため、新しい衛星の免許に伴う電波利

用料については、古い衛星で支払っていた利用料をもって相殺するような形で対応

頂けないか、あるいは途中でもその衛星を使わなくなった時でも残りの期間分につ

いて返還頂けないか、ということ。 

 

(柴山副大臣) 
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情報通信ネットワーク産業協会から「電波リテラシーの向上にむけた取り組みへ

の利用」についての意見があったが、具体的なイメージについて何かあるか。 

 

（情報通信ネットワーク産業協会） 

電波利用料という共益費が国としての競争力の根幹であるICT産業に繋がってほ

しいと思っている。具体的には、いつくかあると思うが、露出をあげるためには、ある

程度費用を掛けた上で多くの国民に告知することも必要ではないか。一部の中で議

論をしても普通の方々には伝わりにくい。我々としても、今後具体的に出来る事があ

れば協力していきたいと考えている。 

 

(柴山副大臣) 

スマートメーターは安くすべきとの意見があるが、その根拠は、例えば電気の賢い

使い方あるいは節電に繋がるという公益性に配慮するものなのか、スタートアップの

ために配慮するものか。 

 

（電気事業連合会） 

今回は、通信量が少ないと予想されることもあり、少しでも安くして頂ければ有り

難いという観点から意見を申し上げた次第。 

 

（情報通信ネットワーク産業協会） 

M2Mのインフラは十分社会性があり公益性があると考えるが、それだけではなく、

我が国の発展のため、成長戦略の一環として検討をお願いしたいということ。 

 

（２） その他 

第６回会合は非公開とし平成 25 年６月 17 日（月）に、また、第７回会合は公開とし

平成 25 年７月１日（月）にそれぞれ開催することとし、論点整理に向けた議論を実施

していく旨、事務局より周知された。 

以 上 
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電波利用料の見直しに関する検討会（第６回会合）議事要旨 

 

1 日時 

  平成 25 年６月 17 日（月） 17 時 10 分－18 時 40 分 

 

2 場所  

  総務省８階 共用８０１会議室 

 

3 出席者（敬称略） 

（１）構成員（敬称略） 

（座長）多賀谷 一照、（座長代理）森川 博之、飯塚 留美、北 俊一、 

土井 美和子、林 秀弥、柳川 範之、湧口 清隆、吉川 尚宏 

 

（２）総務省 

柴山総務副大臣、橘総務大臣政務官、 

吉良総合通信基盤局長、武井電波部長、安藤総務課長、竹内電波政策課長、 

荻原電波利用料企画室長、南大臣官房審議官 

 

（３）事務局 

総合通信基盤局電波部電波政策課電波利用料企画室 

 

4 配布資料 

資料６－１ 電波利用料の見直しに関する検討課題 論点整理（素案） 
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5 議事概要 

（１） 論点整理 

資料６－１に基づき、事務局より検討課題ごとに論点及びこれまでの主な意見に

ついて説明が行われた。 

その後、論点ごとに質疑応答及び意見交換が行われた。主な内容は以下の通

り。 

 

論点①：電波利用共益事務の在り方について 

ア 電波利用共益事務の新使途として現時点で具体的なものはないと思う。例え

ば、タクシーに公共性があるというのは分かるが、タクシー無線まで公共性があ

るのかという点に対して違和感がある。 

 

イ 電波は国民の財産であり、他の免許人が良いと言っているから電波利用料を

払ってよいという性格のものではない。 

 

ウ 鉄道無線のデジタル化についてもタクシー無線と同様ではないか。 

 

エ 技術開発について、例えば最近の動向については、ヨーロッパでは 2015 年の

WRC に合わせて第五世代移動通信の標準化を図るという議論で、英国政府は

サリー大学に 50 億円ぐらい補助を出しているなど、これから活発になる可能性

がある。具体的な周波数帯は検討中ではあるが、かなり高い所だと思われ、そこ

をヨーロッパの標準周波数帯として使われると我が国にも今後影響が出てくるの

ではないのか。そういう意味で技術開発については力点を置いていかないと受

け身になってしまうのではないか。 

 

オ スマートフォン時代になって電波が足りないということは明らか。技術開発によ

って周波数利用効率を上げていくことは当然やらなくてはいけないが、ユーザー

側が限られた電波を有効に使えるようなマナーとかルールづくりに力を入れてい

かないと、いくら技術開発をしても追いつかないという状況になってきている。ま

た、スマートフォンが壊れて、町の修理屋さんで直すと、その時に使われる部品

や修理の範囲によって扱っている人も罰せられることがある。こういったところも

含めて国民に対して電波の安心・安全な利用に対する啓蒙活動を、学校教育も

含めて、強めて頂きたい。 

 

カ 将来、周波数を整理統合していかなければならないと思うが、今後長期的に
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考えた時に、どんな業務でどんなシステムが周波数の引越をする時に当事者間

で負担するケースになるのか、あるいはその一方で、電波をみんなで広く有効に

利用するために移転するという主旨で電波利用共益事務として行っていくという

考え方もあり、移転対策費用として広く皆さんが使える事務を設けることも考えら

れる。 

 

論点②：経済的価値の適正な反映の在り方について 

ア 経済的価値そのものに見合う料額を徴収することに関して、今の受益者負担

のルールというのはあくまでも無線局全体の総体としての受益と負担の関係で

あり、個々の無線局に料額をどうやって負担させるかというのは基本的には考え

方の違い。問題は、応益原則に基づくのか応能原則に基づくのかであって、経済

的価値と応能原則が結びつくと少し話がややこしくなる。経済的価値は必ずしも

応能原則とは結びつかないが、オークションの場合は周波数の価値はどれだけ

周波数から稼ぎ出せるのかに直結する部分がある。 

 一方で、考えなければいけない点は、あまり安い値段を、特に混雑している帯

域で取ってしまうと自発的に周波数を圧縮して使おうというインセンティブが出て

こない。このため、デジタル化の推進、あるいはより効率よい技術があるのであ

れば、そちらに移ってもらうというインセンティブを担保する意味である程度経済

的価値という、あくまでも収益力とは違った観点で料額に差を付けておくべきな

のではないか。その時に問題は 3GHz 以下、3～6GHz、6GHz 超という 3 区分に、

特に第 4 世代携帯電話を導入するときに 3.4GHz～3.6GHz の帯域を使うので今

までの 3.5 世代携帯電話とか第３世代携帯電話と比べた時に利用料額が変わっ

てくるのが良いのかどうかについては議論が必要。 

 

イ もし電波の経済的価値でもって利用額を徴収するのであれば、現在の 660 億

円レベルではなくなるだろうと思う。ただし現実には共益事務の歳出規模分しか

取っていない。そして共益費用の配分の際にそれぞれの周波数帯の経済的価

値を勘案している。 

 

ウ 高い周波数になる方が使いにくいというのが昔から言われているので、少し高

い周波数への移行を促進するという意味では高い周波数の料額が安くなってい

ることが望ましい。 

 

エ 共益費用と経済価値を勘案するというのは、過去の総務省の研究会、電波有

効利用政策研究会で共益費用的な考え方と使用料的な考え方を統合した中で

広域専用電波という考え方につながっていると理解している。こうした経緯も踏ま
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えて今回の検討を進めていくことが適当ではないか。 

 

オ 今後、第 4 世代の携帯電話が３GHz を超えた周波数で導入が予定されており、

更に追加周波数についても議論される予定だが、その追加周波数は３～５GHz

が有力になっている。このような状況変化を踏まえて 3GHz 以下、3～6GHz、

6GHz 超という区分はどうすることが適当か。 

 

カ ３GHzで区分している現在の周波数区分について、将来微妙かなという感じが

する。また、VHF はほとんど新規参入希望者がいないので、３GHz 以下としてひ

とまとめで良いのかという気もする。 

 

論点③：電波利用料の軽減措置の在り方について 

ア 新規参入の話について、これは第２回会合でも少し言及したが、公平性を担

保しつつ、競争政策の観点から、新創出市場における参入事業者の所期の負

担を軽減し、競争を促進するため、新規参入事業者に対する軽減措置を入れる

べきではないか。 

競争機会の公平性と競争資源格差の公正化を新規参入事業者にも担保しな

くてはならない。電波法は従来、競争政策とは接点があまりなかったと思う。しか

し、新規参入事業者の所期の負担を軽減し、競争を促進するための措置として

はいろいろ考えられるのであって、例えば、参入当初は従来の無線局単位の課

金として、一定数以上の無線局となった場合には広域専用課金とするとか、広域

専用料の適用時期を遅らせるとか、あるいは特性係数を掛けるとか、案は色々

考えられると思う。いずれにせよ、新たな項目として、新規参入の話は非常に重

要ではないか。 

 

イ 公益性があろうがなかろうが、要するに新しい事業として入ってくるのであれ

ば競争政策としてインセンティブ税制みたいなものを導入した方がいいのではな

いかというご指摘か。 

 

ウ 公益性とは分けて考えるべきかと思う。ただし、フリーライドをもくろむ競争主

体にインセンティブを与えることはないと思う。新規参入といっても、自らリスクを

取ってやる場合と、フリーライドする場合とでは違うので、その区分けは必要だろ

う。 

 

エ 要するに儲かる事がわかっている周波数帯に参入する場合を除いて、新しく

て儲かるかどうかわからないリスキーな周波数帯に入る時についてだけ新規参
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入軽減措置を検討してはどうか。 

 

オ 特性係数については、ヒアリングの中でも自分のところにも特性係数を適用し

てくれというのが結構あったが、全部に特性係数を掛けてしまうと意味がなくなる。

本当に特性がある所に絞るにならざるを得ないという気がする。 

 

カ 公益性とか公共性とかというのは非常に定義が難しい。使途との見合いで、

片一方で公益性とか言いながらこっちでは緩和されてないというアンバランスが

あってはならない。その意味で、あくまでも公益性とか公共性という言葉を出す

のではなくて、あくまでも電波の特性や経済的価値による、という形に持っていか

ないと、何でも公益性という話になってきてしまう可能性がある。 

 

キ こういう問題については引き続き、十分に議論してその中で方向性を固めて

いく話だと思う。 

 

ク 電波利用料は負担金という性格を持つ制度だが、その中で政策誘導はどこま

で許容されるのか。免許人は、公益性とか公共性といったものがあるからこそ有

限希少な電波が割り当てられ、特権的な地位が与えられているが、更に費用負

担を減免するところまで優遇をすべきか。政策誘導は税制、金融など様々な支

援措置がある中で、負担金の減免によって新規参入者を育成することが他の免

許人にも裨益すると考えられるのかどうか、十分な検討が必要。 

 

ケ 特性係数の「国民の生命・財産に著しく寄与するもの」は、そもそも災害の時

に放送として使えるのが限られていた時代の考え方のようにも思える。時代に合

わせた見直しも必要ではないか。 

 

コ 特性係数は経緯の中で積み上がったものであり、論理的に積み上がったもの

ではない。 

 

サ 例えば、エリア放送は、特性係数のア（周波数を共同利用する形態）を適用し

ても良いのではないか。 

 

論点④：新たな電波利用システムに対する料額設定の在り方について 

ア M2Mシステムの市場は平成26～28年度の間はそれほど拡大せず、それ以降

に急速に伸びることが予測される。 
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イ M2M システムは将来どうなるか分からないので予測が難しいが、後押しする

ようにはしたい。 

 

ウ IEEEE 802.11 系の技術革新も著しく、伝送速度は 1Gbps を超えるものもまもな

く標準化される。米国のリパブリックワイヤレスというキャリアは、基本的には

WiFi を利用して、WiFi のアクセスポイントが無い場合に携帯電話網をＭＶＮＯとし

て使用するという新しいビジネスモデルを取っている。 

 

 その他の論点について 

ア 技術革新があったときに、基本的に今までの構図を一から見直すことをきちっ

と明言しておくことが必要。例えば、特性係数についても、今違うというものがあ

っても、白紙に戻していいか悩んでしまう。いつか全面的に見直すことが出来る

よう、サンセット条項のような仕掛けを用意しておく必要があるのではないか。 

 

イ サンセット条項を入れるとしても、本検討会での結論が３年間生き残っていくこ

とを考慮して、検討を進める必要がある。 

 

ウ 基本プリンシプルをきちんと決めていく必要がある。それがないと変わった時

に条件が変わったどうか分からないことになる。 

 

これらの意見を踏まえて資料６－１を修正し、事務局において論点ごとに考え方

（素案）を作成して、次回会合において検討することとなった。 

 

（２） その他 

第７回会合は平成 25 年７月１日（月）に開催する旨が周知された。 

 

以 上 
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電波利用料の見直しに関する検討会（第 7 回会合）議事要旨 

 

1 日時 

  平成 25 年 7 月 1 日（月） 10 時 00 分－12 時 00 分 

 

2 場所  

  総務省 8 階 第一特別会議室 

 

3 出席者（敬称略） 

（１）構成員（敬称略） 

（座長）多賀谷 一照、（座長代理）森川 博之、吉川 尚宏、柳川範之、林  秀弥、

高田 潤一、関根 かをり、北 俊一、飯塚 留美 

 

（２）総務省 

柴山総務副大臣、橘総務大臣政務官 

吉良総合通信基盤局長、富永電波部長、菊池総務課長、竹内電波政策課長、 

南大臣官房審議官、秋本放送政策課長 

 

（３）事務局 

総合通信基盤局電波部電波政策課電波利用料企画室 

 

4 配布資料 

資料 7-1 電波利用料の見直しに関する基本方針 論点と考え方（素案） 

参考資料 7-1   

参考資料 7-2 

 

電波利用料の見直しに関する検討会（第 5 回）議事概要 

電波利用料の見直しに関する検討会（第 6 回）議事概要 
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5 議事概要 

（１） 論点と考え方について 

資料７－１に基づき、事務局より検討課題ごとに論点及びこれまでの主な意見に

ついて説明が行われた。 

その後、論点ごとに質疑応答及び意見交換が行われた。主な内容は以下の通

り。 

  

【はじめに】 

(高田構成員)  

スマートメーターまたは M2M について、携帯電話システムを使ったものに限られ

た議論であると理解しているが、そもそも免許不要のシステムも提案されているが、

そういったものについては議論の対象ではないのか、確認したい。 

 

(竹内電波政策課長)  

M2M については、免許が必要な携帯電話や BWA を使うシステム以外に、PHS や

IEEE 規格のマルチホップ方式といった免許不要のシステムを使ったものについても、

現在、電力会社やガス会社で検討されている。その違いを考えたときに、免許不要

システムはそもそも電波利用料の負担がない。一方で、携帯電話や BWA を使うもの

については現在の制度でいくと 1 台あたり年間 200 円かかり、これが料金に反映さ

れると普及の足かせになる指摘がある。この懸念を払しょくすることによってさまざま

な無線、システムの選択肢を広げていこうというもの。 

 

(高田構成員)  

ということであれば、もう少し限定的な書き方のほうが、むしろ適切なのではない

か。 

 

(多賀谷座長)  

現在の書きぶりでは確かに無線局、免許が要らない場合についてもお金をとるの

ではないかという誤解があるので修正した方が良い。 

 

(北構成員)  

免許不要局も含めて無線局数が今後増大した場合、電波の監視や総合無線局

管理システムの構築運用にかかるコストのうち無線局数に比例して増えていく部分

はどのくらいの割合か。 

 

(竹内電波政策課長) 

携帯電話の端末は現在、包括免許であり、他の固定通信システムなどのように、
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細かな管理を常に行っているものとは若干特性が異なっている。そういった前提に

立ち、局数が増えたときに、必ずしも今後とも比例して増え続けることにはならないと

思っている。係数がどれぐらい変わるのかについては、業務の実施の方法と連動す

るものであり、より効率的な電波監視やデータベースの管理運用をどうするかに依

存してくると思う。 

 

(多賀谷座長)  

電波監視のシステムを行政に任せてしまうと、比例的に上がっていくというもので

あるため、免許人自体が自らコントロールするという仕組みで、ある種のデータベー

スを免許人自体持ってコントロールするという話と、行政がコントロールする、その両

方をどの程度分配するかという話になるだろう。 

 

(吉川構成員)  

2 ページ目の論点の 3 番で、今後の歳出規模として年間 710 億円とあるが、歳出

は平成 25 年度では 666 億円と防災行政無線のデジタル化でかかる歳出 25 億円と

考えると、平成 25 年度に比較して 20 億円ぐらい差があるように見える。 

 

(竹内電波政策課長)  

今年度については初年度で市町村の準備も必ずしも整っていないこともあり、25

億円規模でスタートしたが、平成 26 年度から平成 28 年度については年間 100 億円

程度かかる見込みである。 

 

(吉川構成員) 

本来、防災行政無線のデジタル化は地方自治体が行うべきで、既に自分たちで

整備していると自治体もある中で、これから国が 100 億円単位でお金を付けるという

議論は、去年にはなかったと思う。地方自治体がまず一次的に努力し、支援の水準

が適当かっていうのを毎年きちっと議論していく必要があるのではないか。今ここで

710 億円とフィックスするには論拠が乏しい。 

 

(多賀谷座長)  

過疎地では恐らくほとんどやりようがなく、こういった措置がないとデジタル化でき

ない。 

 

(竹内電波政策課長)  

総事業費ベースで 4,000 億円を越える規模の中、支援対象として財政力の弱い自

治体に限定をしており、100 未満程度の自治体を想定している。 

 

(吉川構成員)  
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4,000 億円のうちどれくらいを、電波利用料から捻出するという見通しでいるか。 

 

(竹内電波政策課長) 

200 億円から 300 億円の間。 

 

(多賀谷座長)  

金額について議論があったが、歳出規模については今のところ議論が固まってい

ない。タクシー無線とか二次利用の無線システムまで財政支援するのは困難である

という話もある。論点５にあるように、見直しを必要とすると考える。 

 

(柳川構成員)  

歳出については、どういうかたちで事務の効率化や必要性の検証をやっていくの

かということが見えるようにすることが必要。 

 

 【経済的価値の適正な反映の在り方について】 

(森川座長代理)  

まず経済的価値が VHF 帯と UHF 帯ではかなり異なるように思うので、検討するこ

とが必要。検討対象は平成 26 年度から 3 年間であり、その間に３GHz 以上の周波

数帯を使う第４世代携帯電話などが爆発的に普及するというのは恐らく無いように

思うので、UHF 帯についてはまだこのままでいいのかなと思っている。 

 

(飯塚構成員) 

海外のオークション結果が必ずしも日本の経済的価値に相当するということでは

ないが、1GHz 以下とそれ以上の帯域に関し、1GHz 以下の 700MHz から 800MHz 帯

と 2GHz 帯のオークションの落札額を比較してみると 10 対 1 ぐらいの価値の開きが

あることを踏まえると、1GHz 以下について区分をするかという考え方について検討

が必要かと思う。 

 

 (多賀谷座長)  

②－１について、基本的に広域専用電波に指定される周波数帯では、無線局単

位での課金をした場合には、まだその免許数に比例して料金が設定されるわけだが、

成熟している利用分野もあり、帯域課金ということで良いと思う。今後は、帯域課金

的な仕組みと無線局単位で課金するという二つの仕組みとなり、現在の広域専用電

波についてはこういう方向で良いということでこの検討会では合意されたと考えてい

きたい。また、3GHz 以下については VHF 帯の特殊性、1GHz 以下について、現在包

括的に捉えているのを見直すという事について議論が必要。 

 

【電波利用料の軽減措置の在り方について】 
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(林構成員)  

『公正競争』という言葉は、総務省の過去の文書を見ても、明確に定義されていな

いと思う。『公正競争』という非常に幅のある概念をどう捉えるのかは、議論があると

思う。競争条件の公正で考えるのか、あるいは競争行為の公正で考えるのかで、変

わってくる。この言葉が、具体的にどういうことを念頭におかれているのか確認した

い。 

 

(竹内電波政策課長)  

広域専用電波の電波利用料については、これまでは減免を受けずに自らのリス

クで資金調達して事業が展開されてきた。これから新規参入者に対して軽減がされ

るとなると、既存事業者と新規事業者間で条件の差異が出てくるということで記載し

ている。 

 

(多賀谷座長)  

広域専用電波については帯域課金にするといった場合に、最初から帯域課金で

は新規にはなかなか入りにくい。広域専用電波を帯域課金とするためには、そこは

十分に成熟した周波数帯であるという確認が必要である。 

 

【新たな電波利用システムに対する料額設定の在り方について】 

(高田構成員)  

②に関して、「他の無線システムと比較して電波の利用頻度やデータ量が少ない

ことなどを踏まえ、電波利用料の負担を大幅に引き下げることが適当である」という

書き方に違和感があった。なぜ大幅でないといけないのかがわかりにくいような感じ

がする。 

 

(多賀谷座長)  

人が使うような無線システムとは利用形態が違うという趣旨だろう。 

 

(竹内電波政策課長)  

システムの利用形態が違うという点が一つある。また、スマートメーターについて

考えたときに、現在の検針料が月 40 円から 50 円に対して、端末あたり年額 200 円

の電波利用料がそのまま維持された場合には月額 17 円に相当するのでコスト増要

因になってしまい、成長戦略の一環で図るためには、大幅な引き下げが必要だとい

うご意見もある。 

 

(高田構成員)  

そうした趣旨であるならば、少し、『戦略的に』大幅に下げるという意図が伝わるよ

うな書き方のほうがよい。 
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 (柳川構成員)  

戦略的に普及を促進するために電波利用料負担を引き下げるというポイントと、

他の無線システムと利用形態を比較して引き下げるというポイントがあるが、後者に

ついてのみ言及したような書き方にも見える。 

 

 (北構成員)  

無線局単位で課金をしていることについて、スマートメーターを例にとった場合、ス

マートメーターにかかる電波利用料というのは、どうやって算出するのか。 

 

 (竹内電波政策課長) 

スマートメーターを携帯電話等と区分して管理するとなると事業者に大きな負担に

なる上、実際のトラヒック量を検証しようとするとさらに大変。したがって、これらの区

分を考えないというのも一つの考え方ではないか。極力簡素化をするという観点で

は、この広域専用電波を使う携帯電話や BWA については、端末台数をスマホ的な

ものと M2M 的なものに分けるのではなく、端末としてひとまとまりに考えるのが一つ

の在り方ではないかと考えている。 

 

(多賀谷座長)  

広域専用電波として使う場合には、無線局の数について、スマートメーターは膨

大な数であるため、それを調べるコストのほうが高いとなってしまう。適正な料金が

いくらかということも、計算しにくいところがあるだろう。 

 

(高田構成員)  

③の一次業務、二次業務の言葉の使い方は修正が必要ではないかと思う。 

 

【その他】 

(森川座長代理) 

「現状において電波利用料を課金することは時期尚早である」という文言は将来

的には課金されるという雰囲気があるので、修正した方が良いと思う 

 

【特性係数について】 

(林構成員)  

特性係数で問題になっている「国民の生命、財産の保護に著しく寄与するもの」と

いう意味での公共性について発言したい。この点について、放送には放送の固有の

公共性があり、一方、通信にも通信の固有の公共性がある。それぞれの公共性は、

あえてエモーショナルな言葉を使わせていただければ、突き詰めていうと、矜持とで

も形容すべきものであるような気がする。矜持であるならば、そもそも他者にひけら
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かすものではなく、ましてや他者の矜持と比較することは出来ないのではないか。他

者の役務の公共性と比較して自らの公共性の優劣を比較することが難しい以上、特

性係数におけるこの意味での公共性は、量的な程度差ではなく、質的な差異がある

かどうか、の検証に基づいて勘案すべきなのではないかと思われる。また、関係者

等から提示された個別の主張やその論拠に対して一つ一つ丁寧かつ論理的に応答

していくことがきわめて重要である。加えて、今、この時期に特性係数の見直しをす

る必要性についてあらためて整理する必要はないか。というのも、次の次の 3 年間

には、300 億円規模の地デジ対策経費のための歳出がなくなることを考えると、3 年

後にあらためて制度全体を見直すこととしてもよいのではないか。 

 

 (森川座長代理) 

特性係数については、一旦決めたことを将来にわたってそのまま適用していくの

ではなくて、将来的にはきちんと見直していかないといけない。「国民の生命、財産

の保護」の特性について考えると、ここ３年間の時代変化において携帯電話事業者

についてもかなり公共性を帯びてきた。それを踏まえると公共性の観点に於いて携

帯と放送の扱いを異なるものにするのは難しくなってきているのではないか。ソフト

に対して放送事業者は責任を負っているのでコストがかかるという一方、国民は携

帯電話事業者についても非常時対応に非常に多くのコストがかかっているという認

識であろう。放送事業者から特性係数をはずすという議論と、携帯電話事業者に特

性係数をかけるという議論があるが、そこは携帯電話事業者に特性係数を適用する

というほうが、きれいに整理がつくのかなと思う。 

 

(北構成員) 

災害対策基本法において、指定公共機関として指定された機関は発災時にそれ

ぞれの職域における責任を果たす義務を負っている。情報通信市場におけるプレイ

ヤーとしてはNTT東西、コム、ドコモ、KDDIというところが指定されていて、放送業界

は NHK のみ指定されている。 

 

(秋本放送政策課長) 

補足ではあるが、民間放送事業者については、指定地方公共機関として指定さ

れていることを申し添える。 

 

(高田構成員) 

そういった法律で決まっているなどを基準に考えた方がスムーズではないか。 

 

(多賀谷座長)  

「国民の生命・財産の保護に著しく寄与するもの」という特性係数に関して、放送
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においては、災害時においても放送波を確実に放送するというハードと、ニュースな

どのコンテンツを作成する情報メディアというソフトの２つの面があるという主張であ

った。 

 

(森川構成員) 

「国民への電波利用の普及に係る責務等」については、考え方 1 にあるとおり、放

送事業者は放送法であまねく普及努力義務、責務が定められている一方、携帯電

話事業者には規定がないということや、人口カバー率と世帯カバー率という、普及目

標について差がある。やはり法律で規定されているか否かというのは非常に大きい

と思う。ユニバーサルサービス義務が適用されるといった制度変更があった場合は

別として、少なくとも現時点においては引き続き、携帯電話には当該特性係数を適

用すべきではないのではないか。 

 

(多賀谷座長)  

特性係数というのは過去から積み上げられたものであって、その積み上げの経緯

は尊重しなければならないが、3 年待てばいいとすると 3 年後また同じ話になると思

う。 

 

(飯塚構成員)  

今後、特性係数の「同一システム内で複数の免許人による共用を行う利用形態」

のケースがこれからどんどん増えていくと思う。恐らく既存の現行のシステム以外に

も、同じ周波数を異なるシステムで使っていく利用形態が進んでいくと思う。 

 

(吉川構成員) 

特性係数 1/2 が二つ当てはまると 1/4 にして算定されているが、公平性の観点か

らこれで良いのか、複数の係数が該当する場合に合計に上限を設けるなど、整理し

たほうがいいと思う。 

 

(多賀谷座長)  

レーダーやルーラル無線については、他の一般的なシステムとは異なると思うが、

よく違いを検討すべきだと思う。 

 

(吉川構成員)  

FPU やラジオマイクなどの周波数移行で、周波数幅が一時的に増加することがあ

って、それに対して何らかの措置を講じることが適当であるという表現がある。いわ

ゆる立ち退きの費用を次に周波数を使用する者が負担するスキームが、去年の電

波法改正で作られたと理解している。こういった費用を補填するために電波利用料

を追加徴収するような仕組みにはなっていないのか。 
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(竹内電波政策課長)  

700/900MHz 帯の周波数再編において携帯事業者が負担するのは、新しい周波

数帯に移る無線設備、付帯施設、工事費用に限定されている。ご指摘のように応分

の電波利用料分を負担させるという考え方もあると思うが、そうはなっていない。こ

のため、「過度な負担が生じないよう、何らかの措置を講じることが適当」としてい

る。 

 

(林構成員)  

今回の電波利用料制度の在り方については、経済的価値の範囲を、これまで以

上に広げるという方向と承知しているが、そもそもの電波利用料の性格である共益

費用という主旨から外れないか。 

 

(多賀谷座長)  

「はじめに」で共益費用であるという前提とする旨が記載されている。また、今回の

見直しで経済的価値を著しく高めるとはなっていないと思う。 

 

(竹内電波政策課長) 

4 ページの論点と考え方の①のところで、a 群と b 群の考え方については現状通り

とするのが適当であると記載している。 

 

(多賀谷座長)  

広域専用電波について、a 群 b 群両方とも帯域課金にするということによって、a

群 b 群のバランスはどうなのかということが一番の問題だと思う。b 群について無線

局単位でどんどん取っていくと、それはある意味、経済的価値を強めることになる気

もする。 

 

（２） その他 

第 8 回会合は平成 25 年７月 12 日（金）に開催する旨が事務局より周知された。 

以上 
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電波利用料の見直しに関する検討会（第 8 回会合）議事要旨 

 

1 日時 

  平成 25 年 7 月 12 日（金） 16 時 00 分－17 時 45 分 

 

2 場所  

  総務省 8 階 第一特別会議室 

 

3 出席者（敬称略） 

（１）構成員（敬称略） 

（座長）多賀谷 一照、（座長代理）森川 博之、飯塚 留美、北 俊一、関根 かをり、 

林 秀弥、柳川 範之、湧口 清隆、吉川 尚宏 

 

（２）総務省 

橘総務大臣政務官 

吉良総合通信基盤局長、富永電波部長、菊池総務課長、竹内電波政策課長、 

越後電波利用料企画室長、南大臣官房審議官、秋本放送政策課長 

 

（３）事務局 

総合通信基盤局電波部電波政策課電波利用料企画室 

 

4 配布資料 

資料 8-1 電波利用料の見直しに関する基本方針 論点と考え方（案） 

参考資料 8-1  電波利用料の見直しに関する検討会（第７回）議事要旨 
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5 議事概要 

（１） 論点と考え方について 

事務局より資料８－１に基づき、電波利用料の見直しに関する基本方針の論点と考え

方（案）について説明が行われた。 

その後、論点ごとに質疑応答及び意見交換が行われた。主な内容は以下の通り。 

  

【電波利用共益事務の在り方について】 

(飯塚構成員) 

米国において周波数の逼迫対策として、政府が使用している周波数を民間でも使用で

きるよう、周波数共用に向けた技術開発が進んでおり、国防総省が予算をつけて研究開

発を進めている事例もある。今後、使途を検討する際の物差しとなるのではないか。 

 

(林構成員) 

参考資料の 3 ページのグラフは、受益と負担のアンバランスを示すものと一般に理解さ

れているが、歳入及び歳出の内訳について暦年変化を把握しておく必要がある。各年度

の状況を数量的に把握した上で、顕著な変化が起きた年度についてその原因を明らかに

し、その際取られた措置があれば、その効果を整理しておく必要がある。 

 

(湧口構成員) 

2 ページの論点１に関し、総務省では均衡予算を取ることを前提とされているのか。あ

るいは、３年単位で幅を持たせて均衡させるということか。 

 

(竹内電波政策課長) 

基本的には料額を算定する際に 3 年分の歳出見合いで料額を決めるが、端末の数や

割り当てをしている帯域の増減などで、2 年目、3 年目と歳入は変化をしていくもの。可能

な限り各年度で歳入、歳出を一致させる必要があると考えているが、参考資料の3ページ

にあるように、今年度予算では 80 億円弱の乖離があるのが実態である。 

 

(吉川構成員) 

論点２で防災無線のデジタル化をする費用がこれから増えることについて書かれてい

るが、昨年の電波有効利用促進に関する検討会資料において、事務局が試算した推定

の整備事業費が 4,200 億円、そのうち財政力指数の低いところに補助して年間あたり 180

から 260 億円がかかるとなっていたと認識している。防災無線のデジタル化に反対するわ

けではないが、一義的には自治体で整備するべきであると考えている。更に、例えば消防

防災通信基盤整備費といったスキームがある中、電波利用料による補助でどれぐらい見

込んでいるのか。次期の歳出規模について、最初から歳出増ありきというのは、どうかと

思う。 

 

(竹内電波政策課長) 

電波利用料による歳出の見通しとして、平成 28 年度までの額として 200 から 300 億円

ということを、前回会合では申し上げた。本年度、25 億円でスタートしているが、今後も 25
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億円、あるいはそれよりも小さな予算額とすれば、財政力の低い自治体すら支援できない

こととなるので、26 年度以降、一定の歳出増は見込まれると考えている。 

 

(多賀谷座長) 

どの程度の予算を当てていくかは、この報告書で決まるのではなく、国として、消防救

急無線のデジタル化をどの程度、推進していくかという中で決まる。一定程度、消防防災

無線に使うこと自体は、電波法改正で決まっている中で、無駄遣いにならないか危惧され

ているのだとは思うが。 

 

(吉川構成員) 

消防庁や地方交付税交付金から出したらいいと思うが、電波利用料から 4,200 億円の

うちの 1,050 億円も出すのは弾んでいるという印象。 

 

(竹内電波政策課長) 

地方事務なので市町村が行うのが大前提ではあるが、共通波の部分については消防

庁の補助があるが、それではやり切らない部分もたくさんあるため、平成28年までに確実

に移行を完了させるために必要だということで国会にお認め頂いたもの。 

 

(吉川構成員) 

規模を検討することが必要であると後ろで書いてあるので、このままの記述は了解し

た。 

 

 【経済的価値の適正な反映の在り方について】 

(飯塚構成員) 

前回発言をした②－3 について、VHF と UHF を分けることにプラスアルファとしてさらに

UHF 帯においても、いわゆるプラチナバンドといわれる 1GHz 以下の UHF と 1GHz 以上の

経済的価値について、例示として 10 分の 1 の差があると言ったものであり、これがそのま

ま電波利用料に反映されるという主旨ではない。 

 また、今後の周波数需要を考えたときに、いわゆるプラチナバンドの需要が拡大してき

ており、ヨーロッパ、アフリカ、中東の地域においては、今現在、放送に使われている

700MHz 帯を通信に使うということで 2015 年以降にその配分を決める方針になっている。

また一方でアメリカにおいても今現在放送に使われている 600MHz 帯を将来的にモバイ

ルに配分することで、検討が進められている。こういった需要を考えると、配分比率を VHF、

プラチナバンド、1GHz から 3GHz というかたちで配分比率を考えることも一つの考え方とし

てあるのかなということで意見した。 

 

(林構成員) 

②－３の考え方①の VHF 帯と UHF 帯の違いとして上げられている項目について、VHF

帯の電波特性を、都市ノイズといった点だけをアプリオリに取り出すのではなくて、もっと

丁寧に記載した方が良い。例えば、携帯電話やテレビ放送に使われるＵＨＦ帯に比べて、

マルチメディア放送やＦＭ放送・コミュニティ放送に使われるＶＨＦ帯は圧倒的に市場規模

が小さいといった経済的市場規模の相違であるとか、伝送できる情報量や周波数の伝搬

特性の違い、さらには、送信設備の設置コストの違いやアンテナ・装置のサイズの違い、
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繰り返し利用効率の違いといった、ＶＨＦ帯の電波特性について、もっと記載を充実して書

き入れるべきである。もう少し丁寧に記載した方が良い。 

 

(湧口構成員) 

1GHz を境に区分するという記載の中で、電波利用料が手数料的性格であることを考え

ると、周波数オークションの落札額は根拠として難しい。その意味で周波数特性の違いで、

特定の周波数に対する混雑が出てくるので、その混雑をどう解消していくか、という側面

を前面に出すようにしたほうが良い。方向性として差をつけていくこと自体は私も賛成であ

る。 

 

(多賀谷座長) 

VHF 帯と UHF 帯に区分するということは適当であるという意見については、異論はない

ので、そのままとする。1GHz で UHF 帯の中を分ける話については、周波数オークションと

いう表現を避け、また、今回の見直しではなく、3 年後以降に検討すると書いたほうが良い

だろう。 

 また、UHF 帯と VHF 帯を分ける場合に、敷居値をどうするかについてご意見等あるか。 

 

(森川座長代理) 

周波数は連続であり、ここを境に違うということがない。そこは、どうしてもえいやになる

と思う。例えば 301MHz と 300MHz ではほぼ同一であるので悩ましい。 

 

【新たな電波利用システムに関する料額設定の在り方について】 

(林構成員) 

15ページの②について、今回加わった『戦略的に』は、具体的に何を指すのか。11ペー

ジの②にある新規事業の拡大や立ち上げ支援は困難であるとなっており、これは M2M に

ついても共通する部分もあると思うが、どのような切り分けなのか。 

 

(竹内電波政策課長) 

無線局単位で課金しているｂ群について帯域当たりの負担として、例えば 1MHz 当たり

何台という上限を設け、それで必要な電波共益費用はカバーできるということであれば、

負担金の負担の考え方としては説明が可能だと考える。一方で、新規参入という理由だ

けで特定の特性係数をかけるというのは必要な負担をしていないということになるのでは

ないか。 

 

(多賀谷座長) 

ホワイトスペースについては、あまり議論がなかったが、既存の料金設定はどうなって

いるのか。 

 

(竹内電波政策課長) 

ホワイトスペースを使うエリア放送の無線局の場合には、電波利用料は 31,800 円であ

る。問題意識として、例えば、同一システム内で同じステータスで周波数を共用する場合

に自由度が低いということで特性係数により２分の 1 としているが、ホワイトスペースのよ

うに優先順位の低い無線局については、これより価値が低いことをどう考慮すべきか、ご
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意見をいただければと考えている。 

 

(湧口構成員) 

電波利用料の性質は、混信等の規制費用を前提としていることを考えると、例示されて

いる狭小なエリアとか閉空間では、それほど費用がかかるものではないというよう整理も

できるのではないか。また、エリア的にもごく数十メートルといったものであれば、2 分の 1

という数字よりは、もう少し低くてもいいというような感覚は出てくるのではないかと思う。

私はエンジニアではないので、エンジニアの先生方のご意見がないと何とも言えないが、

あくまでも空いているところで使わせる、と考えれば額を高くする必要性はない。 

 

(森川座長代理) 

ホワイトスペースの二次利用者は苦労しながら入り込んでくるので、料額を下げるとい

うのは、一般的に納得されると思う。 

 

【その他】 

(飯塚構成員) 

免許不要局に対する電波利用料の課金について、世界的に見ても課金をしているケー

スというのは多分ないと思われる。逆に免許不要の帯域をさらに拡大していこうという政

策方針が打ち出されるケース、特にアメリカなど需要があればそれに対して必要な帯域を

増やしていく方向性が出されている。電波利用料を取るというのではなく、免許不要で使

えるような帯域を増やしていくような政策的な方向があっても良いと思う。 

 

【電波利用料の軽減措置の在り方について】 

(北構成員) 

特性係数「国民の生命・財産の保護に著しく寄与」に関しては、携帯電話にはソフトの

責任はないものの、3.11 以降の携帯電話事業者各社の多大な設備投資と、いつ災害が

起こっても迅速に応急復旧できるような体制作りを鑑みた場合に、携帯電話事業者にもこ

の係数をかけるべきであると思う。2 番目に特性係数「国民の電波利用の普及に係る責

務」については、法律に定められた義務がないことや、また、携帯電話事業者の人口カバ

ー率として、各社さんが言っている 90 何％とか 100％という数字について、ICT 諸問題研

のほうでも議論されているとおり、人口カバー率や実人口カバー率の実状がよくわからな

いため統一しようという話があるような状況であることから、考え方①のほうに賛同する。

３番目に V-High マルチメディア放送に関しては二つの特性係数を適用すべきであると考

える。そして、特性係数の算定方法については、参考資料の 8 ページのア～カの一つ一

つの特性係数が独立であるならば、これを掛けることには問題がない。これらに加えてさ

らに特性係数を増やすとすれば、それはまた別の話になるがるが、現在のこのレベルで

あれば、考え方①のほうを支持する。 

 

(吉川構成員) 

特性係数「国民の生命・財産の保護に著しく寄与」に関しては、携帯電話にも適用する

べき。放送はソフトについて責任を負っている一方で、携帯電話のオペレーションも大変

であることを考えると、同じくらいウェイトはあるのかなと思う。また、Radiko のようなものが

増えていき、放送のコンテンツを携帯電話の電波で流すことも可能になるなど、携帯電話
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も放送コンテンツの流通に貢献しているという見方もできると思う。したがって、ハード、ソ

フトの分離論というのは、あまりふさわしくないと思っている。（2）の国民の電波利用の普

及にかかる責務について、非常に判断難しいところだが、外形的にきちっと基準があった

ほうがいいと思う。そうした中で、エリアカバー率については先ほど北構成員がおっしゃっ

たようにやはりユニバーサルサービスという法的な義務があるかどうかで、判断するほう

がいいと思う。（4）については、前回私が申し上げた論点である。そもそも参考資料の8ペ

ージにある 2 分の 1 や 5 分の 1 という係数が、何故なのかが、よくわからないところがある。

しかし一方で、今回、議論の時間的な制約がある中で、主に議論している特性係数の

「ウ」と「エ」についてはある程度、考え方と該当無線システムのロジックは、はっきりさせ

ておきたいという思いがある。したがって、私から問題提起したものの、特性係数に関す

る他の論点等については、次の 3 年の間にはロジックを作りたいと考える。以上を考慮す

ると、今のところは考え方①である。 

 

(多賀谷座長) 

現実に特性係数を複数掛け合わせて、かなり低額の電波利用料しか払っていない具

体的な例を事務局のほうでいくつか挙げてみていただけないか。 

 

(竹内電波政策課) 

参考資料の 8 ページにあるように、ルーラル加入者無線については、「ウ」と「カ」が適

用になるので、1/2×1/5 で 1/10 となっている。衛星携帯電話につきましては、「イ」、「エ」、

「オ」、「カ」の４つが該当するため、1/2×1/2×1/2×1/5 で合計 1/40 という算定になる。 

 

(湧口構成員) 

（1）のところは意見が違う。特性係数「国民の生命・財産の保護に著しく寄与」に関して、

携帯電話の公共性は認識している。しかし、参考資料の 12、13 ページにあるように指定

公共機関、指定地方公共機関としては他の事業も挙がっている中で、携帯電話だけに拡

大するというのが良いか。どこまで拡大すれば良いのかをある程度議論しないとまずいの

ではないかと考えると、考え方①で良いのではないか。（２）については、携帯電話事業者

が努力しているという点は評価しなければならない一方で、線引きが必要であり、考え方

①が適当であると考える。また、（３）については、混雑、利用条件等を見た時に UHF 帯と

VHF 帯の経済的価値の違いである程度勘案されるのであれば、それで十分対応出来る

のかなという印象を持っており、考え方③に近いと考えている。（４）については、1/2 と

1/2 を足すと１になって全免になってしまうのでかけ算しか選択できないのではないか。な

ぜ係数が1/2なのか、1/5なのかというと明白な根拠はなかなか出てこないと思うので、さ

しあたっては考え方①で良いと思う。 

 

(多賀谷座長) 

最初のご意見について、国民の生命、財産の保護に寄与するという点では、携帯事業

者も放送に非常に近いけれども、他方において医療とか電気とかは同じではないかという

ことか。その場合に、放送だけなぜ 2 分の 1 にしているかという理屈も通らないと思うので、

全部 2 分の 1 にするというご意見と理解して良いか。 

 

(湧口構成員) 
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そのとおりであり、差し当たっての議論の時間を考えると現行制度を維持するしかない

のではないかと考えている。 

 

(林構成員) 

（3）の V-HIGH マルチメディア放送に関する特性係数の扱いで、考え方の①、②、③と

もに、「地デジ移行対策の受益に対する負担を行うことが適当である」との表現があるが、

電波利用料によってまかなわれる費用は、電波法第 103 条の 2 第 4 項の電波利用料の

定義において明らかなように、無線局全体の受益を直接の目的として行う事務に対する

ものとされており、受益は、免許人及び登録人全体に等しく及ぶものである。しかし、この

表現は、全体の受益ではなく、特定の免許人等の受益と受け止められるおそれのある言

い方である。 

 

(多賀谷座長) 

要するにこれだけ多大なコストと手間をかけて空けた周波数は有効に使ってほしいとい

うことあると思う。 

 

(林構成員) 

電波利用料によって賄われる費用は、電波法第１０３条の２第４項の電波利用料の定

義において明らかなように、無線局全体の受益を直接の目的として行う事務に対するも

のであり、受益は、免許人及び登録人全体に等しく及ぶものであるということが、電波利

用料制度の大前提であるということを、あらためて強調しておきたい。結論的には、

V-HIGH マルチメディア放送も基幹放送として、災害放送義務やあまねく普及努力義務を

負っているということに鑑みて、（３）については考え方③が適当と考える。 

 

(柳川構成員) 

基本的には森川座長代理が前回示されたご意見に賛成である。（１）に関して、この電

波利用の軽減のところは論理的にすべて片付くという話ではないが、今回の一番大きな

変化というのは、携帯電話事業者の災害対応への寄与が大きくなってきたということであ

り、②で整理するのが妥当ではないか。（２）に関しては、制度的な違いを今回は整理のと

っかかりとすることで、考え方①が適当ではないかと思う。（３）に関しては、自然な流れで

いくと考え方③となると思う。（４）については、本来であればきちっとロジックを尽くして考

えるべきではあるが、負担の割合なのでなかなか難しい。このため、現状では考え方①が

適当では無いかと思う。ただ、考えておくべき点は、事業者の方々にとっては、今までの

歴史を踏まえた継続性は必要なことだと思っているが、ただそうは言ってもこれから先は

技術や色々なことが相当変わる。技術の変化を踏まえて、状況が大きく変わってきたとこ

ろを捕まえて、見直していくというのが、比較的現実的なことではないか。 

 

(北構成員) 

指定公共機関で通信事業者、放送事業者以外、医療、電気、ガス、鉄道と書いてある

ところについて、例えば東京電力、東京ガス、JR 東日本は独自に周波数を割り当てられ

ているのか。また、それに対する減免はないのか。 

 

(竹内電波政策課長) 
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公共的な企業体に対し、必要と認められる範囲で電波の割り当てを行っている。利用

料の減免はない。特性係数の掛かっているシステムを使用している場合には、結果として

減免がなされている。 

 

(多賀谷座長) 

先ほどの湧口構成員の意見についてだが、放送、通信における指定公共機関の公共

性というのは、電波を使ってサービスを行っているという点で公共性が認められている。こ

れに対してエネルギーやガスの供給といった公共性については、電波をたまたま使って

いるのであって、筋が違う。 

 

(湧口構成員) 

例えば、東日本大震災のときに、鉄道無線で逃げろというような指示があったりした中

で、鉄道無線は公共性がないとは言えない。また、飛行機の離発着に関しても無線でコン

トロールしている訳で、こういったものに公共性がないとなると今後問題になってくると思う

ので、記載ぶりを考えた方が良いと思う。 

 

(森川座長代理) 

地デジの跡地利用について、これからいろいろなシステムが入ってくる中、今回の皆さ

ま方のご意見を踏まえると、携帯電話も周波数帯によって、特性係数が掛かるものと掛か

らないものが出てくるということになるのか。 

 

(林構成員) 

それは違うと思う。 

 

(湧口構成員) 

少し全般的な話になるが、混雑しているところで非効率な利用は排除しなければならな

いというのが大前提としてある。一方で、電波利用料が手数料であることを考えると、料

額を取ったがゆえに、あるシステムは全く電波が使えなくなってしまうことではまずい。決

して、特定の無線を電波の利用から排除させようというつもりではない事を念頭にいれて

おくべきである。 

 

(多賀谷座長) 

これまでのご意見をまとめると、特性係数「国民の生命、財産の保護に著しく寄与」につ

いては、多くの構成員の方は通信事業者にも特性係数を認めるべきではないかという意

見であった。ただ、一部の方から、ほかの医療・電気・ガス等との区分けを明確にすること

について意見があった。次に特性係数「国民の電波利用の普及に関わる責務」について

は、放送のみ特性係数を適用すべきという意見が大部分であった。第 3 の V-High マルチ

メディア放送に関する特性係数の取り扱いについては、概ね考え方③を採用すべきとの

意見であったが、地デジの跡地利用に係る特別な受益を電波利用料において勘案する

のはおかしいというご意見もあった。最後の特性係数の算定方法については、現在の特

性係数についてあまり論理的な説明がないということで疑念はあったが、考え方②につい

ては他の無線局への影響もあるので直ちにとるべきではなく、差し当たり考え方①が適当

であるが、今後見直しを行うべきであろう。 
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 私の意見ではあるが、ルーラルの特性係数についてはそれなりの合理性はあると思う

し、特性係数を考える際に大口な利用者と小口な限定的な利用者では区別して考えるべ

きであろうと思う。 

 

(林構成員) 

ａ群とｂ群について、本体資料の４ページと参考資料の７ページで表記に揺れが見られ

るので、表現を修正頂きたい。具体的には素案の４頁における「論点と考え方（素案）」の

①では、a 群を「電波の経済的価値の向上につながる事務（研究開発、携帯電話のエリア

整備など）」と説明され、素案の参考資料７頁の図中でも同じく説明されているが、同頁上

部では、a 群を「使用帯域幅に応じた負担部分」と説明している。「a 群」も「b 群」も法律上

の概念ではなく、計算過程において用いられている概念ではあるが、計算の基礎として機

能する以上は、明確に概念が規定されなければならない。 

 

 

(北構成員) 

4 ページの②－2 について、増額率を一定の水準に収める措置を前回と同様に適用す

べきであると思うが、20%という数字は、今回は当検討会としては決めていないということ

で良いのか。 

 

(竹内電波政策課長) 

今後、検討会の方針を受け、具体的な数字は意見募集をしながら、検討していくことに

なる。 

特性係数の中で、（3）のV-Highマルチメディア放送について、地デジ跡地を使う携帯電

話とその他で差が出てくることに違和感があるという意見もある中で、考え方②と③のい

ずれかといった書き方も事務局としては考えられると思うがいかがか。 

 

(多賀谷座長)  

それでは今の事務局のご意見のようなかたちで最終案に盛り込むこととしたい。 

 

（２） その他 

第 9 回会合は平成 25 年７月 26 日（金）に開催する旨が事務局より周知された。 

以上 
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電波利用料の見直しに関する検討会（第 9 回会合）議事要旨 

 

1 日時 

  平成 25 年 7 月 26 日（金） 10 時 00 分－11 時 40 分 

 

2 場所  

  総務省 8 階 第一特別会議室 

 

3 出席者（敬称略） 

（1）構成員（敬称略） 

（座長）多賀谷 一照、（座長代理）森川 博之、飯塚 留美、北 俊一、関根 かをり、 

高田 潤一、土井 美和子、林 秀弥、湧口 清隆、吉川 尚宏 

 

（2）総務省 

柴山総務副大臣、 

吉良総合通信基盤局長、富永電波部長、菊池総務課長、竹内電波政策課長、 

越後電波利用料企画室長、南大臣官房審議官、秋本放送政策課長 

 

（3）事務局 

総合通信基盤局電波部電波政策課電波利用料企画室 

 

4 配布資料 

資料 9-1 電波利用料の見直しに関する検討会 報告書（案）概要版 

資料 9-2 

資料 9-3 

電波利用料の見直しに関する検討会 報告書（案） 

放送ネットワークの強靭化に関する取組 

参考資料 9-1   電波利用料の見直しに関する検討会（第 8 回）議事要旨 
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5 議事概要 

（１） 電波利用料の見直しに関する基本方針について 

資料 9-1 に基づき、事務局より「電波利用料の見直しに関する検討会 報告書（案）概

要版」の説明が行われた。 

その後、論点ごとに質疑応答及び意見交換が行われた。主な内容は以下の通り。 

  

【経済的価値の適正な反映の在り方について】 

(高田構成員)  

5 ページの②-3 の①について、「周波数が高いほど無線通信の高速化、大容量化に適

している」とは、他の説明と比べると一足飛びの印象を受けた。「『広い帯域幅なので、』大

容量化に適している」としたほうが良いのではないか。また、「VHF 帯の経済価値は」とあ

るのは、「VHF 帯『以下』の経済的価値」としたほうが良い。 

 

(土井構成員)  

  5 ページの②-3 で「ＶＨＦ以下」とあるのは、「ＶＨＦ『帯』以下」ではないか。 

 

【電波利用料の軽減措置の在り方について】 

(吉川構成員)  

8 ページの、①-4 に「ユニバーサルサービス義務が適用されるといった制度変更があっ

た場合は別として、少なくとも現時点においては、引き続き携帯電話に対しては係数を適

用するのは適当ではない」の表現について、これでは、あたかも将来的にユニバーサル

サービスが適用されるようにみえる。また、ユニバーサルサービスが適用されると、すな

わち電波利用料が安くなるという予見性を与えるので、修正願いたい。 

 

 (林構成員)    

9 ページの①-5 の「負担額の著しい変更とならないように検討する」について、特性係

数を適用することでの激変緩和措置となると、下げる方向での激変緩和となるが、これは

過去議論された電波利用料額の上がり過ぎを緩和するものとは話が違う。一般論として、

負担額の著しい変更への対応としての激変緩和措置は、料額が大幅に増加する無線局

への配慮のために行われるものであって、適切な制度検討の結果として、料額が大幅に

減少することとなる無線局については、「下がりすぎること」を防止するための激変緩和措

置を議論する必要性はないのではないか。また、「VHF 帯以下と UHＦ帯を区分して経済的

価値を勘案することの検討状況に留意して」とるが、VHF 帯以下と UHF 帯との経済的価値

の差異の捉え方の問題と、地デジ跡地の負担の在り方とは、論理的な関連性がないので

はないか。経済的価値の勘案の問題と負担額の在り方の問題とはそれぞれ独立して議

論すべきである。にもかかわらず、ここでの記述では、2 つの議論がリンクしているような
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印象を持つ。このことから、「この際」以下の記述は、なくてよいのではないか。 

 

(高田構成員)  

地デジの跡地利用による特別な受益と放送局としての公共性とは関係ないということと、

次の VHF 帯以下と UHF 帯を区分して経済的価値を勘案することは全く別のことであり、こ

の 2 つを並べて書くのは違和感がある。 

 

(湧口構成員)  

VHF 帯以下と UHF 帯の経済的価値を勘案するのかを決めるまでの間という意味で加

えられていたのではないかと思うが、これと特性係数の問題とは別にすべきである。 

 

 (土井構成員)  

9 ページの①-6 に「著しく変わる時期をとらえて」とあるが、この『著しく』は削ってもいい

のではないか。 

 

(湧口構成員)  

8 ページの①-3 の（参考）で、公衆通信網と自営とを分けてとなっているが、放送事業

者、携帯電話事業者が使っている自営の無線局を入れるか入れないか、『免許人』という

言葉を使うか、『無線局』という言葉を使うかで変わってしまうので、言葉の使い方を考え

た方がいい。 

 

(森川座長代理)     

9 ページの①-5 で、「しかしながら」以降の主語が明示されていないが、主語を地デジ

跡地利用のシステム全体とするようにしたほうが良いのではないか。 

 

(吉川構成員)  

そもそも電波利用料を使って電波の再配置をし、出来た跡地に入ってきた人に、これま

で電波利用料を払っていなかったからと、応分の電波利用料額を取るということがあった

のか。 

 

(竹内電波政策課長)  

 このケースのみだと思う。 

 

(高田構成員)  

そうだとすると先ほどの①-5 については、最初の主語を改め、そもそもその跡地利用

のシステムに関しては、跡地利用でないものと同じにすれば良いという書きぶりで良いの

ではないか。 
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(北構成員)   

8 ページの課題に「ある無線局の負担が減ればその分、他の無線局の負担が増加する

ことになるが、その点も踏まえた上で」とあるが、携帯電話へ 2 分の 1 の特性係数がかか

った場合、「増額率を一定の水準に収める措置が必要」としているものの、これに収まらな

いという懸念があるが、いかがか。 

 

(越後電波利用料企画室長) 

参考資料として 28 ページに記載しているように、電波利用共益事務を実施するために

必要な歳出総額を起点として、各無線システムの料額を決定しているものであり、この点

が決まらないと激変緩和措置を適用することによる影響はまだ見えない。 

仮に歳出総額が決まったとして、その後の算定手順を申し上げると、まず、a群とb群の

事務に分け、b 群の費用については、無線局数で割って負担を算出する。a 群の費用につ

いては、まず周波数の逼迫状況に応じて配分し、次に無線システムの周波数幅の比に応

じて負担し合うのが原則である。この際、一部の無線システムについては無線局の特性

を考慮して軽減係数をかけるが、全体で所要の額を払っていただくものであり、軽減係数

が2分の1だから全体の負担額が減るというものではない。あくまで負担の案分の割合が

変更になるものである。無線システムごとの負担は更に、地域・空中線電力・出力により

案分し、最後に a 群の費用と b 群の費用を足して料額表に載せる。 

このときに料額が、2 割を超えるような場合には、増額を 2 割に抑えるという調整を図る

が、最終的には所要の額を皆さんでまかなってもらうことについては、変わらない。 

 

【新たな電波利用システムに対する料額設定の在り方について】 

 (高田構成員)  

14 ページの③の後半に 2.5GＨｚの BWA について書かれているが、1.2GHz の FPU など

も同じような状況があると思う。これは例示なのか。 

 

(竹内電波政策課長)  

これはあくまで例示であり、一定の運用制限がかかっていて、運用の安定性が他のシ

ステムに比べて低いという場合について料額に配慮が必要ということ。 

 

(飯塚構成員)  

今後第 4 世代のシステムの拡大によるスモールセル等の普及に伴って、マイクロ回線

の利用が高まってくると思われる。世界的にも、そういった需要予測があることも踏まえて、

負担にならないよう進めていったほうが良いと思う。 

 

(高田構成員)  
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14 ページの課題に「今後導入が見込まれる新たな電波利用システム等」とあるが、③

のホワイトスペースを活用する無線システムは既に実現されているのであり、書きぶりに

ついて検討した方が良い。 

 

【放送ネットワークの強靭化に関する取組について】 

資料 9-3 に基づき、総務省より「放送ネットワークの強靭化に関する取組」の説明が行

われた。その後、質疑応答及び意見交換が行われた。主な内容は以下の通り。 

 

 (吉川構成員)  

平時の都市型の難聴対策として、中継局整備を行うことが本当にコストパフォーマンス

がいいのか。「ｒadiko」や NHK の「らじる★らじる」などが聴けるのであれば、事業者にとっ

ても、携帯の基地局整備を支援したほうがいいという話になるかもしれない。 

 

(森川座長代理)  

3 ページに「AM 局の廃止は、国際権益確保の観点から慎重に検討」とあるが、AM は国

際的な周波数調整が必要であり、AMを日本で使わなくなった場合、ほかの国がその周波

数帯を使ってしまうため、日本として国益の観点から残しておかないといけない。そうした

観点から、二重投資となってしまい、お金はかかるが、進めなければならないという理解

で良いのか。 

 

(南大臣官房審議官)  

AMの設置場所とパワーについてはITUに登録しており、中国や北朝鮮、韓国が仮にそ

れと混信を与えるようなかたちで新しい AM を出そうとすると、我々は拒否できる権能があ

る。仮にそれが失われるということになると、中国、韓国、北朝鮮からさらにハイパワーの

放送が日本の空に降ってくることになりかねない。AM 局は非常に老朽化が進み、2020 年

頃までには大半の局が更新時期を迎えるため、その際に AM の新しい置局をどうするか

という問題もあるが、今回は AM を維持したかたちで、ＦＭで補完をしていくものと考えてい

る。 

 

(森川座長代理)  

そうすると、吉川構成員の指摘も踏まえながら、AM の重要性というものにも鑑みて、こ

れから検討していくというようなことになるのではないか。 

 

(多賀谷座長)  

FM を置局しなければいけないのは主として都市部という理解でいいか。 

 

(南大臣官房審議官)  
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AMをFMで補完することが許されているのは、外国波混信のケースだけに限っている。

都市型の難聴あるいは地理的な難聴を解消するためにも AM で補完するという、国際調

整も必要でコストもかかる手段もあるが、もし、V-Low 帯の周波数の一部が使えるように

なれば、それを使ってそれよりコストパフォーマンスの高い方策をすべての形態において

活用することを想定している。 

 

(高田構成員)  

3 ページのところの V-Low 帯の新たな活用ということで、今回の検討会では V-Ｈigh マ

ルチメディア放送の利用料の負担の在り方が議論になったが、Ｖ-Ｌｏｗ帯域の電波利用

料の負担の考え方は今後の課題と理解していいか。 

 

(竹内電波政策課長)  

地デジの跡地で運用されている無線局について特性係数を適用するかについては、

V-Ｈigh のみならず他の帯域についても同様に考えるということで、先刻ご了解を頂いたも

のと考えている。 

 

(湧口構成員)   

議論は 2 つ側面があって、1 つが最初の投資のコストをどうするのか、もう 1 つがそのあ

との運用において、各ラジオ局の年間の電波利用料の負担がどのぐらい大きくなってくる

かということ。後者については、議論になっていないという認識でいいか。 

 

(南大臣官房審議官)  

現段階では、技術的な話も含めて、どう活用していくか検討をしている段階であり、電

波利用料の負担の話はない。 

 

(高田構成員)  

4 ページの「その他の主な提言、参考 」と書いてあるところについて、何か具体的な動

きがあるのか。 

 

(南大臣官房審議官)  

電波利用料の見直しに関する検討会で直接ご検討いただく内容とは違う話であるが、

これらの提言もいただいていることをご参考までにお示ししたもの。 

  

(土井構成員)  

例えばラジオとインターネットが連携するといったときに、放送局のほうでコンテンツが

作られ、配信はネットで配信されるとなったときに、電波利用料はどうなるのか。 
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(竹内電波政策課長)  

ラジオの放送局から配信される場合には、特性係数 4 分の 1 が適用されたラジオ局の

料額が適用され、携帯電話の基地局の場合は、今般の議論によれば、2 分の 1 の特性係

数が適用される方向となる携帯電話の基地局の料額が適用される。複数の目的で運用さ

れる無線局では、主な用途に応じた電波利用料を適用していくのが基本だろうと思ってい

る。 

 

(飯塚構成員)  

日本の FM 波というのは世界の FM 波と周波数帯が若干ずれていると認識している。こ

の点について整合性を取る、調整をすることについて、どのような方向性になっているの

か。 

 

(南大臣官房審議官)  

V-Ｌow の 90～108MHz は、他の国では大体 FM で使われている。日本の場合、そこを

テレビで使い、90MHz より下の周波数で FM を使っていた。今回、仮に V-Ｌow 帯の一部に

ついて、AM を FM で補完する用途に使うと、受信機の問題は出てくると思うが、海外に輸

出しているラジオであればすべての周波数をカバーをしており、すぐにでも受信機として

使えるというメリットはある。 

 

(多賀谷座長)  

この問題については、電波利用料の使途の 1 つとして報告頂いた。これについては、さ

まざまな意見もあったところであり、開いたかたちで今後の検討課題とさせて頂く。 

 

以上の議論の後、報告書(案)について本日の議論を踏まえた修正を行い、その後、パ

ブリックコメントを行うこととなった。その際、資料の修正については座長に一任することが

承認された。 

 

（２） その他 

第 10 回会合は 8 月下旬頃に開催する旨が事務局より周知された。 

                                                 以上 

 




